




〈研究ノート〉

ラテンアメリカにおける学校全日制化 (full-time school) への取り組み
 ...................................   ................  1

サブサハラ・アフリカ地域における学習指導法の学力への影響に関する
研究のナラティブレビュー

 ...................................   ................  17

各務原市における日本人児童とブラジル人児童との交流活動：
貿易ゲームを通した国際教育の試み

 ...................................   ................  35

総合的な学習の時間および英語科における ICT を活用した国際教育：
A市における小学校・中学校、教育委員会、そして大学の連携による授業づくり

 ...................................   ................  49

タイの人身取引被害政策の陥穽
─サバイバーのその後─

 ...................................   ................  57

ジョグジャカルタの文化資源に関する研究
―政治素養をはぐくむ場としてのカフェ・屋台・たばこ―

 ...................................   ................  77

〈調査報告〉

第７回国際成人教育会議と成人識字分野の国際協力
 ...................................   ................  91

斉　藤　泰　雄
 (国立教育政策研究所名誉所員 )

濵　　　良　枝
（広島大学大学院国際協力研究科）

田　村　徳　子
（京都先端科学大学）

朝　倉　隆　道
（広島大学）

太　田　洋　舟
（広島大学大学院）

大庭フランシス光瑠
（広島大学大学院）

佐　藤　仁　美
（広島大学大学院）

日下部　達　哉
（広島大学）

大庭フランシス光瑠
（広島大学大学院）

日下部　達　哉
（広島大学）

三　宅　隆　史
（シャンティ国際ボランティア会／立教大学）

小荒井　理　恵
（教育協力 NGO ネットワーク）

国 際 教 育 協 力 論 集

第26巻 第１号 2023年10月

目　　　　次





－ 1 －

広島大学教育開発国際協力研究センター『国際教育協力論集』第 26 巻 第 1 号（2023） 1 ～ 15 頁

ラテンアメリカにおける
学校全日制化 (full-time school) への取り組み

斉　藤　泰　雄
（国立教育政策研究所名誉所員）

はじめに

　開発途上国の教育の研究者であれば、二

部制学校 (double-shift schooling) というシス

テムはおなじみのものである。複数の異な

る児童生徒のグループが午前と午後に時間

帯をずらして同じ校舎・施設設備を使用す

る。さらに国や地域のよっては三部制の複

数シフトが採用される事例もある。学校施

設・設備が限られた中で、急増する学齢児

童に対処するための措置である。各シフト

の授業時間は、せいぜい 4 ～ 5 時間、実質

半日制である。同じ校長・教師陣が複数の

シフトを掛けもちで教える事例もあるが、

おおくの場合は、異なる教授陣が別々のシ

フトを担当する。そのため教員の仕事も実

質半日の勤務、残り時間は別の仕事や家事

に従事するか、離れた別の学校 ( 時には私

立校で ) で働く。二部制授業は、需要と供

給を調整するための一時しのぎ、臨時的な

措置という名目で導入されたが、それはす

でに数十年にわたって実施されており、む

しろ常態化し、開発途上国において日常的

な学校風景となっているのが現実である

（Bray,2000,2008）。また過疎地など二部制

を必要としない地域でも、授業時間は全国

一律とされるために半日制が採用される。

　近年は、途上国においても就学機会の確

保とともに教育の質的側面への関心が高

まっている。教育の質向上をめざして、教

授法の改善、教科書・教材の普及、教員研

修の充実、図書室・学級文庫の拡充、ICT
の活用、学業成績のモニターと評価などさ

まざまな方策が提起されている。しかしな

がら、複数シフト制という時間的枠組みを

前提とした時、これらの方策ははたしてど

れほどの効果を期待しうるものであろうか。

極論すれば、複数シフト制による「授業時

間数の限界」という基底要因に手がつけら

れないかぎり、こうした方策による教育の

質向上にはおのずと限界があるという疑念

をぬぐいさることができない。それはわが

国における二部制授業の歴史的経験からも

うかがい知ることができる ( 斉藤、2005)。

多くの開発途上国に見られる複数シフト制

を多用して上積みされた就学率には、「見せ

かけの就学率」あるいは「張りぼての就学率」

という側面があることは否定できないであ

ろう。

　筆者が、1990 年代末から 2000 年代初頭

にかけてラテンアメリカ諸国で相次いで

出現してきた「学校日課の延長」、「学校

の全日制化」(Extensión de Jornada Escolar, 
Escuelas de Tiempo Completo、 英 語 で は 
lengthening school day, extending school day, 
full-day school, full-time school) という議論

と政策に関心を引かれる理由がここにある。

以前、こうした政策の先駆者となり、ま

た、十数年をかけた国家的取り組みにより

ほぼ完全に二部制授業の解消を実現した南

米チリの事例について報告をしたことがあ

る ( 斉藤、2009b)。本論では、チリとはや

や異なる構想であるが同じように学校日課

の延長による学校の全日制化の課題に取り

組んできたメキシコに焦点をあてる。以下

ここでは、その学校全日制化の制度設計の
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特色、普及拡大の軌跡、その効果について

の各種の評価研究の動向、そして最後に最

近の COVID-19 の感染症の惨禍がその政策

に与えた影響について検証する。

１．複数シフト制学校運営の常態化と

変化の兆候

　ラテンアメリカは、開発途上地域では、

おそらく最初に二部制学校が導入され、ま

たそれがもっとも広範に採用されてきた地

域である。あるブラジル人研究者は、自国

の様子を次のように語る。「ブラジル社会に

おいては、学校シフト制はごくごく日常的

なことであり、政策論も学術界も一般民衆

もそれにあえて言及することはまれである。

統合的なフルタイムの教育が主張されたと

しても、それが学校シフト制の廃止に結び

つけられることはほとんどない。ブラジル

の国家的教育法制で、その廃止に直接に言

及するものはない」（Parente,2022,p.10）。
そこで紹介されている 2014 年の統計によれ

ば、基礎教育学校のうち単一のシフトで運

営されている学校は 29.7％にとどまり、半

数の 50.2％が二部制で、さらに残り 20.1％

が三部制であった。在籍生徒数でみると、

児童生徒の 9 割以上が複数シフト制の下で

学んでいたことになる。複数シフト制は、

就学率を高めるための「切り札」とされて

おり、ある種の「必要悪」(necessary evil, 
Parente,p.4) とみなされても、それほど深刻

な「教育問題」とまでは意識されてこなかっ

たといえよう。これは程度の差はあれラテ

ンアメリカ諸国に共通する状態であった。

　しかしながら、1990 年代後半になると

こうした状況に変化のきざしが見えはじめ

る。この地域から、国家的教育政策の優先

課題の一つとして、学校日課の延長に取り

組みながら漸進的に学校の全日制化を推進

し、将来的にはそれを複数シフト制の減少・

解消につなげるという構想を提示する国が

いくつか現れたのである。その背景には次

のような要因があった。第一は、人口動態

の変化である。この地域では開発途上地域

としては比較的早く 1990 年代後半ごろか

ら、出生率の低下により人口の増加傾向に

歯止めがかかり、学齢児童数が減少に転じ

たことにより校舎や教室を確保することに

対する圧力はかなり軽減されるようになっ

ていた。こうした中、1990 年以来の EFA 運

動の進展もあり、就学率の向上はかなり順

調に進展し、基礎教育段階でのアクセスの

確保の課題はほぼ完成の域に近づいていた。

第二には、国際的な学力調査への参加とそ

の学業成績水準の顕在化の衝撃である。従

来、この地域では、教育は基本的に各国政

府の責任に属する典型的な内政事項である

と考えられ、国家間や他の地域との間でそ

の優劣を競うという発想や思考は薄かった。

1994-95 年に実施された国際教育到達度評

価学会 (IEA) の第三回数学・理科教育調査

（TIMSS）には、この地域からは唯一コロン

ビアが参加しているが、その学業成績は、

数学、理科ともに参加した 40あまりの国の

中で下から二番目の順位であった。1999 年

の TIMSS-R には輿望をになってチリが参加

したが、その成績は期待を裏切るものであっ

た。2000 年に開始された OECD/PISA の学

習到達度調査には、地域を代表するように

メキシコとブラジルが参加したが、両国の

成績は参加国 31か国のなかで最下位を競い

あうものであることが明白となった ( 斉藤、

2009a)。第三は、社会経済体制の変化、す

なわちグローバルな経済競争への参入とい

う事態であった。この地域は 1980 年代の深

刻な経済危機を契機にして新自由主義経済

体制へと大きく転換を遂げつつあった。世

界的な規模での競争に参入し、これに勝ち

抜くためには、科学・技術の研究開発がま

すます重要になると主張される一方で、技

術革新や雇用市場の変化に柔軟に対応しう

る基礎的な知識・技能・態度を身につけた
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質の高い労働力の育成が不可欠であるとの

認識が高まっていた。労働力人口層に、基

礎学力となる確実かつ機能的な識字能力

と数量的思考能力を身につけさせることが

不可欠であるという議論が説得力をもって

展開されるようになったのである ( 斉藤、

2000)。

　こうした状況の中で、教育の量と質のト

レード・オフという長年のジレンマがあら

ためてクローズ・アップされ、教育の質へ

の関心とそのための制度改革への気運が高

まりつつあった。こうして 1990 年代後半か

ら、ウルグアイ (1996 年 )、チリ (1997 年 )、

ベネズエラ (1999 年 ) などで教育の質向上

という課題に対処する政策の一環として、

学校での授業時間数の増加、学校日課の延

長拡大に取り組む国が出現したのである。

　2001 年 3 月にボリビアのコチャバンバで

開催されたラテンアメリカ地域教育大臣会

議においても授業時間数の増加、学校日課

の延長の課題が初めてとりあげられた。そ

こで採択された一連の政策勧告には、「いく

つかの国では、年間授業日数や学校日課の

拡大が図られてきたが、学習に充てられる

時間は不十分なままである。それは、教員

や生徒の無断欠席によって、また学習に充

てられる時間の効果的活用を妨げる伝統的

教授法によってさらに損なわれている」と

いう認識に基づき、「年間最低 200 日、少な

くとも年間 1,000 時間の学業日課を実現す

るために、年間授業計画の段階的拡大を展

望しつつ学習に従事する時間を増加させる

こと。時間の延長は、その効果的利用を促

進する措置を伴うものでなければならない」

という項目 ( 第 24 項目 ) が含まれていた 

(Los Ministerios,2001)。

２．メキシコにおける学校日課延長へ

の取り組みの開始

　メキシコにおいてはじめて二部制授業が

導入されたのは、第二次世界大戦後の出生

率がピークをむかえた 1958 年であったとい

われる（Cárdenas,2011,p.806）。しかし、一

般的には「まだ 1970 年代には、子どもたち

が午前中に授業を受け、食事のために一旦

帰宅した後、午後にワークショップに参加

するような公立私立の学校があった。当時

の教育省の評価によれば、こうしたタイプ

の学校が良好な学業成果を達成していたこ

とを示す証拠があった」（Gómez,2013,p.3）
という。1970 年代以降、高い出生率による

学齢児童数の急増がある一方、国内外の義

務教育普及・就学率向上キャンペーンによ

り就学志望者が増加し、これを受け入れる

ための校舎や教室の不足が顕在化した。都

市部を中心に臨時的応急措置として午前と

午後の二部制学校が導入される。その後数

十年にわたって学齢児童生徒の増加傾向は

続き、二部制学校は解消されることなく常

態化し恒常的な制度となるにいたる。二部

制実施校についての統計は発表されていな

いが、現在では、都市部を中心に公立初等

学校の 40％ほどで複数シフト制が実施され

ているといわれる。

　二部制採用の初等学校での標準的な学校

日課は次のようなものである。

・午前シフト (horario matutino)　8:00 ～

12:30　学校滞在時間 4.5 時間

・午後シフト (horario vespertino)　14:00

～ 18:30　学校滞在時間 4.5 時間

　同様に普通中学校での二部制の日課は以

下のようである。

・午前シフト　7:30 ～ 13:30　学校滞在

時間６時間

・午後シフト　14:00 ～ 20:10　学校滞在

時間６時間 10 分

　二部制を必要としない単一シフトの学校

では、午前シフトと同じ日課が行われる。

ちなみに、各部への児童生徒の配分は保護

者の希望によるとされているが、教育熱心

で意識の高い家庭の父母は希望する午前の
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部への入学の手続きにいち早く動き、一方

で貧困層など事情に疎い家庭は出おくれて、

結果的に午前の部の定員からあぶれ、午後

の部に回されるようなケースも多いという

（Cardenas,2011,p.809）。両部での学習環境

や学業成績などを比較検討した研究によれ

ば、午後の部の児童は、午前中に遊びや家

事手伝いに従事しているため、すでに疲れ

ており集中力を欠く傾向がみられ、また午後

の気温の上昇により教室の学習環境が悪化

することが指摘されている。両者の学業成

績にも統計上有意な差異が確認でき、また

午後の部では留年や中退も午前の部とくら

べて多いことも報告されている(同、p.821)。

　メキシコでも、1990 年代末からメキシ

コ市やいくつかの州において限定的ながら

学校日課の延長に取り組む試行がみられて

いた。だが、政府レベルの取り組みとして

は、2007 年、当時のフェリペ・カルデロ

ン政権が、教育省のパイロット事業として

「初等学校の学校日課延長の国家プログラ

ム」(Programa Nacional de Horario Extendido 
en Primaria) を発足させたのがその皮切りと

なった。これは、初等学校 500 校を選び、

児童を最長８時間学校に滞在させ、延長さ

れた時間枠を活用して、基礎学力を補強す

るだけでなく、従来の教育課程には見られ

なかったさまざまな補完的な教育活動を提

供して児童の学習の機会を増大させること

をめざすものとされた。また、各学校・地

域の必要に応じて校内で給食サービス ( 朝

食および昼食 ) を提供するとされた。プロ

グラムの優先的対象校は、公立校で社会経

済的に不遇な境遇にある地域にある学校、

学力水準が低く留年・中退の多発校、先住

民や出稼ぎ住民の多い地域の学校とされた。

ただし、現在二部制方式で運用されている

学校はその対象外とされた。

　こうした政策は、1993 年制定の国家総合

教育法（Ley General de Educación）の次の

ような規定を法的根拠とした措置といえよ

う。「教育当局は、個々人の質の高い教育

を受ける権利の完全な実現、教育的平等の

増進、さらに教育サービスへのアクセス・

就学継続の機会の実質的平等の達成を可能

にする諸条件を確立することをめざす措置

をとる。そうした措置は、教育面での遅滞

がより大きい、あるいは、経済的および社

会的に不利な状況に直面している集団や地

域を優先して採用されることになる ( 第 32

条 )。「過疎地域、都市部の疎外された地域、

先住民居住地域に存在することにより、教

育の遅滞あるいは教育からの脱落の可能性

が大きい学校に対して、当該地域の教育問

題に対処するため、より良質の教育的要素

を配置することを通して特別な配慮をする」

( 第 33 条Ⅰ項 )。社会における底辺校の学

校日課を延長し、よりゆき届いた教育を提

供することでそれらの底上げ・救済をはか

る一種のアファーマティブ・アクション (積

極的差別化 ) としての性格が濃厚なプログ

ラムであった。現在二部制を実施している

学校を対象から外しており、チリにおいて

推進されたような、すべての公立学校で学

校日課の延長＝二部制学校の全面的な解消

という構想とは異なる。政策論としては表

裏一体の関係のものとみなされる学校日課

の延長と二部制学校の解消という二つの目

的を切り離して制度設計されているのがメ

キシコの特色であり、また限定でもあった。

プログラムは事業に関心を示した 15 の州か

ら選定された 477 校を対象にスタートした。

対象校が 1,327 校に増加した 2009 年に、「全

日制学校プログラム」（Programa Escuelas 
de Tiempo Completo、PETC）と今日の名称

に改められた。英語での表現は、Full-time 
School あるいは Full-day School である。教

育省の正式の予算費目に組み入れられた。

また実際は初等学校が大多数であったが、

幼稚園、中学校を含む基礎教育の段階全体

へと全日制学校制度の対象が拡大された。

　教育省は初めて関連のガイドブック『全
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日制学校における業務の組織化』(2009）を

刊行し、州教育当局者・校長・教員・指導

主事など本プログラム参加関係者にたいし

て、全日制学校の目的と意義、めざす教育

理念、全日制学校の制度設計、時間配分、

補完的教育諸活動の系列と種類、校長・教

員の勤務時間帯の変更、学校給食の導入の

基準、保護者や地域社会の理解と協力の関

係強化、学校運営方法の改善などについて

詳細に解説している。

　教育省は政策導入の契機とその目的を

次のように述べる。「実際に出生率を抑制

するための事業は良好な成果を生み出して

おり、人口動態の観点から基礎教育段階の

学齢児童数の増加が止まったことを意味

している。このことは、すべての児童生徒

のための教育の質の向上に、とくに、深刻

な疎外状況にある脆弱なグループの教育

により効果的に対応することに国家的努

力を集中させるための好機となっている」

（SEP,2009,p.19）。「教育省は、基礎教育の

児童生徒により多くの良好な学習機会を提

供すること、さらに授業時間のより効果的

活用の必要性を認識している。この目的の

ために、全日制学校プログラムが一つの教

育戦略として構想されてきた。本プログラ

ムは、一方で、教育課程に規定された教育

目的を達成することに従事させながら、も

う一方で、学習の質の改善につながるよう

な多様な活動を開発することを通じて児童

生徒の学習の機会を増大させることを目的

とする」（p.13）。

　さらに本事業には次のような社会政策の

側面があることを指摘していることが注目

される。「全日制学校は、学校日課を拡張す

ることで、家族構造の変化や女性の労働市

場参入をめぐる最近 25 年間に増大してき

た社会的要求に対応する可能性を提供して

いる。今日、大多数の父母は、フルタイム

の雇用を志向しており、それは子どもの世

話をしながら家庭に滞在する時間を減少さ

せてきている」（p.14）。学校日課の延長は、

学校が子どもをより長時間校内に留め、い

わば一種の学童保育の役割を果たし、この

間母親たちを子どもの世話から解放し、外

に働きに出ることを可能にするという意味

である。

３．全日制学校の制度設計

　全日制学校の制度設計はユニークなもの

である。全日制学校は、6 時間型と 8 時間

型の二つの異なる形態のものに分けられた。

その相違は、学校で昼食の給食サービスを

提供するか否かによるものであった。給食

サービスは、当該地域の貧困度を示す諸指

数や児童の栄養・健康状態の調査に基づい

てその必要があるかどうかが判定された。

a) 学校での給食サービス提供 8時間型

日課　8:00 ～ 16:00　学校滞在時間

8時間

b) 学校での給食サービスなし６時間型

日課　8:00 ～ 14:30　学校滞在時間

6.5 時間

　通常の半日制の日課（4.5 時間）とくら

べると、前者では学校滞在時間が 3.5 時間、

後者では２時間の延長拡大となる。一週間

での授業時間数は、いずれの型でも 22.5 時

間から 30 時間へと増加し、年間 200 日の開

講で総授業時間は 900 時間から 1,200 時間

に増加する。ちなみに、ラテンアメリカ社

会では昼食が一日の正餐であり、通常午後

2 時前後から 1 ～ 1.5 時間ぐらい時間をか

ける。給食なし型の場合、14:30 の放課後

に自宅にもどるが、この時間でもまだ昼前

という感覚であり、おそらくこの時までは

空腹感で集中力を欠くこともない。

　延長された学校日課の編成にも独特な工

夫がなされている。午前中は、国家カリキュ

ラムに準拠し、通常の学校と同じ諸教科が

同じ時間割で提供されるので、全日制学校

での教育の特色は、午後の延長された時間

帯で行われる各種の「補完的教育活動」に

おいて発揮される。教育省は、以下の六つ
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の系列の補充的教育活動を規定して、各学

校が地域の特色やニーズに合わせてこれら

を適宜組み合わせて午後の日課を自主的に

編成することを求める。すなわち、①教育

課程の内容に関する学習の強化、②情報通

信技術の教育的活用、③第二言語（英語）

の学習、④芸術と文化、⑤健康な生活、⑥

リクリエーションと身体の育成。①の各教

科の教育内容の補習はともかく、②以下の

系列は、普通の学校、とりわけ疎外された

環境に置かれた地域の底辺校ではほとんど

提供されることのなかった要素である。

　補完的教育活動は、全国共通の国家カリ

キュラムで規定された諸教科とは別枠のも

のであり、活動の名称や種類からも推察さ

れるように、むしろ一種の課外活動（extra-
curricular activities) であると位置づけられて

いる。このため、各教科のように 50 ～ 60

分単位の授業で提供されるのではなく、原

則として各系列の活動とも 30 分単位のワー

クショップ型のセッションを柔軟に組み合

わせて編成される。

　教育省によれば、「これらによって、児童

のなかに、知識・習慣・技巧・価値観・態

度を統合することがめざされる。そうした

ことは、楽しく、民主的な、共生と相互交

流にあふれた環境のなかでこうした諸資質

を育むような諸活動によって可能となる」

(36 頁）とされる。学力の補充のみならず、

児童の学習の機会そのものを拡大させるこ

とにより、児童生徒のホリスティックな統

合された人格形成をめざす革新的教育像が

追求されているといえる。全日制学校の教

育編成は、もし学校の日課が延長できるの

ならこのような教育をしてみたいと教育省

が構想してきた姿を披歴したかの感がある。

後に全日制学校の給食プログラムに関する

報告書を発表したユニセフは、メキシコの

全日制学校を、「平等をともなった質の高い

教育を推進するための新しい学校」と形容

している（SEP/UNICEF,2019,p.1）。

　学校日課の延長は、そこに勤務する校長・

教員の勤務形態にも変化をもたらし、そ

れぞれ勤務時間が増大される。給食サービ

スの準備は契約業者や協力する父母たちに

よってなされるが、教員は食堂で児童と一

緒に食事をとり、この間の食材や栄養につ

いて解説したり、食事マナーなどを指導す

るとされた。音楽・芸術・スポーツ・英語・

コンピュータ技術など教員の対応が困難な

場合は、地域の適切なサポート人材に委嘱

される。また日課時間の延長のみならず、

補完的教育活動の主体的な編成など複雑さ

を増した学校運営に対処するために、校長

や教員たちには、授業担当時間とは別に、

毎週 3 ～ 5 時間、教育活動の計画や評価の

ために個人的あるいは集団で活動するため

の時間が勤務時間枠に追加された。勤務時

間の延長にともない全日制学校の校長・教

員の給与はほぼ 33％増加されたという。

　プログラム参加校には、学校の施設設備

( メディア室、屋根つき中庭、実験室とそ

の装備、コンピュータ、学校・学級図書館、

調理場、食堂、トイレ )の増改築費用、校長・

教員・補助スタッフの追加人件費、特別研

修費、教材費、給食サービス関係の経費が

配分される。これはメキシコの教育財政事

情からすれば、かなり大きな予算費目であ

ると言えよう。

４．全日制学校の法制化と全国展開

　2012 年 12 月、12 年ぶりに政権に復帰し

た PRI 党のペニャ・ニエト政権が誕生し

た。政権は発足直後から大規模な教育改革

の断行を宣言し、憲法の教育条項の改正、

国家総合教育法の改正に着手した（米村、

2013）。本論との関連で注目すべきことは、

ペニャ・ニエト政権は、カルデロン前政権

の導入した全日制学校プログラムを存続さ

せただけでなく、それを格段に拡充する政

策を採用したことである。その制度的基盤



表１　全日制学校参加校の類型

学校のタイプ 学校数 比率 (％） 在籍生徒数

農村学校 14,752 54.4 1,146,110

都市学校 7,972 29.5 2,110,202

先住民学校 4,339 16.0 35,970

合計 27,063 3,608,282

＜出典＞ SEP(2020). Seminario Web 資料から作成
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を強化するために、2013 年 2 月に改正され

たメキシコ憲法第 3 条 ( 教育条項）の「暫

定的条文第 5 条 第 3 分割、B 項」に次のよ

うな規定が追記された。

　「児童生徒の学業、スポーツ、文化的

方面の発達のために使用できる時間をよ

り有効に活用するために、日中 6 ～ 8 時

間の日課を提供する全日制学校（escuelas 
de tiempo completo con jornadas de entre 6 y 
8 horas diarias）を漸進的なかたちで、十

分な予算の裏付けをともなって設立する。

貧困・疎外・栄養状態等の指数基準にし

たがって、それが必要とされると判断さ

れる学校においては、地域の零細企業に

より生徒に栄養豊富な給食を提供するた

めの効率的な枠組みが導入されるものと

する」

　すこし後に改正された国家総合教育法に

も同様の条文が追加された。こうした法制

化の手続きにより、全日制学校制度は公式

に認知され、メキシコ全土 32 州を対象とし

た国家的事業へと格上げされ、今後も漸進

的に拡大することが約束されたのである。

　2011 年に国家教育課程が改訂され、また

数年来の全日制学校運用の経験の蓄積もあ

り、これを機に 2013 年に新ガイドブックが

発表され全日制学校制度が一部手直しされ

た（SEP,2013）。主な改正点は、補完的教

育活動に含まれていた第二言語（英語）の

学習が、正規の教育課程に組み込まれたこ

とにより補完活動から外されたこと、また、

学校教育のデジタル化に対応すべく設けら

れた「情報通信技術の教育的活用」は、す

でにかなり浸透していることを理由に特別

の時間枠としては設けないこととされた。

補完的教育活動は、次の名称の 5 つ系列に

再編され、各週あたりの最低限の時間配分

が定められた。①「読み方と書き方」週4セッ

ション、②「算数的挑戦 ( 数で遊ぶ )」週 4

セッション、③「芸術と文化の表現」週 2セッ

ション、④「共生を学ぶ」週 1 セッション、

⑤「健康に生きる」週 1セッション。

　2007 年に 477 校で開始された全日制学

校プログラム対象校は、漸進的に拡大さ

れ 2012 年には 6,456 校になっていたが、

2013 年の法制化、事業の全国的展開を契

機に 15,375 校へと急増し、翌年にはさら

に 23,000 校台へと増加する。その後数年

は 25,000 校台で推移したが、2019 年には

27,063 校を記録し、全体で 360 万人の児童

生徒が在籍するまでになった。教育省は、

自らが定めた全日制学校の優先的選定基準

にしたがうなら、その規準に該当する潜在

的対象校は、全国で約 62,000 校あるとされ

ていたので、その目標の 43％に到達したこ

とになる。なお、現在メキシコの基礎教育

段階の教育機関の総数は、ほぼ 226,000 校

であるので、全日制実施校はその 12％ほど

に相当する。

　教育段階別では、初等学校が 75.1％を占

めており、中学校が 12.7％、就学前教育

11.5％そして特別支援学校 0.7％となって

いる。学校のタイプの類型で見ると表１の

ようである。
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　「給食なし６時間型校」と「給食あり８時

間型校」の構成区分は発表されていないが、

2010 年ごろまでの初期には、対象校の 85％

ほどで給食が提供されていたという。その

後、全日制学校の数が急速に拡大されるに

つれて運営コストが比較的低い６時間型の

比率が増加する傾向がある。最近では全体

の約半数にあたる 17,400 校で暖かい食事

のサービスが提供されているという。教育

省の予算のなかで本プログラム関係費用は

３％ほどを占めていた。

５．全日制学校プログラムの効果の評価

　全日制学校プログラムが十数年にわたっ

て継続し、またそれにかなりの公的資金の

投入が必要とされことから、この間にその

成果やコスト効率性を評価・検証しようと

する試みが各種の機関や研究者グルーブに

よって行われてきた。これらの評価事業は、

その手法や目的に違いがみられるが、その

多くはメキシコで定期的に実施されている

全国的な学力調査のデータを使用して対象

校の児童の学業成績の変化を分析し、また

留年・中退への抑止効果を検証するもので

ある。さらには学校日課延長がおよぼした

外部効果として父母とりわけ母親の労働市

場進出の促進効果、青少年犯罪の抑止効果

にまで視野に入れるのもある。国際機関が

実施したものとしては、世界銀行による調

査報告 (2018 年 )、ユニセフによる給食プ

ログラム評価 (2000 年 ) が知られている。

（1）世界銀行専門家による評価

　2018 年、世界銀行スタッフによる『全日

制学校プログラムがメキシコの基礎教育の

生徒におよぼした影響』( スペイン語版）

が発表される。国際機関による外部評価と

してメキシコでも注目されたものである。

それによれば、生徒の学業成績への影響に

関して、「全日制学校プログラムへの参加は、

全国的学力試験において算数とスペイン語

の成績が最も低いレベルの児童の比率を縮

小し、さらに、成績レベルが最も良い児童

の比率の増加という点で、初等学校の児童

に平均的に見てポジティブな効果をもたら

している。この成果は、深刻な進級の遅れ

( 留年等により標準年齢よりも 3 歳以上年

長 ) の問題にもあてはまる。全日制参加校

ではそれが減少している」（Silveyra et.al., 
2018 p.10）と一定の効果を認めている。た

だし、「もし日課延長の利益が、学業成績

の向上という一点のみで測られるならば、

こうしたプログラムは実施するのにかなり

多大な費用がかかるのでコスト効率が良い

（costo-efectivos）とはみなされない」と指摘

する。一方で、「公共政策の観点からは、プ

ログラムは、メキシコにおける所得の不平

等という問題に対処するのに貢献しうる大

きな可能性を秘めたプログラムであるよう

に思われる」と期待感を表明する (p.13)。

　最終的な総合的評価と将来的展望として、

「プログラムの構成要素のなかでも生徒とそ

の家族に肯定的なインパクトを生み出す可

能性がより大きな要素を強化することに集

中されねばならない。同時に、より大きな

遅滞を抱えかかえる児童を識別することに

より多くの努力を集中させ、焦点をしぼっ

た教育的介入策を策定しながらプログラム

を戦略的な形態で拡張することが重要であ

ろう」（p.13) と一部の見直しと戦略的な拡

張を勧告した。

（2）政府の公共事業評価機関による評価

　2020 年、独立した政府機関「社会開発政

策評価機構」（CONAVAL）による調査『全

日制学校プログラムのインパクト　2018

年』が実施された。公共事業に対する行政

監査のような性格のものであるがその要点

は次のようなものであった。「2007 年から

2017 年の間、プログラム参加の初等学校で

は留年率と教育の遅滞 ( 三年以上超過年齢

児童の比率 ) のそれぞれ百分率数値で 0.17

と 0.50 という統計的に有意な減少がみられ
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た」（CONAVAL,2020,p.59）。「学業成績に

関しては、定期学力試験の結果によれば、

全日制学校の児童は、算数の成績で最低の

レベルⅠに相当する児童の比率において平

均 3.1 ポイント減少している。同じ教科で

最高レベルⅣに属する生徒の比率は 1.6 ポ

イント増加している」(p.60)。「本プログ

ラムの学童保育のサービスとしての貢献で

ある。全日制学校はそうしたサービスの提

供を目的には掲げていないが、この方式に

よって父母の労働条件の改善がもたらされ、

家計収入の増加に影響することはありうる。

女性たちの時間の活用に肯定的な効果をも

たらす可能性は特に興味ぶかい」（p.61）。「提

示された証拠は、こうした介入策に追加公

的資金を投入することの収益性は高いとい

う徴候を示している。プログラムの対象と

提供されるサービスの拡大に相当の予算的

措置が想定されるとしても、プログラム運

営のための人的および財政的資源の確保を

最低限保証する一連の優先的行動がとられ

ねばならない（p.62）」と結論づけている。

ここでもコスト高ではあるが効果はあると

してその継続を求める評価があった。

（3）個別的な分析

　全日制学校の効果の主題で英国サセック

ス大学で博士学位を取得したメキシコの研

究者カブレラは、詳細な統計的分析を行っ

た後、次のような結論を提示した。「制度導

入前に本プログラム対象校と非対象校で児

童のテスト成績に特段の相違がなかったこ

とを確認した後で、スペイン語と算数の成

績に対するプログラムの成果は、貧しい学

校において有意かつポジティブな効果を示

している。正確なインパクトは、両教科と

も制度参入後2年間で標準偏差0.05の向上、

4 年後には 0.11 の向上となった。こうした

効果はいくつかの方式で検証しても強固な

ものである。結果はまた、平均的に見て、

同じプログラム対象校でも社会的疎外状況

がより深刻な学校ほど成果が大きいことを

示している・・・・社会的疎外度が深刻な

学校が、もっとも高い成果を獲得している

事実は、比較的恵まれている学校と不遇な

学校との間の格差が縮小することを意味し

ている」(Cabrera-Hernandez,2015,p.30)。
　本テーマに関する諸文献をレビューした

ある研究者は次のように概括している。「国

家的レベルでの全日制学校プログラムのイ

ンパクトについての諸研究は、すべての教

科に関する情報が用意されたわけではない

が、プログラム参加の初等学校において達

成された学習において「控えめながらポジ

ティブな効果」(modestos efectos positivos)
を提示してきた。・・・社会的公正の観点か

ら特に注目されるのは、効果は、より大き

な疎外と脆弱性をかかえる住民の子弟を引

き受けている学校においてより高く、国家

的学力評価によって明白に提示された学力

格差の溝を縮小するのに貢献するものとな

る」（Cuéllar,2022,p.363）。
　全日制学校制度が、父母、とりわけ母親

（あるいは祖母の）雇用市場進出効果に焦点

を絞ったある調査は次のように報告してい

る。「延長された学校日課は母親の労働力供

給を増加させている。母親の労働市場参加

を 5.5％増加させ、週当たりの労働時間数

を 1.8 時間増加させている。この労働力供

給の増加には母親人口全体としての平均所

得を 22％増加させたことを伴っている。貧

困の度合いがより深刻な地域での伸び率が

より高いことは、富裕層と貧困層との間の

格差を縮小するように思われる」（Padílla y 
Cabrera,2018,p.6）。
　これらの報告から全日制学校の評価とし

てほぼ次のような効果が確認されていると

みなすことができようか。全日制学校化に

よる児童の学業成績の向上は、一部で期待

されたような「めざましい」ものではないが、

ある程度の効果は実証されており、特に深

刻な学力底辺校ほど成績の底上げの効果が

高いとみなされている。主要教科の学業成
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績の分析にのみ特化した評価は、統合され

たホリスティックな教育をめざす全日制学

校の評価として偏りがあるという反論もみ

られた。父母や一般社会からは、学校日課

の延長が学童保育の役割をはたし、子ども

の世話から解放された母親（とくにシング

ル・マザー）の雇用市場への進出をうなが

した外部効果が予想以上の幅広い関心をあ

つめた。また、ユニセフによるプログラム

の給食サービスに関する効果の検証は、栄

養状況の改善、食習慣の形成 ( 暴飲や肥満

防止)などの点を高く評価している（Unicef、
2020）。特に、その報告書の冒頭に記された

「調査対象の子どもの 65.8％は、自分がそ

の日最初にとった食事は、全日制学校の給

食サービスによって提供されたものである

と回答した」という記述はマスコミの注目

を集めた。

６．コロナ禍による学校閉鎖と全日制

学校プログラムの廃止宣言

　2018 年 12 月に、保守の PRI 政権に代わっ

て革新左派系のロペス・オブラドール政権

が誕生する。全日制学校プログラムは新政

権に引き継がれた。2019 年度には対象校の

数も増えていた。しかしながらその矢先、

世界的なパンデミック Covid-19 のまん延に

この国も巻き込まれることになり状況は一

変する。メキシコでも 2020 年１月初頭から

新型コロナウイルス感染者の報告が相次ぐ。

2020-2022 年にかけ数次にわたる感染拡大

により感染者は合計 708 万人に達し、罹患

死者は日本の 7 倍をこえる 33 万人におよぶ

惨禍にみまわれる。

　2020 年 3 月 23 日、教育省はすべての教

育機関を対象に２週間の一斉休校を指示す

る。その後も学校閉鎖は継続され、4 月 20

日、教育省は緊急に「家で学ぼう」(Aprende 
en Casa) プログラムを発表して、テレビ・

インターネット・ラジオによる遠隔教育で

の授業の実施に切り替えることを発表した。

感染者の増減により、州や地域単位で学校

閉鎖の部分的緩和措置も導入されるが、実

質的に 2020-2021 年度のほぼ 2 年間にわた

り遠隔教育による授業実施の体制を強いら

れた (Cárdenas, et. al.,2022)。対面授業の停

止、学校そのものの閉鎖により、全日制学

校プログラムも活動停止状態となる。2020

年の関連予算も前年度のほぼ半額に縮小さ

れていたが、その予算もほとんど執行され

ることはなかったという。さすがに延長さ

れた学校日課を遠隔教育によって実施する

ことは不可能であり、給食サービスも停止

された。

　コロナ感染がようやく下火となり、対面

授業の再開の見通しが立ち始めていた 2022

年初頭、教育省はコロナ禍で大きく停滞・

混乱した教育の立て直しのための政策を発

表するものとみなされていた。そうした中、

2022年 2月 28日、教育省は官報を通して「全

日制学校プログラム」を廃止するという決

定を告示した。急進左派系であり、全日制

学校プログラムの理念との親和性も高いと

みなされていたロペス・オブラドール政権

による突然の政策転換であり、その発表は

驚きをもってむかえられた。翌日記者会見

の臨んだ Delfi na Gomez 教育相は、その理由

として、全日制学校プログラムの優先順位

は低く、その予算は、パンデミック後をに

らんで政府が新たに発足させる教育プログ

ラムに回されるとした。資金配分に一部不

正が見られたという指摘以外には全日制学

校の理念そのものへの批判はなく、転換の

理由は教育財政逼迫による最優先課題への

再配分であることが強調された。新プログ

ラム「その学校は我々のもの」“La Escuela 
es Nuestra”とは、コロナ禍の長期にわたる

学校閉鎖の間に劣化し、あるいはしばしば

略奪や器物損壊の対象となった学校インフ

ラの改修整備を柱とするものであった。あ

る報道によれば、学校閉鎖の 13 か月の間に、
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7,000 校以上の公立学校が備品や金品の盗

難、トイレ便器の持ち去り、器物破損の被

害にあったとされる。

　この決定に対しては、議会野党の保守派

のみならず、マスコミや教育界から批判や

抗議の声明が巻き起こり議論が沸騰した。

長期におよんだ遠隔授業によりメキシコ全

体の学力低下問題が懸念されているなか、

批判は、教育の質の問題云々というよりも、

全日制学校の廃止により再びライフスタイ

ルの変更を余儀なくされる子どもや若者、

父母の混乱に焦点を当てるものが目につく。

新聞には、次のような嘆きの声を紹介する

記事が紹介される。

　「彼女ディアの息子は、ナウカルパン小

学校に朝８時から午後４時まで通ってい

た。それは彼女が日中のほとんどを家政

婦や靴販売として働くことを可能にして

きた。しかしながら、今や彼女は 12 時半

に息子を迎えにいかねばならず、月の収

入は 2000 ペソ（96 米ドル）減った。『こ

こらは貧しい者が住む地域です。私らが

この学校に子どもを通わせるのは、まさ

に学校が学期の間、無料で朝食と昼食を

子どもに提供してくれたからである。以

前は一日に３軒の家を清掃に回ることが

できたが、今は息子を迎えに学校に駆け

つけるまでになんとか一軒をこなすのが

せいぜいです』」

　「以前は、子どもを学校にあずけて、心

おきなく仕事ができた。感染症が襲来し

て、労働時間を減らさねばならず収入も

減った。学校が再開するとともに通常の

仕事に戻れるという期待をもっていた。

だが今や全日制学校がなくなるという、

私はどうしたらいいかわからない。」

　「文字どおり、われわれは 12 歳の少女

を日中 12 時半で街頭に放り出し、彼女ら

はそこで時を過ごすことになる。パンデ

ミックの前に学校が開かれていた時には、

学校で午後 4 時あるいは 6 時まで滞在す

ることができそこで食事もできたのに」

　批判の声にこたえて、教育省は貧困家庭

に対しては、政府から直接的に奨学金を支

給するので、各学校においてそれらの資金

を持ち寄って全日制を継続することは可能

であるとした。しかしその額は全日制プロ

グラムにはとうてい及ばないといわれてい

る。

　全日制学校をめぐる論争は司法の場で

も議論されている。政府の全日制学校の

廃止に対して、教育分野で活動する NGO
のひとつである「メキシコ人ファースト」

（Mexicanos Primero）は、その措置は、子ど

もと若者の教育と食事に対する権利を侵害

するものであるとして裁判所に救済を申し

立てていた。2022 年 9 月 12 日、メキシコ

市の連邦地区裁判所の女性判事は、その訴

えを認め、教育当局に対して廃止された全

日制学校プログラムを実質的に再開するこ

とを命じる判決を下す。その理由として「政

府の推進する新しいプログラムは、全日制

学校の目的の一部を代替してはいるが、全

日制制度の下で提供されていた便益全体を

充足する機能を果たしておらず、子どもの

教育への権利を侵害している」と認めた。

連邦政府、議会下院、教育省と教育当局に

対して、予算措置と運用を見直し、全日制

制度と同じ程度の便益を提供するために適

切な措置を講じることを命じたのである

（Mexicanos Primero,2022）。
　下級審での司法判断であり、直ちに政府

の措置に影響するものではないにせよ、全

日制学校制度の意義と機能が児童生徒の教

育権の擁護を論拠として、司法当局によっ

て追認されたことは注目されるものである。

メキシコシティーやいくつかの州政府は、

独自の予算で全日制学校プログラムを継続

すると発表をしている。
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むすび

　アルゼンチン、ブラジル、コロンビア、

エルサルバドルなどにおいても学校日課の

延長の試みが報告されている。現実的には

開発途上国が、学校全日制化を実現するこ

とはきわめて困難な事業となるであろう。

それは、ヒト・モノ・カネの巨大な投資が

必要とされる事業である。メキシコにおけ

る全日制学校プログラムの構想とその取り

組みの軌跡について見てきた。それは、社

会経済的に疎外され脆弱性の高い地域に存

在する学力底辺校を主たる対象とした教育

における格差是正策という脈絡のなかで構

想されたものであった。現在二部制を実施

している学校はその対象からはずされてい

る。その意味では、学校日課の延長拡大と

二部制学校の全面的解消を表裏一体のもの

として追求したチリの事例とはやや異なる

ものであった。しかしながら、このプログ

ラムの対象が拡大し全日制学校という姿が

メキシコ社会にひとつの学校像として定着

するとするなら、それは逆に、今日なかば

常態化している二部制による学校運営に対

する不満や不公平感を引き出すものとなら

ざるをえないのではないか。長期的な展望

において、それは二部制学校の解消という

政策につながらざるをえないものであろう。

学校日課の延長の試みは、十数年の実施実

績を経て、コスト効率性に問題があるとの

指摘はあるが、児童生徒の学業成績の改善、

学習機会の拡大による統合的な人格形成の

推進、栄養状態や食習慣の改善、さらには、

学童保育的機能の拡大による父母の雇用促

進効果などおいて一定の肯定的評価を獲得

してきたといえよう。

　しかしながら、パンデミックの襲来とい

う激震は、その前進を阻む大きな壁となっ

て立ちはだかっている。コロナ禍での教育

荒廃からの復興を優先するとしてメキシコ

政府はこのプログラムの廃止を決定した。

当面はやむを得ない措置といえようが、一

度は全日制学校の恩恵に浴し、その下での

ライフスタイルを体験した人々からその復

活を求める声が無くなることはないであろ

う。もし財政事情が好転したならば、現ロ

ペス・オブラドール政権において、あるい

は次期政権の手によって、全日制学校プロ

グラムが再び登場することもありうるので

はないかという期待を持ちながら推移に注

目してゆきたい。
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Challenges to “The Full-Time School” in Latin America and 
the diffi culties they face

Yasuo SAITO
researcher emeritus, NIER

The aim of the paper is to discuss the policies on expanding the school 
day and assess the educational and social effects of the full-time school program 
referring a Latin American case. In this area, in a similar way as other developing 
countries, double-shift schooling has been widely adopted. It is a measure to 
increase the supply of school places while avoiding serious strain on the budget. 
Schools cater for two entirely separate groups of pupils during a school day. Each 
group uses same buildings, equipment, and other facilities. However, multiple-
shift schooling may also create problems. The school day is often shortened and 
compressed. The time for classroom teaching and some extra-curricular activities 
is sometimes reduced. Students and teachers always seem to be in hurry.

Some Latin American countries are embracing policies for extending the 
school day. Chile was the forerunner in this policy and nearly completed the 
transition from partial school days to full-time school system. In Mexico, the Full-
time Schools Program (Programa Escuelas de Tiempo Completo, PETC) was 
created in 2007, with the aim of improving the learning opportunities of basic 
education students by extending the school day from 4.5 to 6 or 8 hours a day 
including the service of alimentation. It aimed to offer an innovative and fl exible 
pedagogical proposal that strengthens the curricular learning and develops the 
competences required for a holistic education. The target of the program was 
focused on the schools serving socially vulnerable students in marginal-urban 
contexts, or from the localities of indigenous area with low academic achievement.

In 2012, the Mexican Congress passed a bill that raised the program to 
a national status. An increasing number of full-time schools was established. 
The federal budget assigned to the Program has enabled the reconditioning and 
equipment of schools with; media room, roofed patio, laboratories, computers, 
classroom and school libraries, kitchen, dining hall and toilets. The budget also 
covers the training and monetary aids for principals, teachers, and support staff 
members, didactic material; meal’s services and supplies. It was a rather expensive 
program.

According to various evaluation studies on the effect of the full-time schools, 
full-time school has demonstrated a modest positive effect in the improvement 
of academic performance of the student and contributed to reduce the retention. 
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It is also reported that the longer school days policies have the potential not only 
to improve children’s welfare and school outcomes, but also to increase mothers’ 
labor force participation and the available income at home.

Under the influence of the pandemic COVID-19, during about two years, 
educational institutions were closed down and instructional activities in the 
basic education have been implemented through a distance education based on 
educational television. The full-times school program also suspended the function. 
In February 2022, Minister of Education announced formally the abolition of 
the full-time school program for the reason that the priority of this policy is not 
so high, it would convert the funds into a new program that put emphasis on the 
recovery of school infrastructures of all public school. A fierce controversy has 
raged over the continuation of the full-time schools.
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サブサハラ・アフリカ地域における学習指導法の
学力への影響に関する研究のナラティブレビュー

濵　　　良　枝
（広島大学大学院国際協力研究科）

１．はじめに

　本稿の目的は、サブサハラ・アフリカ地

域 ( 以降、アフリカ地域 ) における学習指

導法の学力への影響に関する実証的研究を

分析し、その動向と課題を明らかにするこ

とである。

　アフリカ地域は、「万人のための教育

(Education for All)」という目標を掲げて

以来、急速な就学率向上を成し遂げたもの

の、学校に通った後でも児童が最低限の学

力の習得ができていないという‘学びの危

機’に直面している (UNICEF 2020)。2017

年に実施された調査では、初等学校を修了

した児童の 80% 以上が基礎的な学力を身

につけていないと報告されている (UNESCO 

2017)。また、開発途上国（以降、途上国）

を対象とした生徒の学習到達度調査 (PISA 

for Development) では、アフリカ地域の成

績は最も低く、そのうち最下位の成績を示

したアフリカ地域の国では 95% 以上の生徒

がリーディングと数学において最低限の習

熟レベルに達していないという深刻な状況

が明らかになった (OECD 2018)。

　このような状況の改善を目指すアフリカ

地域の国々は、国際社会と連携をとりな

がら、教育の質の向上に関する政策を実施

してきた。その中で、児童の学力向上のた

めに最も効果的な教育的介入が何であるか

を調査する研究が進められており、アフリ

カ地域における学力向上を目指した様々

な介入についての信頼性の高い研究が行わ

れてきた (Masino & Nino-zarazua 2015; 

Graham & Kelly 2018; Guthrie 2021)。結

果として、最も学力向上に寄与した介入は、

教師の学習指導法の改善であることが示唆

されている (Conn 2014)。他にも、アフリ

カ地域で教師の授業で指導の質が児童の学

業成績に影響を及ぼしていると報告されて

いる (Akyeampong et al. 2013; Hamilton 

& Hattie 2022)。

　しかし、アフリカ地域で実施された実証

研究に着目して、具体的にどのような学習

指導法の改善が学力への影響を及ぼしたか

を分析した研究は、著者の知る限りまだな

されていない。そこで、本研究では、これ

までアフリカ地域で実施された学力への影

響を検証した学習指導法の実証研究につい

て、今日的な研究動向の把握と課題の整理

を行い、今後の研究に資するためにナラティ

ブレビューを行った。

２．先行研究

　2000 年以降から、アフリカ地域の教育

分野において、教育的介入と学力の因果関

係を科学的に検証することを目的とした研

究が徐々に実施されるようになった。この

傾向は、1990 年代から起った医療における

エビデンスベースの治療の考え方に影響を

受け、教育分野でもエビデンスベースのア

プローチが重要視されるようになった結果

である ( 大槻ら 2011)。さらに、経済協力

機構 (OECD) は「教育におけるエビデンス」

の重要性を強調し、研究で得られたエビデ

ンスを教育政策に活用することを推進して
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いる (OECD 2007)。このため、先進国では

エビデンスを示す研究やエビデンスを集め

たレビュー研究が増加傾向にある ( 佐々木 

2020)。ここでの「エビデンス」とは、科

学的根拠に基づく有効性を指し、その有効

性は介入と結果の間の因果関係の強さに

応じて評価される ( 惣脇 2019)。特に注

目される研究手法は、ランダム化比較実

験 (Randomized Controlled Trial, 以 降、

RCT) で、この方法は因果関係の根拠を示す

上で非常に有力な手段とされている ( 佐々

木 2020)。さらに、RCT の結果を複数集め

て包括的に分析する手法として「メタ分

析」が 1976 年に教育心理学者の Glass (G. 

V. Glass 1940-) によって提唱された ( 大

槻 ら 2011)。それ以来、メタ分析はエビデ

ンスの最高水準とされ、教育分野の学習指

導法の効果を調査するためにも広く活用さ

れている ( 例えば、Marcucci 1980; Dochy 

et al. 2003; Roseth et al. 2008 など )。

　一方で、教育の現場においては、RCT や

メタ分析の結果だけがエビデンスとは限ら

ず、複雑な文脈を考慮する必要があるとの

指摘がある。教育環境は文脈によって異な

るため、一国や一地域での RCT の研究結果

が他の場所で同じように有効であるかどう

かは疑問視されている (惣脇 2019)。

　このような背景のもと米国や英国をはじ

めとした欧米諸国では、RCT やメタ分析の

結果がエビデンスとして量産されてきた。

その既存研究をもとに、Hattie（2009) は、

800 以上のメタ分析と 5 万本以上の研究を

統合し、学力に最も大きな影響を与える要

因を特定した。その結果、教師が教室で行

う指導が学習者に最も大きな影響を与える

ことが示された。さらに、Hattie（2009)

は、教師が授業で活用した学習指導法で学

力向上に高い効果があったのは、「相互教授

法」、「メタ認知的方略」、「問題解決的指導」、

「協同的な学習と個別的な学習」、「直接教授

法」、「完全習得学習」、「概念地図法（コン

セプトマッピング）」、「目標設定」、「ピア

チュータリング」、「協同的な学習と競争的

な学習」、「行動目標と先行オーガナイザー」、

「協同的な学習」であったことを明らかにし

た (Hattie 2009)。この研究は、教育にお

けるエビデンスの全体像を明らかにすると

いう意味で有益であった ( 惣脇 2019)。ま

た、Hattie（2009) の研究は、既存のメタ

分析の研究で示された効果量をもとに、学

力に与える効果についての連続尺度を提案

したことに重要な意味があった。具体的に

は、教育的介入の効果量が望ましい効果の

範囲に達しているとき(効果量が0.4以上)

に、高い効果があることを説明した (Hattie 

2009)。しかしながら、Hattie（2009) の

研究は、主に先進国を対象としており、途

上国での研究は含まれていない。その後、

Hamilton と Hattie（2022) は、 研 究 対 象

を途上国に広げて、途上国における学力に

影響を与える要因の効果について 900 以上

のシステマティックレビュー論文を分析し

たが、その研究で、具体的な学習指導法

の効果分析は行われていない (Hamilton & 

Hattie 2022)。

　途上国での教育介入に関する研究の中

で、Snilstveit ら (2015) は、アフリカ地

域を含む 52 カ国の途上国における教育的

介入のメタ分析を行い、構造化された指導

法 (structured pedagogy) が児童の学力の

向上に最も効果があることを明らかにした

(Snilstveit et al. 2015)。構造化された

指導法は、教科内容や指導方法を包括的に

改善する取り組みを指し、カリキュラム改

訂、教科書や指導書の改善、教師研修等を

統合した介入が含まれている (Snilstveit 

et al. 2015)。この研究で、包括的なアプ

ローチを含んだ学習指導法の改善が児童

の学力向上に最も効果があることを示し

た。しかし、Snilstveit らは、研究の限界

として、その他の学習指導法の効果の比較

分析にまで至らなかったことを述べている
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(Snilstveit et al. 2015)。その理由は、

Snilstveit ら (2015) が分析対象とした文

献を、RCT を研究方法として用いたものに

限定したことが挙げられる。そのため、分

析対象はプロジェクトアプローチによる指

導法の１件のみであり、RCT 以外の研究方

法を用いたその他の学習指導法についての

分析は含まれていない。

　また、Conn（2014) は、アフリカ地域に

焦点を当て、教育的介入と学力向上に関す

る文献のメタ分析を行った。Conn の研究に

よれば、児童の学力への影響において、保

健プロジェクトの介入は負の効果を示し、

学校運営の向上・教師へのインセンティブ・

教材教具配布 ( 配布のみ )・コミュニティ

の介入・学校給食はいずれも学力との因果

関係は低く、キャッシュトランスファー

( 児童の学費を学校に直接支払う制度 ) は

中程度の効果で、教師の指導法改善が最も

高い効果があった (Conn 2014)。具体的に

は、「探究的指導」、「バイリンガル指導法」、

「協同的学習」、「段階的指導」、「テクノロ

ジーを活用した学習」が含まれていた (Conn 

2014)。しかし、Conn（2014) の研究も同様

に RCT を用いた研究に焦点を当てており、

その内容は、新しい指導法の介入だけでは

なく、カリキュラム・教科書・指導書の改

訂や教師訓練まで含めた包括的なプロジェ

クト型の介入も含まれていた。そのため、

Conn（2014) の研究は、厳密には学習指導

法の効果を検証した研究のみを対象とした

ものとは言えない。

　以上のように、RCT やメタ分析を主とす

る教育的介入における学力への効果を検証

した研究は、先進国から途上国へ急速に広

がっており、アフリカ地域を含む途上国に

おいても、教育分野の様々な教育的介入に

おける学力向上への効果を検証した研究が

実施されるようになった。その中で、最も

学力向上に正の効果があったのは、教師の

学習指導法の改善であったことが明らかに

されてきた。しかし、これまでの研究はプ

ロジェクトの包括的な介入や RCT を用いた

実証研究のみに限定され、RCT 以外の研究

方法で学習指導法の効果を検証した実証研

究を対象としていない。そのため、アフリ

カ地域内で行われている学習指導法の効果

に関する研究動向や課題についての理解が

不足している。

　本研究では、アフリカ地域を対象として

学習指導法の学力への影響を検証した研究

において RCT だけでなく、RCT 以外の手法

も含めた既存研究を概観し、最近の同テー

マにおけるアフリカ地域の研究動向を明ら

かにすることを試みる。そして、これまで

の研究から学習指導法の効果と今後の研究

課題を明らかにすることを目的とする。

３．研究方法

　本研究は、アフリカ地域を対象にした学

習指導法の学力への影響を検証した研究を

網羅するために、以下の手順に従ってナラ

ティブレビューを行った。まず、アフリカ

地域において学習指導法の学力への影響に

関する実証研究を対象として、Education 

Resources Information Center (ERIC) お

よび Science Direct のデータベースを用い

て文献検索を行なった。ERIC データベース

は、幅広い教育研究を包括的に収録してお

り、Science Direct は、準実験や RCT など

の手法を用いた研究が多く蓄積されている

ため、これらのデータベースを選択した。

　検索の対象期間は、アフリカ地域におけ

る近年の研究動向を調査するために 2000 年

1 月から 2020 年 12 月とした。文献の選択

基準は、信頼性の確保という観点から査読

付学術論文を対象とし、さらに、最新の研

究結果を収集するという目的から、博士論

文および Working Paper を対象とし、英語

で執筆された論文に焦点を当てた。検索キー

ワードは以下の通りとした。



図１．文献採択プロセスのフローチャート

（出所）Moher et al. 2009 より筆者作成
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1)“impact” or “effect” or “outcome” 

or “result” or “consequence”

2)“ac a d e m i c  a c h i e v e m e n t” o r 

“educational attainment” or 

“a c a d e m i c  p e r f o r m a n c e” o r 

“academic success” or “academic 

outcomes” or “school performance”

3)“randomized” or “RCT” or “quasi-

experiment”　or “empirical study”

4)“ Africa” とサブサハラ・アフリカ地

域の全ての国名 (1)。

　検索キーワードに指導法 (teaching 

method, instructional method) や特定の

指導法の名前を使用せず、効果 (impact, 

effect, outcome) と 学 習 成 果 (academic 

achievement, academic performance)、

研 究 方 法 (RCT, quasi-experiment, 

empirical study)、および対象国 (Africa)

を優先的に検索するキーワードとすること

により、アフリカ地域で学力への効果を検

証した文献群を抽出し、そこから学習指導

法の効果を測った文献を選出する方法を

とった。この方法は、様々な学習指導法の

研究を収集するのに有効であった。

　加えて、教育分野において高いエビデン

スを持つ研究を実施する国際的な研究機関

で あ る Research Institution libraries 

of International Initiative for Impact 

Evaluation (3ie) お よ び Abdul Latif 

Jameel Poverty Action Lab (J-Pal) が公

表している文献も検索対象とした。さらに、

データベース検索で網羅しない文献を捜索

するために、収集されたレビュー研究の参

考文献に記載されている文献をハンドサー

チの対象とした。

　本研究で対象とする学習指導法は、

Reigeluth ら (2017) の人間の学習と発達を

促進するさまざまなやり方という定義に基

づいた (Reigeluth et al. 2017)。この立

場では、学習指導法はあらゆる教授方法を

包含するゆえに、教師が学習者によりよく

教えるために使用した教材教具、教授言語

なども含められる。そのことにより、アフ

リカ地域で試行されている学習指導の方法

を検証した実証研究を網羅することに努め

た。

　抽出した文献をリスト化し、表題、抄録、

フルテキストの順番で該当する文献の採択

を行った。その文献採択のプロセスを図１

に示す。

　文献採択の条件は、以下の通りである。

1) 初等・中等教育に焦点を当てている。

2) 学習指導法（含、教材教具、教授言語）

を用いている。

3)スコアで学力への影響を検証している。

4)RCT、もしくは、介入群と統制群の平均

値の差を比較した準実験を用いている。

5)2 群の数値データ（サンプル数、平均値、

標準偏差、もしくは、効果量）が論文

内に提示されている。

　条件 4) では、RCT に加えて、先行研究で

対象としてこなかった準実験において２群

の比較実験を行っている研究はデータの信

頼性があるとして採択基準に含めた。また、

質確保の観点から、単一グループや単一ク
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ラスを対象とした実証実験やアクションリ

サーチは、この研究では対象外とした。こ

れにより、採択された文献はエビデンスの

信頼性が高いものとなるように配慮した。

　選出された文献において、各研究で用い

られた指導法の学力向上に対する効果量を

調べるために、標準化平均値差の Cohen’s 
d（Cohen 1988) を用いて、その効果量を

算出した。効果の程度の基準については、

Hattie の学力に与える効果についての連

続尺度を採用した（Hattie 2009）。学力に

効果があったことを示す基準値を効果量

d=0.40 以上とし、効果量 d=-0.2 ～ -0.0 を

逆効果 ( 負 )、d=0.0 ～ 0.14 を発達上の効

果(低), d=0.15～0.39を教師の効果(中)、

d=0.40 以上を望ましい効果 ( 高 ) とした

(ibid)。そして、算出された効果量から、

効果の程度 (低、中、高 )に分類した。

　最後に、選定論文において定性的調査を

実施し、対象国、刊行年、研究デザイン、

研究対象の教育レベルと科目、および指導

法の学力への効果について情報を整理した。

４．研究結果と考察

　選定論文の結果を述べる。データベース

検索の結果、380 件の論文を検出し、研究

機関などのウェブサイトの検索とハンドリ

サーチによって 158 件の論文を収集した。

これらの論文を合わせて重複を排除し、合

計で 532 件の論文を特定した。その中で、

表題に基づいて採択された文献は 141 件で

あった。それに続いて抄録の詳細な検討を

行い、97 件の文献を採択した。その後、抄

録で選ばれた 97 件の論文の本文について論

理の流れや手法の妥当性について精査し、

採択の基準に合致しないと判断した論文 75

件を除外し、最終的に 22 件の論文を選定し

た。上記のプロセスに従い、最終的に選定

した 22 件の論文について、論文内で報告さ

れたデータに基づいて効果量を算出した。

選定論文とそれに関する詳細な情報を表１

のエビデンステーブルに示す。

　以下にこれらの論文に関する分析と考察

について述べる。まず、研究の動向につい

て対象国、発行年、件数、研究デザイン、

教育レベル、科目などを概観し、その後、

学習指導法の効果について議論する。最終

的に、考察の要約と今後の課題について言

及する。

4.1 分析対象の国

　選定論文の 22 件の研究が分析対象とした

アフリカ地域の国は、次の 5 カ国であった。

国名と表１に示した研究番号を、研究数が

最も多い国から並べると、ナイジェリアの

12 件 No.5,6,8,9,10,11,12,15,16,17,18,20)、ケニアの 4

件 No.2,13,14,19)、南アフリカの 2 件 No.3,4)、ウ

ガンダの 2 件 No.1,21)、ザンビアの 1 件 No.22)

であった。

　著者の所属先と研究テーマについての調

査から、ナイジェリアの状況では、全ての

著者がナイジェリアの大学に所属し、同じ

研究テーマに焦点を当てた研究が多く行わ

れていることが明らかになった。このこと

から、ナイジェリア国内の研究者による共

同研究が盛んであることが理解できる。

　一方で、ケニアと南アフリカを対象とし

た論文には、国際協力プロジェクトに基づ

く研究論文と大学の研究者による研究が含

まれていた。ウガンダ 21) とザンビア 22) の研

究は、国際協力プロジェクトや外部支援に

よる教材や教具の効果に焦点を当てたもの

であった。これらは、プロジェクトの対象

国が、特定の課題を抱えている国 (例えば、

非識字率や理数科目の低い学力など )であ

る可能性や、外部の支援国や支援団体の意

向に従って選ばれた可能性を示唆する。

　以上を受けて、アフリカ地域の学習指導

法における学力への効果研究は、二つの傾

向が浮かび上がった。第一に、アフリカ地

域内の高等教育機関による学術的な研究で
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あり、第二に、外部機関が独自で行った研究、

もしくは、外部機関が域内の高等教育機関

と連携して外部支援により導入した指導法

の効果を調査した研究である。これまでの

先行研究では、RCT による大規模な調査結

果が着目されていたため後者の研究結果ば

かりが研究対象となっていたが、本研究に

より、前者の研究の方が数多く、さまざま

な指導法の研究が実施されていることが明

らかになった。

　また、この研究では、アフリカ地域全体

を対象として文献レビューを行なったが、

結果として、わずか5カ国が研究対象となり、

その中で高等教育機関の研究者による国際

誌への発表においては、ナイジェリアとケ

ニアの研究が非常に突出していた。このこ

とから、研究対象となる国の数において不

均衡が存在し、特に、高等教育機関で研究

が盛んな国が強調される傾向が示された。

4.2 刊行年と件数

　 年 代 別に 見ると、2006 年に 1 件 No.6)、

2010 年に 2件 No.3,12)、2012 年に 3件 No.9,13,18)、

2014 年 に 5 件 No.5,14,17,19,22)、2015 年 に 2

件 No.8,11)、2016 年に 4 件 No.2,4,15,16)、2017 年に

1 件 No.21)、2018 年に 3 件 No.7,10,20)、2019 年に

1 件 No.1) の研究論文が報告された。このこ

とから、2000 ～ 2009 年の 10 年間ではわず

か 1 件の論文が報告されたのに対し、2010

年から 2020 年の 11 年間には 21 件が報告さ

れており、学習指導法の学力への効果に関

する研究が、2010 年以降から急増している

ことが明らかである。

　これを先進国の状況で比較すると、学習

指導法の学力への効果を検証した研究は、

1970 年から 2007 年に 42 件のメタ分析研

究が行われ、年代別に見ると、1970 年に 3

件、1980 年代に 22 件、1990 年代に 10 件、

2000 年代に 7 件の研究が行われた（Hattie 

2009）。その結果、先進国における学習指導

法の学力への効果に関する研究は、1970 年

代から盛んとなり、1980 年代にピークを迎

え、1990 年代以降から徐々に減少している

ことが示されている。

　指導法の種類による研究の傾向を比較す

ると、アメリカで 1960 年代後半に Bloom ら

によって確立された「完全習得学習」の効

果研究では、1970年に1件(一次研究45件)、

1980 年に 6 件 ( 一次研究 275 件 )、1990 年

に 2 件 ( 一次研究 57 件 ) のメタ分析研究が

行われた(Hattie 2009）。このことから、「完

全習得学習」の効果に関する研究は、1980

年代にピークを迎えていることがわかる。

アフリカ地域では、本研究のレビュー結果

により、2015 年から 2018 年で 2 件の一次

研究 No.10,11) が行われていることがわかった

( 採択基準に合致する研究に限る )。また、

「シミュレーションゲーム」を活用した指導

法は、先進国では 1982 年に 58 件の一次研

究を基にその学力への効果をメタ分析して

いる (Szczurek 1982)。対照的に、アフリ

カ地域においては、「シミュレーションゲー

ム」の効果研究が、2016 年に Bello ら No.16)

によって始められている。

　アフリカ地域における学習指導法の学力

への効果に関する研究動向を考察すると、

先進国に比べて約 30 から 40 年遅れて研究

が盛んになりつつあると言えるだろう。学

習指導法に関する研究は、2010 年以降に急

増しており、その研究がまだ初期段階にあ

ると言える。

4.3 研究デザイン

　学習指導法の学力への効果を検証するた

めに 22 件中 3 件の研究で RCT が使用され

ていた。その中で 2 つの研究は対象者数が

2000 人以上または 1 万人以上の大規模調査

であることから、高いエビデンスレベルの

研究が蓄積され始めている。これらの RCT

は、各国が外部機関と協力して長期間にわ

たり準備・実施・評価されており (Brunette 

et al. 2019; Piper et al. 2016; Jere-
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Folotiya et al. 2014)、緻密な設計と大

規模なサンプル数により、介入の効果の有

効性を示している。したがって、これらの

RCT は過去のメタ分析において焦点とされ

る理由と言える。ただし、アフリカ地域で

RCT を実施するのはコストが高いこと、学

校レベルの無作為選定は、国レベルの新指

導法導入や郡・県レベルの導入がない限り

困難であることが指摘できる。したがって、

RCT の実施は、エビデンスの向上に貢献す

るが、準実験の方法によっても学習指導法

の効果に関するエビデンスを得ることがで

きることを考慮すべきである。

　文献の中で主に使用されたのは準実験の

方法で、全体の 22 件のうち 19 件に及んだ。

これらの研究は、実験群と統制群のサンプ

ルサイズの違いに基づいて、2 つのカテゴ

リーに分けられる。一つは、実験群と統制

群のサンプルを 2 つまたは 3 つのクラスか

ら選定したもので、もう一つは、実験群と

統制群それぞれに１つのクラスを選定した

ものであった。共通しているのは、州や地

域内にある全ての学校から無作為に 2 から

8 の学校を選定し、それらを無作為に実験

群と統制群に分割した方法である。それに

より、セレクションバイアスを最小限に抑

えられることが期待できる。これらの研究

では、実験前に事前テストを実施し、実験

群と統制群がほぼ同等の知識レベルを持つ

ことが確認された。そして、実験群に新し

い指導法を導入し、統制群には従来の指導

法の授業を実施し、前後の学力の変化を比

較して差分を分析する方法が採用されてい

た。この差分法は、RCT に比べてエビデン

スレベルが低いものの、効果分析において

有用であることが示されている。

　このことから、本研究で調査した文献に

おいて、準実験 ( 実験群と統制群の比較実

験 ) は、学習指導法の学力への効果を示す

エビデンスを提供する有益な手法であるこ

とが確認された。ただし、無作為選出の方

法により、各群の対象クラス数が 1 から 2

クラスという数に制限されているためバイ

アスの可能性に留意する必要がある。この

問題は、対象クラス数を増やすなどの工夫

により、解決できる可能性があるため、今

後の研究で検討されることが望まれる。

4.4 研究対象の教育レベルと科目

　研究対象の科目について、初等教育と中

等教育に分けてみると、初等教育では、5

件のうち、研究対象とした科目は、現地

語（含、現地語の読み）が 4 件 No.1,2,21,22) 、

現地語と英語の両方を対象とした研究が 1

件 No.3) であった。中等教育では、17 件のう

ち、研究対象の科目は、物理 4 件 No.4,7,8,19)、

生物 2 件 No.5,6)、化学 4 件 No.11,13,14,15)、理科

2 件 No.12,16)、数学 ( 含 .幾何学 )2 件 No.10,18)、

社会 1件 No.9)、英語 1件 No.17)、地理 1件 No.20)

である。これらを教科別に分類すると理系

は計 14 件、文系は計 3件であった。

　初等教育を対象とした学習指導法の研究

は、「母語教授」と「現地語教授」があった。

研究の内容は、1 年生の時に母語で現地語

を学習したときの 2,3,4 年生時の学習効果

や、母語から現地語を学習したグループと

現地語から現地語を学習したグループの学

習効果、現地語から英語を学習したグルー

プと英語から英語を学習したグループの学

習効果を比較した内容であった。対象者数

が大規模であることから、国レベルの実施

における効果検証であることが予想された。

語学習得の補助教材として、読む速さを強

化する「オーディオブックの活用」や、単

語に触れる回数を増やしゲーム感覚で学習

する「リテラシーゲームの活用」があった。

初等教育における言語習得は、その後の学

習に大きく影響することから、その効果的

な指導法における研究が進んでいることが

示唆される。しかし、本研究によって、言

語習得における効果的な指導法の研究は、

まだ限られていることがわかった。アフリ
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カ地域の国々の多言語の度合いや言語習得

における課題がそれぞれ異なるため、各国

レベルで言語習得にかかる効果的な指導法

の研究を進めることは、今後、ますます重

要なテーマであると考える。また、言語以

外の教科 ( 例えば、算数、理科、社会等 )

においても、初等教育の学習指導法の効果

研究が圧倒的に不足していることが明らか

である。そのため、初等教育の他の教科に

おける効果的な学習指導法に関する研究は

重要な研究課題と言える。

　中等教育を対象とした学習指導法の研究

では、理数科目を対象とした研究が多く

見られた。例えば、実験を取り入れた指導

では、「デモンストレーションメソッド」、

「サイエンス・プロセス・スキル」、「探求

的指導」が取り上げられていた。また、理

科の授業で社会的に問題となっている現象

を取り上げ解決策について考案する「問題

解決型学習」や「シミュレーションゲー

ム」、知識や事象の原理の理解を深めるた

めに「構成主義に基づく指導」や「完全習

得学習」、グループで学習を進める「協同

的な学習」が研究対象となっていた。理系

に研究が集中している背景には、科学技

術開発を担う人材を育成するために STEM 

(Science, Technology, Engineering and 

Mathematics) に関する教育を強化する政策

を実施していることが挙げられる。理数科

に焦点を当てた論文の多くは、STEM 人材育

成の重要性と国が抱える理数科教科の低学

力の問題が取り上げられていた。これに伴

い、生徒が関心を持ち、教科内容を理解し

やすくする学習者中心の指導法に対する研

究が盛んに行われている。文系の科目では、

社会科目において「問題解決型学習」に関

する研究や、英語教育において「目標設定」

を重視する指導法に関する研究が行われて

いる。また、地理の授業において「パワー

ポイント」などの視覚教材を活用する研究

が行われている。これらの指導法は、科目

にかかわらず応用できる汎用性がある。し

かしながら、文系の科目に特有のスキルや

能力（例えば、想像力、独創性、創造力など）

を育む指導法に関する研究も奨励されるで

あろう。

　全体的に、初等教育においては主に言語

科目に焦点を当てた研究が行われ、中等教

育では、理系科目に研究が偏っている傾向

がうかがえる。今後、初等と中等教育にお

いて、さまざまな教科に関する指導法の効

果研究が期待される。一方で、理系や文系

の科目に関する研究対象の指導法には、他

の教科の授業でも適用可能な指導法が多い。

このため、科目特有の指導法に加えて、他

の教科でも利用できる指導法に関する研究

も有益であろう。さらに、多くの研究で理

数科目の低学力が問題視されていることか

ら、初等教育と中等教育における理数科目

の学習指導法の連携に関する研究が重要で

あると考えられる。

4.5 学習指導法の学力への影響

　本研究の主要な目的の一つは、学習指導

法が学力に及ぼす影響についての分析と考

察を行うことである。ここでは、学習指導

法の学力への効果に焦点を当て、その効果

について深く探究する。選定された論文に

おいて、研究目的は主に以下の三つのカテ

ゴリーに分類できた。まず、学習者中心の

学習指導法の効果に焦点を当てたものが 15

件
No.4 ～ 18) あった。次に、教授言語による学

力への効果に関する研究が 3 件 No.1,2,3) 存在

した。最後に、教材や教具の効果に関する

研究が 4 件 No.19 ～ 22) あった。これらの研究

目的に基づいて、学習指導法の効果を分析

する。学力への効果は、指導法と学習目的、

学習者の状況、教師の適応度、および指導

法の具体的な使用方法によって異なること

が知られている (Hattie 2009)。したがっ

て、高い効果が示された指導法が全ての学

習者に同様に高い効果をもたらすわけでは
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ないことに留意しなければならない。本研

究では、学習指導法の効果を向上させる要

因に焦点を当て、それらの要因について考

察する。

　まず、多くの研究が学習者中心の学習指

導法と教師中心の指導法の効果を比較する

ことに焦点を当てていることに注目する。

これは、従来の教師中心型指導法から学習

者中心型指導法への変換によって学習効果

が向上すると期待されていることに関連し

ている。こうした研究の中でも、最も高い

効果が示されたものは、Oludipe と Oludipe 

(2010) による「構成主義に基づく指導」で、

効果は d ＝ 8.42 であった。効果の要因につ

いて、同研究では、学習者が新しい概念の

意味を積極的に構築することにより、概念

の理解と定着が促進されたと分析している

(Oludipe & Oludipe 2010)。教師は、従来

の講義形式の授業では見過ごされがちだっ

た生徒の既存知識に焦点を当て、学習者が

自ら新しい知識を既存知識に基づいて構築

することを支援したことが学力向上の要因

であると考えた。実験後２週間の持続確認

テストでも高い効果 (d=7.4) が示され、多

くの学習者がその知識を保持していた。構

成主義によれば、学習者は自分の認知構造

を活用して能動的に選択や解釈を行い、意

味を構築する存在であると考えられている 

(Piage 1952)。このアプローチにより、学

習を情報の単なる受容から、学習者が新し

い知識の意味を構築する活動として捉え、

その活動を教師がサポートしたことが大き

な効果をもたらしたと言える。

　類似したアプローチの指導法として

Lamidi ら (2015) と Adeniji ら (2018) が

調査した「完全習得学習」も学力に高い影

響を示した ( 学力への効果量はそれぞれ

d=4.04, d=3.79)。これらの研究では、学習

者が新しい単元に進む前に特定の習得度を

達成するまで学習を続けるという特徴があ

り、教師の追加のサポートと反復的なテス

トがクラス全体の学習成果を向上させたと

報告されている。これらの結果は、完全習

得学習を提唱した Bloom らが、教師が学習

者の個人差を考慮し、適切な指導と個別の

学習時間を提供することにより、ほとんど

の生徒が教科内容をマスターすることがで

きると主張した内容を裏付けている (Bloom 

1968)。さらに、Hattie（2009) のメタ分析

に基づくと、「完全習得学習」の効果量は、

望ましい効果の基準とされる d=0.4 を上回

る d=0.58 であり、これは学習者の認知レベ

ルと学習速度を考慮した指導の効果性を示

唆している。

　２番目に学力への効果量が高かった指導

法は、Yunusa ら (2014) による「協同的な

学習」(d=7.48) であった。同じ指導法を研

究対象とした Kibirige と Lehong（2016) の

研究でも「協同的な学習」の指導が、学力

向上に高い効果を示した (d=0.94)。どちら

の研究にも共通していたのは、学習者がグ

ループで学習し、その後自己チェックを行

う活動が含まれていたことである。この自

己チェックの活動により、学習者が自身の

学習をモニタリングし、調整できるように

なったことが成績向上の要因として挙げら

れる。

　特に、効果が高かった Yunusa ら (2014)

の研究では、対象としたのは低学力層の生

徒であった。低学力層の学力を向上するの

に、他の学習者との学習が有効である理由

として、教師の説明で理解できなかった内

容を他の学習者がより簡潔な表現で説明す

ることにより、理解ができるようになった

ことが挙げられる。また、自己評価の活動

を通じて、これまで受動的に授業を受けて

いた態度が、能動的な態度に変化したこと

が大きな効果がもたらしたと考えられる。

しかしながら、「協同的な学習」の学力への

効果に関する Johnson ら (1981) の 183 件

の一次研究をメタ分析した結果では、平均

効果量が d=0.73 であった。この効果量の違
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いは、Yunusa ら (2014) の研究が低学力層

のグループを対象としたため、テストスコ

アの向上が非常に高かったことが考えられ

る。このような非常に高い効果量の結果で

もエビデンスとして蓄積することにより、

類似の研究が行われた際にメタ分析にかけ

ることで、より包括的な結論が導かれるで

あろう。

　３番目に高い効果が報告された指導法は、

Abdu-Raheem(2012) の「問題解決型学習」

(d=6.38) であった。同じ指導法を検証した

Olaniyan ら (2015) の研究も高い効果を示

した (d=2.23)。これらの研究で用いられた

問題解決型学習の特徴は、提示された問題

に対して、学習者がそれを解決に導く計画

を立て、それを実行し、振り返ることであっ

た。教師は問題解決に役立つ手順を提供し、

学習者はそれを参考に学習を進める構造が

あった。従って、効果が出た要因は、教師

による適切な手順の説明や学習者へのガイ

ドやサポートにあると考えられる。

　また、提示されたプロセスに沿って学習

を進める「サイエンス・プロセス・スキル」

の効果について Abungu ら (2014) と Chebii

ら (2012）が研究を行い、それぞれ高程度

の効果を示した (Abungu ら：d=1.04-2.05、

Chebii ら : d=0.42-1.04)。これらの研究で

は、学習者が四つのプロセス、すなわち観察、

測定、記録、解釈に従って学習を進める方

法が取られていた。Chebii ら (2012) によ

れば、講義形式の授業に比べて、学習者は

積極的に学習に取り組むようになり、教師

は学習者の進捗をよく観察し、チェックす

るようになった。結果として、教師と学習

者の両者が教授活動や学習活動に対して能

動的な行動に変化したことにより、学力向

上への効果につながったと考えられる。

　Belloら(2016)の「シミュレーションゲー

ム」も高い効果を示している（d=2.35）。こ

の指導法では、社会で実際に起こっている

問題を学習者に提示し、彼らが自身の経験

や知識に基づいて問題の解決策を考案する。

シミュレーションゲームが講義型授業より

も学力向上に高い効果があった理由は、生

徒にとって身近な社会問題を取り扱ったこ

とで興味を引き、オープンエンドの質問を

用いることにより、生徒が自己の考えを発

展させる契機となったためであると考えら

れる。

　加えて、Omwirhiren ら (2016) の「デモ

ンストレーション・メソッド」も高い効果

を示した (d=1.02)。この方法では、教師が

実験を示し、生徒がそれを模倣するという

アプローチを取る。生徒が自身で実験を行

い、その経験から学ぶことが効果的である

ことを示している。

　Idowu ら (2014) の「目標設定」(d=0.37:

中程度 ) と Salman ら (2012) の「行動目標

設定」(d ＝ 1.17: 高程度）では、どちらも

生徒が自ら目標を設定し、それを実行し、

結果をチェックするという内容であったが、

行動目標を設定するほうが、目標を設定す

るよりも高い効果があることが示された。

その理由は、行動目標を設定する際に、目

標に到達するための具体的なステップや方

法を詳細に計画することが挙げられる。こ

のアプローチにより、生徒が目標達成時の

状況をより具体的にイメージしやすくなる

と考えられる。

　M u p i r a と R a m n a r a i n ( 2 0 1 8 ) と

Nwagbo(2006) が研究した「探究型学習」の

効果は、それぞれ低-中程度(d=0.09, 0.27)

と低 - 高程度 (d=0.12-0.72) であった。探

究型学習は、主に理科の授業で用いられる

が、学習者が自己の問いを立て、実験や調

査を実施し、分析や推論を行うような深い

思考活動が特徴である。Bredderman (1985)

によれば、探究的な学習の効果は、理科

の知識の理解 (d=0.16) よりも理科の思考

能力に関連した側面 (d=0.51) により高い

結果が出ることが報告されている。また、

Nwagbo(2006) の研究では、高い科学リテラ
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シーを持つ生徒には高い効果が表れ、低い

科学リテラシーを持つ生徒には、低い効果

が示された。探究型学習では、思考活動が

中心となるため、必要な基礎知識がある場

合は学習効果は向上し、不足している場合

には学習の効果が低下する傾向があると考

えられる。つまり、教師は、「探究型学習」

を効果的に活用するには、事前に授業に必

要な基礎知識の確認が重要と考えられる。

　続いて、教授言語に関するカテゴリーの

研究に着目すると、Piper ら (2016) は、母

語から現地語への指導法と現地語から現地

語への指導法のどちらが学力に影響を与え

るかを調査し、母語から現地語を教える方

法が中から高い効果 (d=0.3-0.6) があるこ

とを示した。また、Brunette ら (2019) は、

初等教育の 1 年生時に母語で現地語を学

習したグループと現地語で現地語を学習し

たグループの 2、3、4 年生時の読解力を比

較したところ、前者の方が中から高い効果

(d=0.11-0.51) が得られたことを示した。さ

らに、Sailors ら (2010) は、現地語から英

語を習得した児童らと、英語から英語を習

得した児童らの学力を比較し、現地語の訳

をつけた教科書で学んだ児童らの方が高い

効果(d=0.44-0.68)が示したと報告した。こ

れらの研究から、学習者が理解可能な言語

を使用することが学習効果に最も影響を与

えることが共通して示されている。同時に、

現地語や教授言語が母語でない場合でも、

適切に設計された指導法により、母語と同

等の学習効果が得られることが報告されて

いる(Piper et al., 2016)。言語習得にお

いて最も効果的な指導法を特定することは

難しく、国や地域、クラスの環境、そして

最終的には児童一人一人に合った指導法を

考慮する必要があることが示唆される。

　最後に、教材と教具に関するカテゴリー

の研究では、新しい教材や教具が導入され、

それらの効果や周囲のリソースを教育教材

として活用する効果が調査されている。特

に、ICT 教材については「オーディオブッ

ク」と「リテラシーゲーム」が評価され、

これらは個別の児童の学習速度に合わせて

学習できる利点がある。研究結果によれば、

「オーディオブック」の効果は d ＝ 0.16( 中

程度 ) であり、「リテラシーゲーム」は

d=0.45( 高程度 ) が報告されている。この

ことから、「オーディオブック」の速読練習

が、実験期間を 30 日間 (1 日 10 分 ) 以上に

拡大すると効果が増加する可能性が示唆さ

れている。「リテラシーゲーム」は、短期間

（2週間）で高い学習効果があったことから、

このゲームは児童の学習レベルや興味に合

致している可能性が高い。教材を通じた遊

び感覚の学習効果について、Mares と Pan

（2013) は、セサミストリートの学習効果を

途上国の 15 カ国を対象に調査し、平均効果

が d=0.292 であると報告している。セサミ

ストリートは、米国の非営利団体によって

作成された教育番組でさまざまな言語に翻

訳されて放送されている。ただし、文化背

景が途上国と一致しないため、効果は中程

度である可能性がある。一方、「リテラシー

ゲーム」は、現地語習得を支援するための

プログラムとして設計されており、児童の

文化背景に合致している可能性があるため、

高い学習効果が得られたと考えられる。特

に、現地語学習において、地域や国の文化

背景を考慮した ICT 教材が、児童の言葉の

文脈的理解を促進する要因になる可能性が

ある。

　教室で活用できる教材として、「コン

ピューターシミュレーション」と「パワー

ポイント」の二つがあげられた。「コンピュー

ターシミュレーション」に関しては、物理

の授業における教科書での説明と、コン

ピューターでの説明を比較した研究結果に

よれば、後者の学習効果は d=1.21-1.24( 高

程度 )であった (Thiong et al. 2014)。言

葉や教科書だけでは複雑な現象を説明する

のは難しいため、コンピューターシミュレー
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ションは有用な手段であると考えられる。

また、教育環境が実験に適していない場合

には、コンピューターシミュレーションを

活用することが効果的である。また、「パワー

ポイント」の使用に関しては、教師がパワー

ポイントを活用した授業と従来型の講義ス

タイルの授業を比較し、教師がパワーポイ

ントを使った方が、d=0.51( 高程度 ) の効

果があったと報告されている（Onivehu &  

Ohawuiro, 2018)。教師がコンピューターを

授業で活用することにより、学習者に効果

的な授業を提供する成功事例は、広く応用

できる価値のあるものである。現時点では、

教材や教具の効果を検証する研究は限定的

である可能性があるが、適切な検索条件を

用いれば、多くの文献が見つかる可能性は

高い。今後、ICT 教材や教材教具の効果に

関する研究のレビューは、ますます重要に

なるであろう。

4.6 考察のまとめ

　これまでの考察に基づき、アフリカ地域

での学習指導法の学力への効果を評価した

実証研究は、以下の特徴を持つことが明ら

かとなった。

・ 総合的にアフリカ地域における学習指導

法に関する研究は 2010 年以降から増加

傾向にあり、RCT の大規模研究に加えて、

研究対象国の高等研究機関における準実

験を用いた実証研究が蓄積されている。

しかし、研究の不均衡や特定の国に焦点

が当てられる傾向があり、より広範な研

究が必要である。

・ 初等教育と中等教育において学習指導法

の研究は、まだ発展途上であり、特に初

等教育における研究が不足している。異

なる教科における指導法の研究と、学力

格差を減少させるための低学力層に焦点

を当てた研究が今後の教育改善に重要で

ある。

・ 多くの研究が学習者中心型の指導法と従

来の教師中心型の指導法を比較し、学習

者中心型のアプローチが学力向上に寄与

する可能性があることを示していた。効

果がみられた学習指導法として、「構成主

義に基づく指導」、「完全習得法」、「協同

的な学習」、「問題解決型学習」、「サイエ

ンス・プロセス・スキル」、「行動目標設定」、

「デモンストレーションメソッド」、「シ

ミュレーションゲーム」、「探究型学習」、

「目標設定」が挙げられた。また、教授内

容や個人の学習速度に適した ICT 教材や

教材教具の導入が、学力向上に寄与する

可能性が示唆された。

・ 教授言語による学力への影響における研

究の分析により、理解可能な言語を使用

することが学力向上に貢献することが示

唆された。また、母語から現地語または

教授言語への移行においても、適切な指

導法が学力の差を埋めるのに役立つこと

がわかった。

・ 学習指導法の学力への影響は、高程度、

中程度、低程度の効果が報告されており、

本研究では、多くの指導法が高程度の効

果を示していたが、学習者の状況やクラ

ス環境によって異なる可能性があること

が示唆された。したがって、教育者は指

導法の選択に際して学習者の特性を考慮

する必要がある。

　本研究は、アフリカ地域における学習指

導法に関連する重要な洞察を提供し、今後

の更なる研究に有益な貢献をするものと考

えられる。

4.7 本研究の課題

　本研究の文献レビューでは、ハンドサー

チが対象文献の抽出に有効であった一方、

次の２点が課題として挙げられる。

　まず本研究は、国際ジャーナルや国際機

関、研究所の報告を中心に文献検索を行っ

たため、アフリカ地域の大学や研究所の

ジャーナルは網羅できなかった。このため、
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今後はアフリカ地域の大学ジャーナルを含

む広範なレビューが推奨される。次に、パ

ブリケーションバイアスの分析を行えな

かった。このため、公表された研究の効果

量が過大評価される可能性が考えられる。

今後の研究の質向上のため、パブリケーショ

ンバイアスの考慮が必要である。

　これらの課題を踏まえることで、今後の

研究がより広範で網羅的なものとなり、さ

らなる科学的知見の蓄積が期待される。

５．おわりに

　本稿は、アフリカ地域における学力向上

に寄与する学習指導法の実証研究につい

て初めての文献レビューを提供している。

2000 から 2020 年までの 21 年間で公開され

た、アフリカ地域を対象とした 22 の研究論

文を分析した結果、学習指導法の効果に関

する重要な洞察が得られた。

　分析された文献はランダム化比較試験

（RCT) だけでなく、準実験を用いた研究も

含めることで、先行研究よりも多くの実証

研究を網羅した。このアプローチにより、

アフリカ地域における学習指導法の学力向

上への効果を検証する研究の動向と課題に

ついての理解を深めることができた。さら

に、分析から学習指導法が学力向上に寄与

する要因を明らかにすることが可能になっ

た。

　アフリカ地域の学力向上に貢献するため

には、国や地域の具体的な文脈に適した効

果的な学習指導法に関する研究が今後ます

ます重要となる。本レビューが、アフリカ

地域の学力向上に向けた効果的な学習指導

法の研究の基盤を築くための一石となるこ

とを期待する。

注釈

1) 本研究で対象とした国は、国際連合 (UN) が

定めているサブサハラアフリカ地域の 48 ヵ

国 ( 英国と仏国のテリトリーを除く ) であ

る。対象国： Angola, Benin, Botswana, Burkina 

Faso, Burundi, Cabo Verde, Cameroon, Central 

African Republic, Chad, Comoros, Cote d'Ivoire, 

Democratic Republic of the Congo, Republic of 

the Congo, Djibouti, Equatorial Guinea, Eritrea, 

Eswatini (Formerly Swaziland), Ethiopia, Gabon, 

Gambia, Ghana, Guinea, Guinea-Bissau, Kenya, 

Lesotho, Liberia, Madagascar, Malawi, Mali, 

Mauritania, Mauritius, Mozambique, Namibia, 

Niger, Nigeria, Rwanda, Sao Tome and Principe, 

Senegal, Seychelles, Sierra Leone, Somalia, South 

Africa, South Sudan, Tanzania, Togo, Uganda, 

Zambia, Zimbabwe. Source: https://unstats.un.org/

unsd/methodology/m49/overview/
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Narrative review of the effects of teaching methods 
for improvement of learner’s academic performance 

in Sub-Saharan Africa

Yoshie HAMA
Graduate school for International Development and Cooperation Hiroshima University

Sub-Saharan Africa region has the biggest challenge to improve children’s 
academic performance in the world. Therefore, the countries in the region set their 
education policy toward the improvement of quality of education. Nonetheless, 
academic achievement, including the ratio of children who achieved the basic 
proficiency level in Africa is still extremely low. Moreover, there is a shortage 
of robust evidence on how to improve the academic performance in Africa. To 
support evidence-based decision making, this study aims to provide a database 
of literature which described effective teaching methods to improve students’ 
academic performance in Africa. Previous studies revealed that the intervention 
of teaching methods had the highest impact on learners’ academic performance 
compared with any other educational interventions. However, little is known 
about which teaching methods specifi cally had an impact on learning performance 
in the region. To address this gap, this study reviewed research of the last two 
decades on the effect of teaching methods on students’ academic performance in 
primary and secondary education in Africa. The study applied a narrative review 
to identify all studies related to the topic in Sub-Saharan Africa. The study found 
532 articles, of which 22 were selected for analysis according to a set of selection 
criteria. Selected studies were analyzed by target country, published year, research 
design, target level, subject, research purpose, effect size and gained effect. In 
findings, studied country is leaned to several countries that higher education 
institutions are advanced. Using RCT was limited and most of the studies were 
applied quasi-experiment. Selected studies were mainly targeted natural science 
subjects at secondary education. Focusing on usage of teaching methods at other 
subjects in especially primary education are necessary. Most of the studies showed 
high effect size. Hence, the application to a verity of class structured situation is 
highly needed. Based on the fi ndings from the review, I propose research agenda 
that holds the potential to contribute to the accumulation of evidence, thereby 
accelerating evidence-based decision making in Sub-Saharan Africa.
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各務原市における日本人児童と
ブラジル人児童との交流活動：

貿易ゲームを通した国際教育の試み

田　村　徳　子
（京都先端科学大学）

１．はじめに

　日本に暮らす外国人の数は、2020 年の

新型コロナウイルス感性症拡大の予防措置

の影響でいったん減少したものの、全体的

な傾向としては増加の一途をたどってい

る。出入国在留管理庁の発表によれば、在

留外国人の数は 2022 年末時点で約 300 万人

にのぼっており (1)、国籍別にみると、１位

は中国（約 76 万人、在留外国人全体の約

25％、以下同じ）、２位はベトナム（約 49

万人、約 16％）、３位は韓国（約 41 万人、

約 13％）、４位はフィリピン（約 30 万人、

約 10％）、５位はブラジル（約 21 万人、約

７％）となっている。こうした外国人の増

加に伴って、特に外国人が多く暮らす自治

体においては、彼らと共生するための取り

組みが模索されている。

　岐阜県各務原市もそんな外国人との共生

に取り組む自治体の１つである (2)。各務原

市の人口は約 15 万人（2022 年時点）(3) で

あるが、そのなかで 3,652 人の在留外国人

が暮らしている (4)。これは、岐阜県下では、

岐阜市（10,180 人）、可児市（8,827 人）、

大垣市（6,024 人）、美濃加茂市（5,842 人）

についで５番目に多い数である。各務原市

に暮らす外国人のうち、最も多いのがブラ

ジル国籍であり、市内在留外国人の約 22％

に当たる 791 人が暮らしている (5)。在留資

格としては、身分・地位に基づく在留資格

である「日本人の配偶者等」「永住者の配

偶者等」「永住者」「定住者」が約６割を占

めており（2022 年）(6)、これは今後も各務

原市に長期で滞在する可能性が大きい人た

ちが半数以上もいることを示している。こ

うしたなか、各務原市に暮らす外国籍の児

童生徒の数は 187 人（小学生 127 人、中学

生 60 人（2022 年））で (7)、市内 17 校の公

立小学校に通っている。またこれとは別に、

ブラジル人児童生徒に関しては、市内に 1

校あるブラジル人学校に通うものもいる。

　本稿では、こうした外国人が多く暮らす

各務原市において、日本人とブラジル人の

子どもが交流する機会を作りたいという各

務原市青年会議所 (8) のメンバーの思いか

ら 2019 年に企画された「オータムスクール

2019」において、筆者が依頼を受けたコミュ

ニケーション講座でおこなった貿易ゲーム

の成果について報告するものである。詳し

くは次節で説明するが、貿易ゲームとは世

界経済の動きを擬似体験できるゲームであ

り、日本を含め世界中の学校教育のなかで

実践されている教材である。

　貿易ゲームに関する先行研究について、

試しに、国立情報学研究所が運営するデー

タベースである CiNii Research で「貿易

ゲーム」をキーワードに検索してみると

（2023 年５月 31 日）、33 件が検索された。

機関別にみると小学校から大学、企業に至

るまで、また内容別にみると社会科や世界

史、家庭科、初年次教育、経済学、社員研修、

日本語教育に至るまで、幅広く実践されて



図１　岐阜県各務原市の位置

出所：日本の地図（左）は、HAPPY CLOVER（https://happy-clover.com/download/japan-

map47.html、2023 年５月 31 日取得）より、各務原市の地図（右）は、各務原市「統計からみ

た各務原市の現状」（https://www.pref.gifu.lg.jp/uploaded/attachment/353504.pdf、2023

年５月 31 日取得）１頁より引用し、筆者作成。
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いることが分かる (9)。一方で、外国人を対

象とした実践については、日本語学習を目

的とした森岡・川西（2022）(10) の研究があ

るのみで、日本人と外国人の子どもが共に

する実践についての研究はみあたらない。

　筆者はこれまで、高等教育機関での教育

学に関連する授業のなかで貿易ゲームを実

践し、貿易ゲームには、貿易の仕組みを理

解するにとどまらない、人と人との関係に

ついての学びの可能性を感じてきた。依頼

を受けたコミュニケーション講座には、「レ

クリエーションをとおしてコミュニケー

ションには言葉以外にも方法があること

知ってもらいたい」という各務原市青年会

議所からの要望があった。子ども同士が協

力し、交渉し、議論しながら製品をつくる

貿易ゲームはまさにこの要望に応えるもの

であり、言葉の壁を越えた友好関係を築く

ことを目的とする本企画の趣旨とも合致す

るものであると考え、貿易ゲームを実施す

るに至った。さらに、日本人児童と外国人

児童が協働し、学ぶ本企画は、ユネスコが

提唱する「国際理解、国際協力および国際

平和のための教育ならびに人権および基本

的自由についての教育 (11)」である国際教

育の実践となりうるものであり、日本人と

外国人が共生する社会づくりに対しても示

唆を与える実践となりうる意義ある試みで

あると考えられる。そこで本稿では、各務

原市青年会議所主催「オータムスクール

2019」で筆者が実施した貿易ゲームの実践

を記録としてまとめるとともに、その成果

を考察することを目的とする。

　本稿は以下のように構成される。第２節

では、2019 年 11 月に各務原市青年会議所

が主催した「オータムスクール 2019」の概

要を、つづく第３節で筆者が担当したコミュ

ニケーション講座で企画した貿易ゲームの

概要を説明する。そして第４節では、貿易

ゲームの実践結果について考察をする。



表１　各務原市青年会議所主催「オータムスクール 2019」の募集要項

場所　　：各務原市青年自然の家

日時　　：2019 年 11 月 30 日（土）14：00 ～ 12 月１日（日）11：30

参加資格：小学校４年生～６年生 40 名、ブラジル学校生 20 名

参加費用：500 円（食費・保険代）

出所：各務原市青年会議所主催「オータムスクール 2019」の広報チラシより抜粋。

表２　各務原市青年会議所主催「オータムスクール 2019」のスケジュール

〈1日目〉

14：00 ～ 開会式

14：30 ～ アイスブレイク：ポルトガル語と日本語を使った挨拶

14：50 ～ 夕飯づくり：カレー

18：20 ～ コミュニケーション講座：貿易ゲーム

18：20 ～ 入浴

20：50 ～ 作戦会議：翌日のスコアオリエンテーリングの準備

21：30 ～ 就寝

〈2日目〉

６：30 ～ ラジオ体操

６：45 ～ マナーに挑戦：ブラジルと日本の朝食

８：30 ～ スコアオリエンテーリング

11：00 ～ 表彰式：子どもたちの挑戦に対する賞状の授与

11：30 ～ 閉会式

出所：各務原市青年会議所「オータムスクール 2019」の企画書より筆者作成。
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２．各務原市青年会議所主催「オータ

ムスクール 2019」の概要

　「オータムスクール 2019」は、各務原市

に暮らす日本人とブラジル人の児童に対し、

「言葉の壁を乗り越え友好関係を築く」こと

を目的として企画されたものである。１泊

２日の日程で構成された本企画の募集要項

とスケジュールは表１と表２に示すとおり

である。参加者の募集にあたっては、同年

９月に各務原市役所で開催された校長会や、

ブラジル人学校の校長への依頼、各報道機

関や LINE、市内小学校へのチラシ配布をと

おして、市中に広報された。

３．コミュニケーション講座

　　～貿易ゲームの実践～

　以上の企画内容のなかで、筆者は１日目

の夜に企画されたコミュニケーション講座

を担当した。

(1) 貿易ゲームについて

　貿易ゲームとは、1982 年に、イギリスの

開発 NGO クリスチャン・エイドによって考

案された開発教育のための教材である (12)。

貿易を中心に、世界経済の動きを擬似体験

することによって、①貿易を中心とした世

界経済の基本的な仕組みについて理解する

こと、②自由貿易や経済のグローバル化が

引き起こすさまざまな問題に気づくこと、

③南北格差や環境問題の解決に向けて、国

際協力のあり方や、私たち一人ひとりの行

動について考えることをめざす (13)。参加者

はグループに分かれ、渡された道具を使っ

て、指定された製品を作り、それを売って

お金を稼ぐことを目的に活動する。ただし、

渡される道具はグループ間で異なっており、

参加者は自分たちの置かれた不平等な環境

のなかで、他のグループとの協力や交渉、



図３　製品の型と価格

出所：「オータムスクール 2019」コミュニ

ケーション講座での提示資料（2019 年 11

月 30 日）。

図２　提示スライド

出所：「オータムスクール 2019」コミュニ

ケーション講座での提示資料（2019 年 11

月 30 日）。

表３：貿易ゲームに参加した子どもの属性

性別 男子 11 名、女子 18 名

国籍 日本人 24 名、ブラジル人５名

年齢 ８歳１名、９歳１名、10 歳 17 名、11 歳７名、12 歳２名、無回答１名

グループ ライオン６名、いぬ６名、ねこ６名、うさぎ５名、うし６名

出所：貿易ゲーム終了時におこなったアンケートをもとに集計。
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提案などのやり取りをおこなうことになる。

(2) コミュニケーション講座について

　コミュニケーション講座は、①講義、②

貿易ゲーム、③振り返りの３部で構成した。

その大まかな内容は以下のとおりである。

①講義

　冒頭 20 分ほど、日本語とポルトガル語を

使用して、パワーポイントで筆者の自己紹

介をしたのち、筆者が調査で訪れたパラー

州やパラナ州の風景、そこで出会ったブラ

ジル人や日系ブラジル人、日本人の写真を

提示しながら、日本とブラジルのつながり

についての説明をおこなった。そして、『世

界がもし 100 人の村だったら (14)』を題材に、

日本語話者とポルトガル語話者の人口規模

をクイズ形式で示し、その２つの言語を話

す人々が交流することの尊さを子どもたち

に伝えた。

②貿易ゲームの実践

　貿易ゲームでは、各務原市青年会議所が

あらかじめ作った５つの活動グループ（５

～６名／グループ）をそのまま本ゲームの

グループとした。参加者の情報は表３に示

すとおりである。貿易ゲームの冒頭に、各

グループの代表者に、グループ名を記載し

た道具の入った封筒を取りに来るよう指示

し、じゃんけんで勝ったグループから好き

な封筒をもっていってもらった。その際、

各封筒の中身については子どもには伝えて

いない。各グループに配布した道具は表４

に示すとおりである。

　貿易ゲームの冒頭で、渡された道具を使

用し、はさみを使ってきれいに製品をつく

るよう指示した。また、絶対に暴力をふるっ

てはいけないことも伝えた。作ってもらう

製品とその買取価格はパワーポイントで図

３のように提示した。ゲームで用いる通貨

については、貿易ゲームのオリジナル版で



表４　貿易ゲームで各グループに配布した道具の内訳

グ
ル
ー
プ
名

ライオン

Leão
いぬ

Cachoho
ねこ

Gato
うさぎ

Coelho
うし

Voca

道
具

鉛筆　　３本

ハサミ　２つ

定規　　２つ

分度器　１つ

コンパス１つ

紙（A4）１枚

クリップ（普）注20 個

鉛筆　　１本

ハサミ　１つ

定規　　１つ

紙（A4）１枚

クリップ（普）注５個

鉛筆　　１本

紙（A4）20 枚

クリップ（普）注２個

鉛筆　　１本

紙（A4）20 枚

クリップ（普）注２個

鉛筆　　１本

紙（A4）１枚

クリップ（普）注１個

出所：開発教育協会・かながわ国際交流財団『新・貿易ゲーム［改訂版］』開発教育協会、2009 年、

６頁を参考に筆者作成。

注：「クリップ（普）」はシルバーのクリップを意味し、１個 1,000 円として使用した。この他、

カラーのクリップは１個 10,000 円として使用している。
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は米ドルで設定されているが、本企画は参

加者が小学生ということを考慮し、日本円

で設定した。

　筆者は進行役を務め、各務原市青年会議

所のメンバーの２名がマーケット役に就き、

子どもが作った製品のチェックと買い取り

を担当した。また、その他のメンバーも適宜、

各グループにサポートに入った。貿易ゲー

ムをおこなった時間は約 50分である。

③振り返り

　貿易ゲームを終えたあと、全体での感想

の共有をする時間を取った。感想の記入に

あたっては、ブラジル人児童のことを念頭

におき、ポルトガル語で記入してもよいこ

ととした。

４．結果と考察

(1) 結果

　貿易ゲームの冒頭 10 分ほどの間は、道

具がないことに戸惑いもみせる子どもが多

かったが、徐々に周囲の状況を把握し始め、

道具の貸し借りや売買の交渉が始まった。

ゲームの中盤にあたっては、子どもたちも

活発に声を出すようになり、にぎやかな雰

囲気となり、ゲーム終了時まで盛り上がり

をみせた。

　ゲーム終了後、各グループが稼いだ金額

を掲載してもらい、結果を参加者で共有

した。結果は、１位はうさぎグループで

103,000 円、２位はライオングループで 97，

000 円、３位はねこグループで 52,000 円、

４位はいぬグループで 21,000 円、５位はう

しグループで 6,000 円であった。

　ゲーム終了後の振り返りにおいては、１

人のいぬグループの男子がねこグループには

さみを盗まれたことに対し文句をいう場面が

あった。それに対し、ねこグループからは盗

みを否定する声があがった。それらのやり取

りをふまえ、参加者全員に対し、どうしてそ

のようなことが生じたのかを考えるよう促し

た。しかしながら、子どもたちの間にはわだ

かまりが残ったままのようであった。

　子どもたちの発言を受けた後、筆者から

補足で子どもたちに考えてもらいたい２つ

の事柄に関する発問をおこなった。１つは

「机の上にある紙のゴミが多いのはどういう
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グループかな？」という発問、もう１つは「ど

うしてみんなで協力しなかったのかな？」

という発問である。これに対しては、参加

者からの発言を求めず、各自で考えてもら

うこととした。

　貿易ゲーム終了後に、参加したすべての

子どもが感想を寄せてくれた（巻末資料参

照）。その際、ポルトガル語で記入した児童

はいなかった。それらの感想をテーマ別に

整理すると、以下の５つのようにまとめられ

る。なお、引用する子どもの感想文は、可

能な限り、ひらがなや漢字、句読点の表記

等を原文のままにしている。ただし、解釈

が困難なものや他者を誹謗中傷する言葉に

ついては一部、修正や削除をしている。

①世界の諸問題について

　グループ間のもめごとをとおして、世界

で生じている戦争について言及する意見（H

さん、Zさん）や、協力しあうことが全員の

利益になること、嫌な思いをする人が減る

といったことに言及する意見（Yさん）が出

た。また、先進国による環境破壊について

言及する意見（Oさん、βさん）もあがった。

…全員で協力すれば、できるようになっ

た物もあるので、みんなは、なぜせんそ

うするんだろうと思いました。

（Hさん、10 歳、男子、日本人、いぬ）

…うしグループの国、うさぎグループの

国とかんがえてみたら。ねこグループは、

いぬグループのものをうばったときに、

ねこグループは「そんなこと言っていな

いし」とかいってたけど、いぬグループ

は「やったていってるし」、こんなことに

なったら、ぜったいせんそうになってる

ことがわかったのでよかったです。これ

から、ぼくたちが大人になったら、でき

るかはわからないけど、できたら、日本

だけじゃなく、ほかの国も、平和にでき

るようにがんばりたいです。

（Zさん、11 歳、男子、日本人、うし）

…全グループが協力してやっていたら、

お金もたまっていたし、とられたって思

う人がいなくなるんじゃないかなぁっと

思いました。

（Yさん、10 歳、女子、ブラジル人、うし）

…よいちしきをもっているところではお

金をかせげるかわりに、ごみが多く出し

大気おせんが多いことも分ったり、こまっ

ているグループは、幸せな所は助けてあ

げるとよいことも分ったので、とてもい

いけいけんになりました。

（Oさん、11 歳、女子、日本人、うし）

…一番お金をもっている場所が、環境を

破かいしていることをこのゲームをとお

して分かった。

（βさん、11 歳、女子、日本人、うし）

②人との関わりについて

　交渉をとおして、人からやさしくされる

ことのうれしさを感じ取ったという意見（C

さん、Q さん）や、自身が人助けをして良

い気分になったという意見（X さん）があ

がった。

…どなり声や「コンパスちょうだい」な

どのことがあったけどまたやるときにや

さしくしてほしいなと思いました。…また

やさしく声をかけられたいと思いました。

（Cさん、10歳、女子、ブラジル人、ライオン）

…ねこはやさしいグループだと思いまし

た。３枚も紙をあげるという。20枚もある

からあげる。やさしいなと思いました。…

（Qさん、12 歳、女子、日本人、ねこ）

…ねこチームがわたしたちにかみをあげ
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たからいいきもちになりました。いろい

ろみんなに「こうかんするから」のこえ

がいっぱいあってそこがいいとおもいま

した。…

（Xさん、10 歳、女子、日本人、うし）

③モラル違反について

　いぬグループは、ねこグループから定規

を盗まれたと認識しており、そのことに対

する不満の声が、「うざい」「くそ」といっ

た表現を使って寄せられた（Fさん）。逆に、

ねこグループからは、交換条件だったのに

という主張（P さん）もあり、双方で食い

違いが生じていた。また、ゲーム中に発せ

られたそうした罵詈雑言や盗みの被害に対

し、不愉快を覚えたという意見（γさん）

もあった。一方、うさぎグループのメンバー

からは、禁止されていないことだからとい

う理由で盗みをしたということと、それが

知恵であるという解釈が出された（Vさん）。

ねこチームにじょうぎをうばわれました。

「ぜったいにかえす」といったのにかえさ

なかった。（くそうざい）…

（Fさん、10 歳、男子、日本人、いぬ）

…いぬが紙３まいで、こうかんしてくれる

といったのに、なぞに「かえせ、かえせ、

かえせ…」とうるさくて、集中できなかった。

（Pさん、10 歳、男子、日本人、ねこ）

…ライオンチームから、どなり声があっ

た。ねこチームから、えんぴつやはさみや、

じょうぎをぬすまれた。いやだった。…

（γさん、11歳、女子、ブラジル人、ライオン）

ルールいはんとは書いてないので、グルー

プのさくせんで「ぬすみ」もしました。

これも１つのちえかな？・・・

（Vさん、10 歳、女子、日本人、うさぎ）

④貿易について

　他グループとの交渉を振り返り、あの時

こうしていればより利益があがったのに、

といった貿易における戦略の重要性を感じ

取った参加者もいた（Aさん、Bさん）。また、

作った製品が通常より高い価格で買い取っ

てもらったことに対し、丁寧にものを作るこ

と、そしてそれを評価してもらえることの喜

びを感じたという意見（Nさん）もあった。

…（コンパスを）売ってやったけど、紙

とコンパスをこうかんして、うさぎチー

ムみたいにすればよかったです。…

（Aさん、10 歳、男子、日本人、ライオン）

…うさぎグループの人たちが「コンパス

をちょうだい」といっていてコンパスを

2000 円でうってしまったので、もっと高

く売ればよかったと思いました。…

（Bさん、10 歳、女子、日本人、ライオン）

…１コ１コしんちょうにていねいにつくっ

たので、\1000 多くもらいました。その時、

とってもうれしかったです！ていねいに

書いたり、つくったりしてよかったと思い

ます。うさぎグループの人たちが「コン

パスをちょうだい」といっていてコンパ

スを 2000 円でうってしまったので、もっ

と高く売ればよかったと思いました。

（Nさん、10 歳、女子、日本人、ねこ）

⑤その他

　ゲーム自体を楽しんだという感想も聞か

れた（Dさん、Mさん）。

ゲームは、楽しかった。…

（Dさん、10歳、女子、ブラジル人、ライオン）

ぼくはまけてしまったけど、グループの

みんなとがんばれたので、よかったです。

また、ゲームがあったらグループといっ
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しょにがんばりたいです。今日は楽しかっ

たです。

（Mさん、９歳、男子、日本人、ねこ）

(2) 考察

　以上の結果をふまえ、本企画の目的であ

る「言葉の壁を乗り越え友好関係を築く」

ことと、コミュニケーション講座に求めら

れた「レクリエーションをとおしてコミュ

ニケーションには言葉以外にも方法がある

こと知ってもらいたい」という点について

考察するとつぎのようになる。

　まず、言葉については、今回の貿易ゲー

ムにおいては日本語を母語としないブラジ

ル人児童が５名参加した。ブラジル人児童

の「楽しかった」（M さん）、「やさしく声を

かけられたいと思いました」（C さん）、「全

グループが協力してやっていたら、お金も

たまっていたし、とられたって思う人がい

なくなるんじゃないかなぁっと思いました」

（Y さん）という感想からは、日本人児童と

協働できた様子が読み取れる。また、参加

者全体からは「ねこグループが」や「いぬ

グループが」といったグループに対する意

見はみられたものの、「日本人」や「ブラジ

ル人」といった国籍に対する意見はみられ

なかった。つまり、道具を使って製品を作

るという１つの目標にむかって、国籍や言

葉を越えた取り組みがおこなわれていたと

評価することができるだろう。

　つぎに、友好関係については、「楽しかっ

た」という率直な感想をはじめ、「全グルー

プが協力してやっていたら、お金もたまっ

ていたし、とられたって思う人がいなくな

るんじゃないかなぁっと思いました」（L さ

ん）という言葉などからも、友好関係をう

まく築く、あるいはより良い関係のあり方

を模索する時間となったと解釈される。一

方で、盗んだ、盗まれたというグループ間

のいざこざを、「うざい」といった表現で感

想文に書いたり、文句として直接相手に伝

えられたりした。貿易ゲームの性質上、道

具が十分に与えられなかったグループが盗

みを犯したり、寝始めたり、携帯電話を使

い始めるなどの行為が生じることは想定内

のことであり、そうした行為についても、

世界の不平等から生まれる戦争やテロ、犯

罪を理解する材料として活かすことができ

るというのが醍醐味の１つである。しかし

ながら、小学生という感情豊かな年齢とい

うこともあろうが、振り返りを終えた後の

感想のなかでもその怒りや不満が継続した

ままとなり、他者への非難として表出する

こととなった。「こんなことになったら、ぜっ

たいせんそうになってることがわかった」

（Z さん）という意見もみられたものの、こ

うした憎悪を持ち続けた状態で貿易ゲーム

が終わってしまった点においては、進行役

の力量不足であったことは否めないだろう。

この点において、「友好関係を築く」という

目標には十分な成果を得られたとはいいが

たい結果となった。

　以上のことを全体としてまとめると、本

企画における貿易ゲームの実施は、友好関

係の構築という点においては反省点がある

ことは否めないが、参加者が言葉や国籍の

壁を越えて、それぞれに平和や戦争、環境

問題、人との関わり方や社会の仕組みを学

ぶ機会となったという点においては、国際

教育の実践として一定の成果を得られと捉

えられるだろう。

５．おわりに

　本稿では、各務原市の「オータムスクー

ル 2019」で筆者が実施した貿易ゲームを記

録としてまとめるとともに、その成果につ

いて考察した。貿易ゲームは、従来、貿易

を中心とした世界経済の基本的な仕組みに

ついての理解を促す教材として、学校教育

のなかで実践されてきたものであったが、

本企画では、日本人児童とブラジル人児童
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が言葉の壁を越えて友好関係を築くという

目的の下、地域社会の取り組みのなかでお

こなった。その結果、日本人（日本語）と

ブラジル人（ポルトガル語）という国境や

言葉の壁を越えた協働がみられ、各参加者

がそれぞれに平和や戦争、環境問題、人と

の関わり方や社会の仕組みについて考え、

多くがそれを学びにつなげてくれた。一方

で、ゲームで生じたわだかまりや怒り、不

満が、一部の参加者において学びにつなぎ

きれなかったことについては課題として

残った。

　最後に、本企画全体の課題として、参

加者が日本人児童は 24 名であったのに対

し、ブラジル人児童はわずか５名のみにと

どまった点を指摘しておく。これは、保護

者の付き添いなしで子どもが宿泊イベント

に参加することに対するブラジル人家庭か

らの信頼が得られなかったためであると推

測される。このことをふまえると、今後、

日本人児童とブラジル人児童の交流をより

活発におこなっていくためには、まずは日

帰りのイベントから取り組んでいくのがよ

いのではないだろうか。2019 年 11 月に本

事業を実施したすぐ後に、世界は新型コロ

ナウイルス感性症の世界的流行という未曾

有の危機に陥った。日本人児童とブラジル

人児童の交流の一歩をふみ出したばかりの

各務原市にとっても、このパンデミックは

その後の活動展開のあしかせとなるものと

なったであろう。あれから４年が経過した

2023 年現在、新型コロナウイルス感性症拡

大も収束をみせ、各務原市でも青少年育成

事業が再開できていると耳にした。こうし

た小さな取り組みの積み重ねによって、各

務原市の日本人とブラジル人、そしてその

他の国籍の子どもたちの友好関係がさらに

深まっていくことが期待される。
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　「オータムスクール 2019」をとおして、

各務原市の子どもたちと交流できる貴重な

機会を与えてくださった各務原青年会議所

のみなさまにお礼申し上げます。本事業で

の貿易ゲームの取り組みが、各務原市の日
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注

(1) 出入国在留管理庁「令和４年末現在にお

ける在留外国人数について」（2023 年３

月 24 日 ）https://www.moj.go.jp/isa/

content/001393064.pdf（【令和４年末】公表資

料）。（2023 年５月 31 日取得）

(2) 詳 し く は、 各 務 原 市 役 所 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.city.kakamigahara.lg.jp/） 参

照。

(3) 各務原市「人口・世帯の推移」https://www.

city.kakamigahara.lg.jp/_res/projects/

default_project/_page_/001/008/020/4-2.

pdf。（2023 年５月 31 日取得）

(4) 岐阜県「県内在留外国人・市町村別（令和 4年

12 月末現在）」https://www.pref.gifu.lg.jp/

uploaded/attachment/358944.pdf。（2023 年５

月 31 日取得）

(5) 同上。ブラジル国籍についで多いのがベトナ

ム国籍の 603 人（約 17％）、フィリピン国籍の

592 人（約 16％）である。

(6) 各務原市「各務原市多文化共生推進プラ

ン（ 素 案 ）」（2022 年 11 月 ）https://www.

city.kakamigahara.lg.jp/_res/projects/

default_project/_page_/001/016/652/

tabunkakyoseisuisinplan2.pdf、４頁。（2023

年５月 31 日取得）

(7) 同上、７頁。（2023 年５月 31 日取得）

(8) 詳しくは、各務原青年会議所ホームページ

（https://www.kakamigahara-jc.org/）参照。

(9) たとえば、小学校での実践としては、堀江理
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砂「小学校実践 貿易ゲームで世界の不平等を

学ぶ」『家教連家庭科研究』第 351 号、2019 年、

32-37 頁や、中学校での実践としては、猪瀬武

則「中学校社会科公民的分野における実践的意

思決定能力育成：「貿易ゲーム」実践を事例と

して」『弘前大学教育学部研究紀要クロスロー

ド』第７号、2003 年、9-17 頁、高等学校での

実践としては、國原幸一朗「「貿易ゲーム」を

利用した参加型学習とその課題 :高等学校「現

代社会」の授業実践を通して」『社会認識教育

学研究』第 17 号、2002 年、31-40 頁、大学で

の実践としては、森朋也「大学における貿易

ゲームの実践と応用」『教育実践総合センター

研究紀要』第 51 号、2021 年、143-150 頁、企

業での実践としては、朝日新聞出版「ソニー、

味の素、マイクロソフト…に続々採用「貿易

ゲーム」有能社員を育てる秘密」『週刊朝日』

第 107 号、第 14 巻、2002 年、197-199 頁など

がある。

(10) 森岡千廣・川西菜緒「日本語教育における貿

易ゲームの応用」『日本語教育方法研究会誌』

第 29 号、第１巻、2022 年、４-５頁。

(11) 詳しくは、文部科学省「国際理解、国際

協力及び国際平和のための教育並びに人権

及び基本的自由についての教育に関する勧

告（ 仮 訳 ）」（1974 年 11 月 19 日 第 18 回 ユ

ネスコ総会採択）https://www.mext.go.jp/

unesco/009/004/013.pdf、（2023 年 ５ 月 31 日

取得）参照。

(12) 国際開発教育「新・貿易ゲーム　経済のグロ

－バル化を考える」https://www.dear.or.jp/

books/book01/1149/。（2023 年５月 31 日取得）

(13) 同上。

(14) 池田香代子・マガジンハウス ( 編 )『世界が

もし 100 人の村だったら 4 子ども編』マガジ

ンハウス、2006 年。
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出所：岐阜県各務原市青年会議所主催「オータムスクール 2019」の参加者による感想文より筆

者作成。

注：感想文は可能な限り、ひらがなや漢字、句読点の表記等を原文のままにしている。ただし、

解釈が困難なものや他者を誹謗中傷する言葉については一部、修正や削除をしている。また、

個人名についてはイニシャルに変更している。
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Cross-Cultural Connections:
Trade Games Uniting Japanese and Brazilian Children in 

Kakamigahara City

Noriko TAMURA
Kyoto University of Advanced Science

While the number of foreigners living in Japan witnessed a temporary 
decline in 2020 owing to precautionary measures implemented to curb the spread 
of COVID-19, the general trend is now moving toward an increase. According 
to the Immigration Services Agency, the foreign resident population in Japan 
surpassed 3 million in 2022. This upswing has prompted local governments, 
particularly those hosting large numbers of foreign residents, to explore ways 
to foster harmonious coexistence. Kakamigahara City in Gifu Prefecture is one 
such municipality making efforts to coexist with its foreign residents, boasting a 
population of 3,652 foreigners, with Brazilians comprising the largest group at 
around 22% in 2022.

In this paper, the author recounts their experience facilitating the Trade 
Game within the Communication Course as part of the Autumn School 2019 
initiative orchestrated by the Junior Chamber Kakamigahara. The aim is to 
provide a condensed overview and analysis of the results of the Trade Game for 
documentation purposes. The objective the Autumn School 2019 was to facilitate 
the "overcoming of language barriers and fostering camaraderie" between 
Japanese and Brazilian children. The Trade Game is a simulation of global 
economic dynamics and a widely practiced teaching tool in schools worldwide, 
including Japan. During the Trade Game at Autumn School 2019, 29 children 
participated—24 Japanese and 5 Brazilian—organized into 5 groups.

The children's refl ection sheets revealed several key points. First, Brazilian 
children cooperated well with Japanese children despite language barriers. In 
addition, while participants shared opinions about their groups, there was a 
notable absence of expressions related to nationality. In other words, participants 
transcended national and linguistic boundaries to work together toward a common 
goal of creating products using tools. Secondly, the establishment of friendship 
was evident through shared enjoyment, potentially serving as a foundation for 
better relationships. However, several children expressed anger and frustration 
during the Trade Game, using condemnatory words toward others. In this regard, it 
is diffi cult to assert that the goal of "fostering camaraderie" was fully realized.

In conclusion, despite some regrets in terms of fostering friendly relations, 
the Trade Game provided participants with valuable insights into peace, war, 
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environmental issues, interpersonal relations, and societal structures. This learning 
experience transcended language and nationality barriers, offering valuable 
insights to the participants.
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広島大学教育開発国際協力研究センター『国際教育協力論集』第 26 巻 第 1 号（2023） 49 ～ 55 頁

総合的な学習の時間および英語科における
ICT を活用した国際教育：

A市における小学校・中学校、教育委員会、
そして大学の連携による授業づくり

朝　倉　隆　道
（広島大学）

太　田　洋　舟
（広島大学大学院）

大庭フランシス光瑠
（広島大学大学院）

１．はじめに

　教育におけるテクノロジーの活用は、古

くはラジオにはじまり、テレビ、インター

ネットへと拡がりをみせてきた。このイン

ターネットに代表されるデジタル・テク

ノロジーの教育現場への導入には、批判

や危惧も投げかけられてきたが（例えば、

Fabricant & Brier 2016）、新型コロナウイ

ルス感染症（以下、Covid-19）の拡がりは、

そうした批判を部分的に覆い隠している 1。

日本においても、2019 年 12 月に閣議決定

された、小学校及び中学校における ICT 環

境の整備・運用を進める「GIGA スクール構

想の実現（Global and Innovation Gateway 

for ALL）」が、Covid-19 を契機として大幅

に加速し、学校教育におけるデジタル化を

促進している。その結果、学校教育の現場

では、ICT を用いる教育環境が急速に整備

されつつある。

　こうした教育現場の ICT 環境をどのよう

に活用していくのか。教育のデジタル化に

対する批判に応じつつ、いかなる教育プロ

グラムを実施していくのか。こうした点に

ついて、改めて検討する必要があるのでは

ないか。そこで本稿では、A 市教育委員会

および広島大学が、A市立小学校・中学校と、

モルディブ共和国（以下、モルティブ）2 の

B スクール 3 の教室をオンラインでつなぎ、

英語で実施している国際教育プログラムの

事例を報告し、その課題や解決策について

検討を行う。

　本プログラムにおいてモルディブを選定

したのは、同国はディヴェヒ語を母語とす

るが、英語教育が就学前から導入され、英

語でのコミュニケーションが取れること、

また日本の小学校・中学校両者との交流が

可能と回答を得られたこと、そして本プロ

ジェクト関係者に伝手があったためである。

本稿の執筆者 3 名は本プログラムに広島大

学の立場で関わっている者であり、特に太

田は、外務省在外公館専門調査員としてモ

ルディブに 2021 年 3 月から 2023 年 3 月ま

で滞在した経験を有する。

２．実施授業の概要

　本稿で取り上げる ICT を活用した国際教

育の事例は、2023 年度から開始し、小学校

（5 月、9 月、2 月）計 3 回、中学校（6 月、

9 月）計 2 回のオンライン交流授業を柱と

した 1 年間のプログラムとして実施してい

る。児童生徒が異なる社会文化的な背景を

持つ人々との交流を通じ、相手の文化や価



表 1. オンライン交流授業のアジェンダ

時程 内容 備考

13：30 ～ 13：40 開会あいさつ、学校紹介（教員） 全体会場

13：40 ～ 13：45 場所移動

13：45 ～ 14：15 ・ A 市立小学校の発表

- 自己紹介と日本のこと

（自分の紹介したいテーマを発表）

- 簡単な問題

・ B スクールからの質疑と応答

個別会場（2教室）

- 各クラス 8グループ

- 各自フリップを準備、活用

14：15 ～ 14：20 休憩

14：20 ～ 14：55 ・ B スクールの発表

- 学校紹介、気候、文化、歴史など

・ A 市立小学校からの質疑と応答

- 代表児童が交代で発表

- パワーポイントを活用

- 通訳の補助

14：55 ～ 15：00 閉会あいさつ 各会場
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値観に触れ、言語や異文化への関心、それ

らを学ぶ意欲を高めること、また、自らの

紹介を通し、自文化に対する理解を深める

きっかけとすることを目的としている。現

在までに A 市立の小学校・中学校で、それ

ぞれ 1 回、モルディブの B スクールの教室

をオンラインでつなぎ、それぞれ文化や社

会に関する紹介を実施した。

　教室間を結ぶため、A 市立の小学校・中

学校は、各会場で大型提示装置 2 台（相手

校視聴用、資料掲示用）、PC2 台（遠隔用、

資料掲示用）を用いた。B スクールでは、

各会場で大型提示装置 1 台、PC1 台を使用

した。通信手段には Google Meet を利用し

た。両者とも校内で準備できるファシリティ

を用いて開催している。

　第１回の交流授業の概要を、以下 a)、b)

で紹介する。

a) A 市立小学校 : 総合的な学習の時間を利

用した交流授業

　5 月 25 日（木）13:30-15:00（日本時間）
4 に、日本の A 市立小学校とモルディブの B

スクールとのオンライン交流授業を実施し

た。A 市立小学校からは、6 年生の 2 学級お

よそ 80 名が、B スクールからは 5 年生と 6

年生のおよそ 40 名が参加した。A 市立小学

校では「総合の学習の時間」に実施し、B

スクールは日本の「総合の学習の時間」に

該当する時間がないため、特例で学級担任

の主導により、「日本の生徒児童とのオンラ

イン交流」があてられた。

　当日の流れは、まず、A 市立小学校の校

長が開会あいさつを行い、英語専科教員が

学校紹介を実施した。その後、2 つの教室

に学級ごとに別れた。児童による交流は A

市立小学校の紹介から始まり、1 グループ

（5 ～ 6 人）ごとに順番にカメラの前に移動

し、一人一人が自己紹介と観光地や食べ物

などに関する紹介を 20 秒程度で伝えた。そ

の際、児童自身が事前に作成したフリップ

を用い、相手側にわかりやすく伝えられる

よう工夫した。また、児童から簡単な質問

として、例えば「お寿司は好きですか？（Do 

you like Sushi?）」と聞き、それに Bスクー

ルの児童が回答するという、やり取りも試

みられた。その後、B スクールの児童から

学校生活や日本文化に関する質問が投げか

けられた。

　続いて、B スクール側からは、代表児童

の約 3 名がモルディブに関する紹介を行っ

た。B スクールはパワーポイントで図や写



図１：A 市立小学校の様子（６年生） 図２：画面越しの Bスクールの様子

出典）NHK 広島放送局

表 2. オンライン交流授業のアジェンダ

時程 内容 備考

13：30 ～ 13：35 開会あいさつ（教員） 個別会場（2教室）

13：35 ～ 14：15 ・ A 市立中学校の発表

- 自己紹介と日本のこと

（8 グループが各テーマに関する発表、

グループの最終発表者がクイズ出題）

・ B スクールからの質疑と応答

各会場

- 各クラス 8グループ

- パワーポイントを活用

- クイズ形式での交流

14：15 ～ 14：20 休憩

14：20 ～ 14：55 ・モルディブ側の発表

- 学校紹介、宗教、文化、気候、言語

・ A 市立中学校からの質疑と応答

- 代表児童が交代で発表

- パワーポイントを活用

- 通訳の補助

14：55 ～ 15：00 閉会あいさつ 各会場
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真を用いながら、モルディブの気候、文化、

歴史、学校生活などについて紹介した。そ

の後、A 市立小学校の児童が興味をもった

ことについて質問を投げかけた。A 市立小

学校側では、児童が質問しやすいよう、ど

う英語で質問すればいいのか、近くにいた

広島大学のサポーターが伝え、児童自らが

質問できるよう促した。

　下記の写真は、オンライン交流授業の翌

日に、NHK 広島放送局の朝のニュースで放

映された映像の一部である。

b) A 市立中学校 : 英語を利用した交流授業

　6 月 20 日（ 火 ）13:30-15:00（ 日 本 時

間）5 には、A 市立中学校とモルディブの B

スクールとの、オンライン交流授業を実施

した。A 市立中学校からは、3年生の 2学級

およそ80名が、Bスクールからは7、8年生（日

本の中学校 1、2 年生に相当）のおよそ 20

名が参加した（夏休み直前の開催となり、B

スクール参加者が、生徒数全体の 6 割程度

に留まった）。A 市立中学校では「英語」と

して実施し、B スクールでは、特例で学級

担任の主導により「日本の生徒児童とのオ

ンライン交流」の時間として開催した。

　小学校とは異なり、A 市立中学校は最初

から 2つの教室で学級ごとに、また Bスクー

ルは学年ごとに別れて開始した。生徒の交

流は A市立中学校から始まり、1グループ（5

～ 6 人）ごとに順番にカメラの前へ移動し、

自己紹介と日本紹介を行った。各グループ

による日本紹介では、日本の食事やアニメ、
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観光スポットなど、生徒自身が関心を持っ

たテーマを選び、パワーポイントを用いて

説明した。また、3 択クイズの形式で問題

を出題し、それに対して B スクールの生徒

が回答するという流れで交流が行なわれた。

その後、B スクール側から日本の学校生活

や日本文化に関する質問も投げかけられた。

　続いて、B スクール側は代表生徒 2 名が

モルディブの紹介を実施した。B スクール

も同様に、パワーポイントで図や写真を交

え、モルディブの宗教や文化、気候、言語、

学校生活などについて紹介した。その後、

A 市立中学校側から興味をもったことにつ

いて質問を投げかけた。A 市立中学校では、

どのように英語で質問すればいいのか、ファ

シリテーターである英語教員や近くにいる

広島大学のサポーターが生徒に伝え、小学

校と同様、生徒自らが質問できるよう支援

した。

３．デジタル化に対する課題と、その

対応

　「はじめに」で述したように、デジタ

ル・テクノロジーを教育に導入することに

は、教育社会学や教育哲学などの立場から

依然として懸念が示されている（例えば、

Fabricant & Brier 2016; Anderson 2023）。

それらの批判は、主に (1) デジタル化を促

す民営化、(2) 学校教育の職業教育化、(3)

学習に対するモチベーション維持の難しさ、

といった 3 点にまとめることができる。ま

ず、(1) については、教育におけるデジタ

ル化が企業、特に ICT 企業によって促され

ており、教育の民営化のもと、教育の機会

均等を崩してしまう可能性や、また、教育

内容に企業の影響が生じクラブとラザーソ

ン (2006=2012) が指摘するような、学校教

育の優先を職業準備に転換してしまうと

いった (2) の批判に結びつく。日本でも、

日本経済団体連合会が「GIGA スクール構想

の確実な実施に向けた緊急提言」を 2021 年

11 月 16 日に発出しており、経済団体から

教育におけるデジタル化が促進されている

ことには留意する必要がある。また、オン

ライン上での学習は、生徒児童のモチベー

ションを高めたり、対話的な場の形成には

不向きな側面が指摘されている (Fabricant 

& Brier 2016; Anderson 2023）。

　こうした 3 点に対し、本稿で取り上げた

事例の授業づくりでは、大学人材の介在と、

児童生徒の関心を高める工夫を実施した。

a) 大学人材の介在

　本プログラムの開催は、大学人材が両国

間の教育行政・学校を仲介することで支え

ている。本プログラムは、広島大学を訪れ

たモルディブの教育担当国務大臣アブドッ

ラ・ラシード・アフメド氏が、A 市教育委

員会と意見交換を 2022 年 5 月に行ったこと

をきっかけに、その後、A 市から交流授業

の実施を本稿執筆者の一人である太田を介

してモルディブ教育省に同年 9 月に打診し

た。実施決定後には、A 市教育委員会、参

加学校の関係者および広島大学との打合せ

内容を、太田がモルディブの関係者に伝え

るなど、橋渡しの役割を担った。また、モ

ルディブの学校選定も、太田がモルディブ

の学区長らと、学校規模などを考慮しなが

ら調整した。

　一方で、教育内容については、各学校の

教員の意見を汲み取るようにしている。ま

た、広島大学関係者は、大学の関与を徐々

に減らし、将来的には、各学校だけでも開

催できる体制を整え、持続性を担保するよ

う試みている。関係者間の打合せでも、大

学の支援がなくても各学校で継続できるよ

う、初年度をプラットフォーム形成のため

の一歩目と位置づけて欲しいこと、また今

後に向けた運営面の課題や人材育成につい

ても意見交換を実施した。こうした観点か

ら、学校が既に保有する機材を利用し開催
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している。これにより、企業介入や教育の

職業化を限定的に留め、教育委員会や学校

がイニシアティブを持てるようにしている。

b) 児童生徒の関心を引き出す工夫

　本プログラムでは、児童生徒の関心を重

視した授業づくりが心掛けられた。日本側

の事前打合せでは、A 市教育委員会や参加

学校から、児童生徒が自ら紹介したいと思

う内容を大切にし、自分たちの紹介を実施

してもらいたいといった意見が投げかけら

れ、それを柱とした授業づくりがなされた。

そして、オンラインの交流授業だけでなく、

通常授業においてもモルディブに関する学

習や、日本や学校の紹介を行うフリップや

パワーポイントといった資料作成を通し、

相手に対する関心や、自分たちのことをど

う紹介すれば伝わるのか、考える機会を設

け、児童生徒の関心を高めた。

　また、日本側では相手からの紹介やこち

らの質問をどの程度、またはどのように通

訳を入れるのか、児童生徒の発話を妨げな

い工夫をどうするのか、検討を実施した。

そこで極力、通訳を入れる機会を減らすと

ともに、広島大学学生７名がサポーターと

して参加し、両校間の質問と回答のキャッ

チボールを円滑に行えるようファシリテー

トを行った。例えば、B スクールが宗教に

ちなんだ話で、A 市立小学校・中学校の児

童生徒、教師が理解できない時、どういう

社会環境の中で形成された話なのか解説を

加えて伝えた。質問があれば積極的に挙手

できる場を提供し、英語で話すことに消極

的になってしまう児童生徒も気軽に話せる

場づくりを心掛けた。実際、A 市立小学校

の教室では、質問に回答があると、英語で

の意思疎通ができたこと対し、大きな歓声

が沸いた。同世代の児童生徒に対し、自分

たちの英語での質問に回答があることで、

「伝わった」と実感できたことは、言語や異

文化への壁を取り払い、国際理解を促すた

めの一助となるのではないか。一方で、今後、

こうした大学からのサポートをどのように

継続するか、特に、教員の負担が増加しな

いで実施する方法を模索することが課題と

なる。

４．おわりに

　本プログラムは 2023 年度に始まり、これ

から第 2 回を 9 月 19 日及び 9 月 21 日、そ

して小学校のみ 3 回目を 2 月中に実施する

予定である。ICT を利用した授業づくりが

コロナ禍を経て急速に進みつつある。その

一方で、デジタル・テクノロジーに対する

批判にも耳を傾け、いかにそれに対応した

授業づくりを行うのか。本稿は、そうした

問題意識を考える素地を提供することを目

的としている。

　教育委員会や学校がイニシアティブを取

りながら持続的な授業づくりを行う一方、

大学（特に、大学院生）は相手の学校との

仲介役やコミュニケーションを繋ぐといっ

た、橋渡しの役割を果たしている。その際、

大学側としては、学校教員の意見を重視す

ることで、活動が持続的なものとなること、

また児童生徒の興味関心を高めることを目

指している。今後、2 回目、3 回目の交流

授業を通して、教師の負担や B スクール側

の意見も考慮しながら、学校や教育行政が

ICT を活用した国際教育の授業づくりの事

例を積み上げ、ノウハウの蓄積と、それを

どのように移転するか検討する必要がある

と考える。
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日下部ゼミ生の協力のもとに実施していま

す。御礼申し上げます。

注

1 例えば、教育のデジタル化に対する課題に触れ

つつも、OECD 教育・スキル局長であるアンド

レアス・シュライヒャー氏が、かつて関心を示

してこなかった人々までもがソリューション

を求めているとする（Anderson, J. 2020）。

2 モルディブの教育制度は 6-4-2 制を採用し、義

務教育は満 4 歳から 16 歳（幼稚園年中から 10

年生）となる。12 年生までがモルディブ教育

省の管轄下となる。

3 スクール Bは島唯一の公立学校であり、幼稚園

年中から 10 年生までを一貫校として運営して

いる。

4 モルディブ時間では、9:30-11:00 となる。

5 モルディブ時間では、9:30-11:00 となる。
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International education using ICT in integrated studies and 
English classes:

Designing classrooms through collaboration

Takamichi ASAKURA
(Center for the Study of International Cooperation in Education, Hiroshima University)

Yoshu OTA
(Graduate School of Hiroshima University)

Francis Hikaru OBA
(Graduate School of Hiroshima University)

This paper introduces lessons and challenges in the creation of information 
and communication technology (ICT)-based international education in elemcrtary 
and junior high schools. It uses online exchange classes with School B in the 
Republic of Maldives as a case study in integrated studies (elementary school) 
and English class (junior high school) in City A. While the introduction of digital 
technology into education has been met with criticism and apprehension, the 
spread of COVID-19 has partially overshadowed such criticism and greatly 
accelerated the digitalization of education. Therefore, it is important to consider 
what kinds of educational programs will be implemented while responding to this 
criticism.

This paper reports on a case study of an international education program 
conducted by the Board of Education of City A and Hiroshima University through 
an online connection between classrooms in the elementary and junior high 
schools in City A and classrooms in School B in Maldives via English. While the 
lessons were designed to draw students’ interest and involve university personnel 
while being aware of criticisms about digitalization, the paper also introduces 
future issues, such as the burden on teachers, and provides insight into the future 
of using ICT-based education in integrated studies and English classes. 
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タイの人身取引被害政策の陥穽
─サバイバーのその後─

佐　藤　仁　美
（広島大学大学院）

日下部　達　哉
（広島大学）

１．研究の背景と目的

　本研究は、タイで人身取引の被害にあっ

たサバイバーらが、シェルターを出たあと

に、どのような生活を送っているかを調査

し、本人や家族の考えを明らかにする研究

である。

　本研究の背景をまず述べていく。2021年、

世界では 4,960 万人が「現代奴隷」として

生活、うち 2,760 万人が性的搾取を含む強

制労働として搾取され、2,200 万人が強制

結婚の被害者であるといわれている (ILO, 

2022)。つまり、世界の 150 人に 1 人が日々

奴隷として生活していることになり、2016

年の調査時と比べて、その数は 930 万人ほ

ど増加している。UNODC (2021) によると、

世界の人身取引被害者のうち、5 人が成人

女性で、2 人が成人男性、2 人が少女、1 人

が少年である。即ち、被害者の 3 分の 1 が

子どもだったことになる。この地球規模の

問題を解決するため、多くの国々が法改定、

政策を打ち出し、対策を取っているが、未

だ解決には至っていない。

　本研究の対象国であるタイは、ASEAN 諸

国でも人身取引対策をリードしている国の

1 つである。2021 年、タイ政府は 2020 年に

比べ人身取引の捜査件数を増やし、人身取

引防止法の強制労働条項の実施ガイドライ

ンを策定、人身取引被害者特定センターを

新たに設置した。その努力が認められ、タ

イはアメリカが 2000 年人身取引被害者保護

法に基づき、人身取引問題に対する世界各

国の取り組みを毎年格付けしている人身取

引報告書の 2022 年版において、4 段階評価

のうちの第 2 階層（2000 年人身取引被害者

保護法の最低基準を完全遵守まではいかな

いが、遵守するために努力している国）に

格上げされた (USDOS, 2022)。また現在、

タイ政府が運営する人身取引被害者のため

の国営シェルターは、男性用シェルター 4ヶ

所、女性用シェルター 4 ヶ所、少年用シェ

ルター 1 ヶ所の合計 9 ヶ所ある。筆者は、

2018 ～ 2020 年にかけて、JICA 海外協力隊

として、ナコーンラーチャシーマー県（以

下「コラート」と称する）にある女性用のシェ

ルター（バーン・ワン（仮名））で活動をし

た。シェルターでは、情緒安定のプログラ

ムや職業訓練などが実施され、シェルター

で過ごす約 1 年の間で、多くの被害者が心

身の回復に成功していた。

先行研究

　シェルターでのこうした成果は、第 2 階

層に相応しいと考えられる一方、Lisborg & 

Plambech (2009) によると、サバイバーの

短期的社会復帰支援が中心で、サバイバー

がシェルターを出た後、引き続き脆弱な立

場に置かれたり、再び人身取引被害者となっ

たりすることを防ぐには不十分であると指

摘される。実際に、政府やシェルターによ

る社会復帰支援を受けた後、再び人身取引

の被害にあうサバイバーの存在が確認され
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ている。また、18 歳以下で人身取引の被害

にあった子どもたちは、成人後、あるいは

人身取引の状況を脱してから 2 年以内に再

び被害者となることが多いという報告があ

る (IOM, 2010)。

リサーチ・ギャップ

　これまでの研究においては、政策提言や

法律による保護、シェルターや NGO にお

ける支援内容については豊富な研究群 ( 青

木 , 2018; 日下部 , 2019; 平井 , 2021)

が存在するが、被害者らがシェルターを出

たその後について追跡するような研究は乏

しい。筆者が所属していた国営シェルター

（バーン・ワン）でも、職員は、サバイバー

の SNS に掲載している写真や文章を通して、

中には再び売春をしている者がいるだろう

という予測をしていた。しかし正式な追跡

データが存在せず、自らの支援のその後を

把握していなかった。サバイバーはシェル

ターを出た後も、裁判手続きの関係で 3 ヶ

月ごとにシェルターに来ることになってい

たが、関わり方が希薄、あるいは、県外出

身のサバイバーは、手続きに来ないケース

も多く、そういったサバイバーのその後の

様子は全く分からなかった。

　そこで本研究では、バーン・ワンを事例に、

シェルターを出た後のサバイバーを追跡調

査することで、サバイバーのその後の生活

状況や、本人や家族の考えを明らかにする

ことを目的とする。まず、研究方法につい

て述べた後、人身取引の概要として、定義

や、世界とタイにおける人身取引の現状に

ついて、国際的な報告書をもとに説明する。

そして、シェルターでの支援内容と課題に

ついて、バーン・ワンを事例に筆者の経験

と先行研究をもとに紹介する。その後、サ

バイバーの追跡調査の結果を、サバイバー

が被害者となるまでの背景やシェルター在

所中の様子も含めて述べる。最後に、まと

めを記述する。

　研究ノートとしての性質上、また紙幅の

都合上、本稿では、上記の通り、既往研究

の空隙を上述のような提示に留め、包括的

な視点からのリサーチ・ギャップの提示は

別稿に譲りたい。

２．研究方法：サバイバーの目線を確

保した観察・インタビュー調査

　筆者は、2018 ～ 2020 年 JICA 海外協力隊

として、コラートにある人身取引被害者の

ための国営シェルター（バーン・ワン）で

活動を行った。同シェルターの勤務期間で

ある約 2 年間において、参与観察やインタ

ビュー調査を行った。

　また、サバイバーのその後に関しては、

2019 年から 2020 年にかけて、シェルター

を出たあとも SNS を通して筆者と連絡を

取っていた 6 人のサバイバーの地元や自宅

に出向き、インタビュー調査と参与観察か

らなる追跡調査を行った。今回調査を行っ

たサバイバーはいずれも東北部（イサーン）

に住む、追跡調査当時で 14 歳～ 17 歳の性

的搾取の被害にあった者である。対象は、

サバイバーのみならず、可能であれば保護

者や親戚とも会話をし、時には宿泊するこ

とを通して、サバイバーの置かれている生

活環境や家庭環境をより深く調査した。

３．人身取引の定義

　議論を進めるうえで、まず人身取引とい

う、広範に理解されているであろう定義に

ついて、本研究なりの捉え方を示しておく

必要がある。

　国際組織犯罪防止条約人身取引議定書第

三条には、以下のように記載されている。

　「人身取引とは、搾取の目的で、暴力（中

略）脅迫（中略）などぜい弱な立場に乗

ずる（中略）目的で行われる金銭若しく
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は利益の授受の手段を用いて、人を獲得

し、輸送し、引き渡し、蔵匿し、又は収

受することをいう。搾取には、（中略）他

の者を売春させて搾取することその他の

形態の性的搾取、強制的な労働（中略）、

隷属又は臓器の摘出を含める。暴力、脅

迫、金銭若しくは利益の授受の手段が用

いられた場合には、人身取引の被害者が

（中略）搾取について同意しているか否か

を問わない。搾取の目的で児童（18 歳未

満）を獲得し、輸送し、引き渡し、蔵匿し、

又は収受することは、暴力、脅迫、金銭

若しくは利益の授受のいずれの手段が用

いられない場合であっても、人身取引と

みなされる。」※（中略）は筆者

　上記の定義では、本論がターゲットとす

る性的搾取の人身取引被害者とセックス

ワーカーを区別するには少々分かりにくい

ため、本論文では下記の通りとする。

　「人身取引とは、加害者が金銭的利益を

得ること（搾取）を『目的』として、被

害者を売春させたり、他の形で性的搾取

したり、強制労働などに従事させたりす

ることである。また、加害者は暴力や脅

迫などの『手段』を使って、被害者を獲

得したり、移送したりする『行為』を行

うとされるが、被害者が 18 歳未満の際

は、加害者が搾取を目的としていた場合、

暴力や脅迫などの手段を取っていなくて

も人身取引とみなされる。つまり、被害

者が 18 歳未満で、加害者が金銭的にいく

らか利益を得ていた場合は、例え被害者

が売春行為に同意し、被害者が売春行為

を通して金銭を得ていても人身取引にな

る。」

　本論文の定義は、日本警察庁、タイ社会

開発・人間安全保障省、アメリカ国務省の

定義とほぼ同義と言えるが、「目的」「手段」

「行為」の 3 つの観点にフォーカスし、本論

が主にターゲットとする 18 歳未満の性的搾

取の人身取引被害者の例を分かりやすくし

た。繰り返しになるが、どこの国でも 18 歳

未満の意思決定は売春行為に際しては無効

とされる。

　また、人身取引被害者は、しばしばサバ

イバーと称されることもある。本研究では、

シェルターで過ごすまでの被害者を「被害

者」とし、シェルターを出たあとの被害者

を「サバイバー」と記述することとする。

４．人身取引の世界的動向とタイでの

現状

　まずは、本論がターゲットとする人身取

引被害者とは、どのような背景で被害者に

なっているのか、そもそも人身取引にはど

のような形態があるのかなど、被害者理解

の必要性から、世界における人身取引の動

向において、人身取引業者の標的になりや

すい層から紹介する。UNODC (2021) による

と、人身取引業者は、社会的に弱い立場に

ある人々を利用する。例えば、極貧家庭、

家族崩壊、親から守ってもらえない・世話

をしてもらえない家庭の子どもたちや大人

がターゲットになりやすい。低所得国では、

発見された被害者の半数を子どもが占め、

そのうち 46％が強制労働の目的で人身取引

されている。そして高所得国では、子ども

は主に性的搾取、強制犯罪、物乞いの目的

で人身取引されている。さらに、新型コロ

ナウイルス感染症の大流行によってもたら

された急激な失業率の上昇、雇用の減少は、

これまで以上に社会的に弱い立場の人たち

を追い詰めた。生きるため、そして自分の

生活を少しでもよくするために、リスクが

高いと知っていてもそちらを選択する人が

増え、結果、人身取引の被害にあう者が増

加したのである。

　次に、搾取形態とその割合について述べ
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る。世界で発見された人身取引被害者の

50% が性的搾取、38％が強制労働、6％が強

制犯罪行為、1％は物乞いとして搾取されて

いる。さらに、強制結婚や臓器摘出などの

ために人身取引された人々も 1％未満では

あるが存在する。また、子どものみに焦点

を当てた場合、ほとんどが性的搾取の人身

取引被害者である。性的搾取（女児被害者

の 72％）、強制労働（男児被害者の 66％）

に加え、子どもたちは物乞いや薬物売買な

どの犯罪行為の強制を目的に搾取されてい

る (UNODC, 2021)。そして、搾取形態とし

て最も多いのが性的搾取である一方、近年

では強制労働の割合も増えているため、様々

な視点からの人身取引対策が必要とされる。

　続いて、本研究の調査地であるタイに

フォーカスをして、人身取引の現状と子ど

もたちがどのようなきっかけや背景を通し

て被害者になっているかについて述べる。

USDOS (2022) によると、人身取引業者はタ

イ、その他の東南アジア諸国、スリランカ、

ロシア、ウズベキスタン、アフリカ諸国か

ら来た女性、男性、LGBTQI+ の大人や子ど

もたちをタイで搾取している。また、子ど

もに焦点を当てると、タイ、ビルマ、ラオ

ス、カンボジア出身の者が、売春宿、マッ

サージ店、バー、カラオケラウンジ、ホテル、

個人宅などで、性的人身取引の被害にあっ

ている。特に新型コロナウイルス感染症の

大流行以来、オンラインでの子どもの性的

搾取が増え続けている。以前にも増して、

インターネット、チャット、出会い系アプリ、

その他ソーシャルネットワークのプラット

フォームが、子どもたちを人身取引業者の

甘い誘惑に誘い込むきっかけになっている。

　また、世界の動向と同様、タイでも新型

コロナウイルス感染症大流行の影響により

家族が失業し、その結果、人身取引の被害

にあうリスクの高い子どもたちの割合が増

加した。例えば、タイの子どもたち約 17 万

7,000 人（ほとんどが少年）が、農業、自

動車修理などのサービス業、建設業、製造

業、接客業などの児童労働に従事しており、

強制労働を示唆する状況に直面しているこ

とが明らかになった。これらの子どもたち

の半数以上は学校に通っておらず、多くは

危険な条件や、長く不規則な労働時間の環

境下で働き、性的搾取の危険にもさらされ

ていることが分かっている。

　さらに、男性や少年においては、タイ、

ビルマ、カンボジア、ベトナム、インドネ

シア出身の者が、タイや外国が所有する漁

船で、船主やブローカーによって強制労働

を目的に搾取されている。賃金は少額、あ

るいは不定期で支給され、ブローカーや雇

用主から借金をしているケースが多い。船

の上では十分な食料、水、医療品は与えら

れず、週 7 日、1 日 18 時間から 20 時間も

働かされている現状である。なかには、脅

しや暴力、薬物を使って強制的に長く働か

せたり、さらなる借金を作る手段として彼

らに麻薬を売ったりする船長もいた。さら

に、政府関係者や警察など権力がある立場

の者の中に、被害者を搾取している事業主

や売春宿から賄賂や融資を受けるなどして、

人身取引に直接加担する者がいることも明

らかになっている。

５．シェルター（バーン・ワン）での

支援内容と課題

　ここまでは世界とタイにおける人身取引

被害者が被害者となるまでの背景や、被害

者が置かれている現状について国際的な報

告書をもとに説明した。ここからは、人身

取引被害者が警察によって救済されたあと

に保護される場所であるシェルターに焦点

を当てて、筆者の参与観察とインタビュー

調査の結果を紹介する。現在、タイ政府が

運営する人身取引被害者のための国営シェ

ルターは、男性用シェルター 4 ヶ所、女性

用シェルター 4ヶ所、少年用シェルター 1ヶ
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所の合計 9ヶ所ある。本章では、女性用シェ

ルターのうちの 1 つである、バーン・ワン

を事例にシェルターでの支援内容や成果、

課題について、筆者の経験と先行研究をも

とに述べる。

(1) バーン・ワンでの支援内容と成果

　バーン・ワンは、タイの首都バンコクか

ら東北へバスで 4 時間ほど向かった、東北

部（以下「イサーン」と称する）のコラー

トという地方都市にある、人身取引被害者

のための女性用シェルターである。イサー

ンは、ラオスやカンボジアと国境を接して

おり、タイの中で最も貧しい地域ともいわ

れている。イサーンの人身取引被害者保護

を管轄しているバーン・ワンには、4 つの

使命がある。1 つ目は、タイのイサーンで

人身取引の犠牲になっている少女や女性を

保護すること。2つ目は、18歳未満の少女や、

自発的に保護を受ける 18 歳以上の女性を保

護し、面倒を見ること。3 つ目は、職業訓

練施設としての役割をもち、最初の保護先

から 2 年を超えない期間、少女や女性を受

け入れること。4 つ目は、2003 年の児童保

護法に基づく保護福祉施設となることであ

る。

　バーン・ワンでは裁判が終わるまでの約

1 年間、全ての被害者に衣食住が与えられ

ていた。2020 年の時点で、53 人の被害者

たちがバーン・ワンで共同生活をしていた。

そのうち、12 歳から 18 歳のタイ人（30 名）

やラオス人（3 名）は性的搾取の被害者で

あった。また、18 歳から 30 代後半のラオ

ス人（15 名）は食肉加工工場で強制労働を

させられていた。残りのタイ人（5 名）は、

孤児や障害をもつ女性たちであった。

　被害者たちは警察に保護された後、約 1ヶ

月間、初期入所室というところで情緒安定

のプログラムを受ける。タイ人職員が行っ

ていたプログラム内容は、カウンセリング

を含め、手芸や塗り絵、ブレスレットやク

ラフト作りなどが主であった。被害者らは

徐々に心を開いていき、初期入所室の職員

のことを母親のように慕っていた。手芸な

どのアクティビティに取り組むことで、集

中して何かを作成することが少しずつでき

るようになり、完成したものを実際に使う

ことで、達成感や喜びを感じている様子で

あった。また、筆者は、主にこの初期入所

室に配属され、英語や日本語の授業を行っ

たり、タイ人職員と共に人身取引や HIV/

AIDS、キャリア教育のアクティビティ、毎

朝の掃除指導を企画し実行したりした。以

下、シェルターでの活動を通して被害者た

ちの情緒が回復した視点から分析するとい

う目的で、アクティビティの感想を列挙す

る。

　習字の授業を終えたあとは、以下に代表

されるように、インタビューを行った 8 人

中 4人が達成感を感じ、自己肯定感が高まっ

たとの主旨の感想を述べた。

　「最初は難しいと思ったけど、がんばっ

て集中した。書き終えたときは、私にも

できたと思えて嬉しかった。幸せだった。」

　また、人身取引のアクティビティを終え

たあとは、ほぼ全員が自分の状況を客観視

し、再発防止に向けて意識することができ、

3 分の 1 の被害者が自分のみならず、家族

や友人に学んだことを伝えたいとの主旨の

感想を述べた。

　「将来起こりうることについて、考えら

れるようになった。この知識を友だちや

兄弟にも伝えたい。家族に同じことが起

こってほしくないから。私自身も昔の自

分に戻らないようにする。」

　さらに、キャリア教育の授業を終えたあ

とは、以下に代表されるように、学んだこ

とを通して、自分の将来の目標を具体的に
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描くことができた者もいた。

　「長く学校に通えばそれだけ就ける職業

が増え、給料も多くなり、家族を助ける

ことができるということが分かった。逆

に教育を受けていないとその分自分自身

が苦しくなるということが分かった。高

校を卒業して軍隊に入りたい、家族を楽

にしてあげたいと思った。」

　これらの感想から分析すると、被害者た

ちは、自己肯定感が高まったり、以前より

広い視野で自分の状況を把握することがで

きるようになったり、将来のことについて

考えることができるようになったりと、初

期入所室での活動を通して以前より情緒が

安定し、心の成長に繋がった者が多かった

といえるだろう。

　初期入所室でのプログラムが終わると、

被害者らはシェルター内の職業訓練（例え

ば裁縫・刺繍、美容、マッサージ、農耕・

牧畜、料理など）に分かれ、裁判で加害者

の賠償金額が決定されるまでの約 1 年、訓

練を受ける。優秀な者はシェルターが併設

しているカフェ、マッサージ、美容室で働

き、稼いだお金でお菓子や化粧品を買った

り、シェルターを退所するときのために貯

めたりすることができる。興味のある分野

を自分で選択して学ぶことができる職業訓

練は、職員の力量と面倒見によって被害者

らの活動状況やモチベーションにバラツキ

はあったものの、被害者らはできなかった

ことができるようになる喜びを感じている

様子であった。また、筆者は、被害者たち

が職業訓練で作った小物を日本人会チャリ

ティーバザーや JICA 海外協力隊の総会に出

店し、売り上げを被害者らに還元した。そ

して、被害者らの自己肯定感を高めるため、

購入者にお願いして、作成者宛てにメッセー

ジを書いてもらい、購入者の写真を撮らせ

てもらった。その後、被害者ら一人ずつに、

メッセージと写真をまとめ、小冊子にして

本人に渡した。小冊子を渡したときの被害

者らの喜びで目を赤くする様子はとても印

象的であった。中には、シェルターを出た

あとも引き続き小物を作りたいと申し出る

サバイバーもいた。

　また、もし、被害者がシェルターを出た

後にもう一度学校（主にノンフォーマル

教育の学校）で学びたいという強い希望を

示せば、教科書が与えられ、被害者たちは

職員（1 人）の監修のもと、個人学習を進

め、質疑応答ができる時間が取られる時期

もあった。筆者も、英語を中心に職員と共

に指導した。実際にこの時間で勉強をして、

学校の入学試験に合格した被害者らが何人

もおり、そのうち卒業まで学業を続け、看

護助手やその他の就職に繋がった者も数名

いた。さらに、月に 1 回程度、バンコクか

ら NGO がきて、アートやエンパワーメント

の授業や、被害者同士の関係性作りのアク

ティビティを実施していた。NGO 主催で被

害者と保護者、職員も一緒に県外に合宿に

行く場合もあった。NGO のアクティビティ

は、被害者同士の関係性や、被害者と職員

の関係性、被害者と保護者の相互理解に大

きく役立っていた様子であった。

　職業訓練の様子や学校教育に戻るための

準備の様子、NGO とのコラボレーションの

様子を分析すると、シェルターでの支援に

は、シェルターを出たあとの社会復帰に向

けて、資金が費やされ、それぞれの職業訓

練を指導することができる人員も存在して

いることから、人身取引報告書の 4 段階評

価のうちの第 2 階層までいくような水準が

確かに認められるだろうといえる。

(2) シェルターの課題：シェルターを出た

その後

　ところが、問題はプログラム終了後のこ

とである。前節でも述べたように、シェル
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ターが実施する情緒安定のプログラムや職

業訓練などを通して、多くの被害者が心身

の回復に成功していたといえる一方で、シェ

ルターにも問題点や改善点があることが、

先行研究などからも分かっている。シェル

ターが抱える課題は、大きく分けて 2 つあ

る。1 つ目は職業訓練、2 つ目は教育につい

てである。

　サバイバーがシェルターにいる際、経済

的自立のために職業訓練を受けているにも

関わらず、シェルターを出たあとも尚、経

済的に苦しむ理由の 1 つに、職業訓練内容

が不十分であることが挙げられる。例えば、

シェルター内の職業訓練で学ぶことができ

る職業は実際には非常に低い収入しか保証

されないため、多くの場合、サバイバーが

最終的に行う仕事やビジネスとは直接結び

つかなかったり (Idemudia et al., 2021)、

シェルターが通常提供する料理、手芸、美

容などの職業訓練のほとんどは、サバイバー

が家族の家計を主となり支えなければなら

ないケースを想定されていなかったりする

こと ( 齋藤 , 2016) が、先行研究でも指

摘されている。このように、収入が低い職

業しか学ぶことができないという理由以外

にも、サバイバーが経済的に苦しむ理由に

は、彼女たちの金銭感覚が養われていない

ことも挙げられる。被害者やサバイバーの

消費に関する非現実的な期待や欲が、逸脱

行動につながり本人を苦しめていたり (Von 

Feigenblatt & Ed.D, 2021)、性産業におけ

る人身取引被害者やサバイバーの多くは、

むしろ絶対的貧困よりも相対的貧困に屈し

て苦しんでいたりすること (Jones et al., 

2011) が明らかになっている。

　また、職業訓練中に、働く際に必要な忍

耐力や集中力が十分に養われていないこと

も挙げられる。筆者が観察したところ、職

員の手腕にもよるが、職業訓練中に被害者

の集中が続いておらず、職員の隙を見て、

寝て過ごしている被害者が少なからず存在

した。この部分に関しては、職業訓練内容

の充実と共に、マンネリ化させない工夫や、

できる限り被害者たちの傍で訓練の様子を

見守り、褒めたり励ましたりと適切な声掛

けをすることで彼女たちの集中力が増し、

忍耐力が徐々についていくのではないかと

考える。

　もう 1 つの課題は、教育の機会がシェル

ター内で十分に与えられていないことであ

る。Surtees (2017) よると、シェルターの

プログラムの中で、教育の機会を得ること

ができた被害者はごくわずかであった。バー

ン・ワンの 4 つの使命にも見られたよう

に、シェルターでは、教育よりも職業訓練

に重点が置かれている。そしてそれが被害

者の希望やニーズ、能力に合っているかど

うか、十分な検討も評価もされていないこ

とが指摘されている。また、被害者が進学

や復学しない理由の 1 つに、教育機会の選

択肢が一般的に限られていることが挙げら

れる。シェルターでは通常、シェルターを

出てすぐに学校に行くことを決めた人への

支援しかしていない。しかし、被害者の多

くは、最初は家に帰って家族と一緒に暮ら

すことを選びがちである。被害者が進学や

復学を希望しないもう 1 つの理由は、被害

者が教育に関する費用を支払うことができ

ないことが多いからである。タイでは学費

は無料だが、制服や教科書、交通費などは

支払わなければならない。また、進学や復

学ができたとしても、退学してしまうケー

スも少なくない。自分より何歳も年下の生

徒たちと一緒に授業を受け、構造化された

学校環境に適応することを困難に感じるサ

バイバーも多い。さらに、他の生徒と比べ、

劣等感を強く感じるサバイバーも多く、そ

のことも学習の継続を難しくしている。

　筆者が観察したところ、教育の機会に関

しては、シェルターに入所した時期も大き

く影響していた。シェルターを出る時期と、

年に 1 回の受験日、そして入学日に大きな
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ズレが生じると、シェルターを出てすぐの

復学が困難となり、実質シェルターを出て

からサバイバー本人が書類のやり取りなど

を全て自分で行わなければならず、大きな

ハードルとなっていた。さらに、シェルター

で教育をする職員の力にも問題があった。

当時、一般学校の教員免許をもった職員は

おらず、職員は基本的に職業訓練の職員や

事務員として採用されていた。教育担当に

なった職員は、自分の過去の記憶を思い出

しながら指導するのだが、忘れていること

も多く学校教育の年齢が上がるにつれ指導

しきれない。結果、もともと学習が苦手で、

学校を退学してから期間がしばらく空いて

いることの多い被害者たちが、自分で教科

書を読んで理解しなければならず、学習自

体がとても困難な様子であった。特に、英

語の指導は職員も苦労していた。

　シェルターでの参与観察や先行研究から

課題を分析すると、シェルター側の課題と

しては、職業訓練の内容が不十分であるこ

と、教育の機会が十分に与えられていない

こと、進学や復学に必要な資金や人員が十

分に提供できていないことが挙げられる。

また、被害者側の課題としては、金銭感覚

や忍耐力、集中力、構造化社会に適応する

力が十分に備わっていないことが挙げられ

る。

６．サバイバーのその後

　前章では、人身取引被害者が警察によっ

て救済されたあとに保護される場所である

シェルターに焦点を当て、バーン・ワンを

事例にシェルターの支援内容や成果、課題

を述べた。本章では、バーン・ワンを出た

タイ人サバイバーらのその後の様子につい

て、背景やシェルターでの様子も含めて、

イサーン各県へ戻った彼女らの追跡調査結

果をまとめていく。プライバシーに配慮を

しながら、ラポール形成に努めて、家庭環

境やインタビューを行った成果である。や

や冗長になるが、６人の事例を述べていく。

● サバイバー A（16 歳【2018 年 10 月時点】・

女性）

(1) シェルターに来た経緯

　警察に保護されシェルターに来た経緯に

ついて、以下のように説明した。

　「15 歳のとき、私はゲームが好きで、

学校が終わったら、よくゲームセンター

に通っていた。友達と一緒に 3 人で。家

に帰るのは22時とか23時くらい。ある日、

ゲームセンターにブローカーの女性が来

て、私たち 3 人を殴って、私たちはその

ままホテルに連れて行かれ、強制的に売

春をさせられた。1 日に 10 人の男を相手

にしなきゃいけないときもあって、お店

は客から1,000～2,500バーツずつもらっ

ていた。客はブローカーが Facebook を通

して見つけ、私は部屋で客が来るのを待っ

ていた。客を歓迎しないような素振りを

見せると、髪を引きずられ顔を平手打ち

された。逃げることはできない。逃げよ

うとしたら殺される。本当に怖かった。2

か月後警察署まで走って逃げ、その後バー

ン・ワンに来た。」

(2) シェルターでの様子

　発想が豊かで、クリエイティブな少女で、

アートのアクティビティでは、いつも芸術

的才能を光らせていた。職業訓練は、マッ

サージについて学んでいた。シェルターの

隣のお店で実際に客にマッサージをしてお

こずかいを稼ぐことが許されるほど技術は

高く、職員からも信頼されていた。日本の

アニメが好きで、日本語を学びたいとの申

し出があったので、A の職業訓練が終わっ

た後や休憩の合間を利用して、あいさつや

自己紹介、日常生活で使う簡単な単語や質

疑応答、ひらがなの読み書きの練習を行っ
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た。自由時間に日本語を学びたいと申し出

る少女たちはたまにいるが、なかなか続か

ないケースが多い。しかし、A の場合は学

習意欲が高く、宿題もこなし、毎回のレッ

スンを笑顔でとても楽しそうに受けていた。

シェルターを出る日、筆者に日本語で書い

た手紙をプレゼントしてくれた。

写真１. サバイバー Aが筆者に宛てた手紙

筆者撮影

(3) シェルターを出たその後

　A がシェルターを出てから約 1 年後、A に

会いに行った。昼の 12 時にソムタム屋で会

う約束をしていたが、2 時間後にやってき

た。来た瞬間に目を疑った。手足はやせ細

り、肌の色も黒くなっていた。痩せたからか、

あるいは化粧をしていないからなのか、血

の気がないように見えた。きちんとご飯を

食べているか聞いたところ、仕事の疲れか

ら食事は 1 日 1 回程度で十分になったとい

う。お金がないからなのかと聞いたところ、

お金はある、と否定した。

　17 歳の A は、飲食店でアルバイトを始め

たという。毎日 14 時 30 分から午前 0 時の

スケジュールで、休むことができるのは月

1 回だという。それだけ働いても、給料は

6,500 ～ 7,000 バーツで、家賃の 1,300 バー

ツを引くと、ひと月に 5,200 ～ 5,700 バー

ツで生活をしていることになる。役職にも

よるが、シェルター職員の給料がだいたい

12,000 バーツだったので、約半分の給料で

生活をしていることになる。家賃や水道、

食費、その他諸々含め、単純に日割りする

と、1日約210バーツ（当時のレートが1バー

ツ 3.5 円。日本円で約 735 円）で生活をし

ていた。

　今後について、A は高校卒業資格を取り

たいと考えていた。最終学歴が中学校 3 年

生までであるため、ゴーソーノー（กศน.）
というノンフォーマル教育の学校で高等学

校卒業程度認定試験を受験しようと考えて

いた。しかし、毎日仕事から帰ってくると

疲れて、食事の準備をすることも面倒にな

り、午前 2 時や 3 時にそのまま寝てしまう

という。その後、昼過ぎまで寝て、アルバ

イトに行く、という日々を繰り返している

A には、学校に行ったり勉強をしたりする

余裕はないように見られた。

　食事を済ませた後、A は自宅を案内して

くれた。アルバイト先や、ソムタム屋から

歩いてすぐのアパートに彼氏と 2 人で暮ら

していた。清掃の行き届いている小さなワ

ンルームの部屋で、シングルサイズのベッ

ド、扇風機、トイレがあり、机の上に、飲

料水と食器、服が並べて置いてあった。物

をしまう棚のようなものはなく、物自体が

少ないため、机の上にそのまま整頓され、

置いてあった。A の両親は離婚し、母は再

婚して県外で暮らしているという。祖母が

県内にいるが、アルバイト先から遠いので

一緒には暮らしていない。彼氏は親戚のソ

ムタム屋でアルバイトをしているが、怠け

て行かない日も多く、大した収入はないと

いう。

　将来何をしたいか聞いてみると、

　「私はいつか自分のお店を持ちたい。栄

養情報が分かるようなカフェ。ケーキや

コーヒーもセレクトして提供したい。お

客さんを惹きつけるようなクラシックな

スタイルでもいいかも。特に、夜遊びが

好きな人に興味を持ってもらえるような

お店。男性にも女性にも興味を持っても
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らえるように、タイ風のアンティークで

かわいい雰囲気の店内装飾にしたいな。

きっと夜遊びが好きな人は、こういうお

店が好きじゃないかと思うの。朝は出勤

前のお客さんにケーキやコーヒーを出し

て、夜は、飲み物とトーストを出そうか

な。ざっと計算してみたところ、投資額

は 2,000 ～ 3,000 バーツくらい必要かも

しれない。いきなり儲かるとは思ってな

いから、最初はのんびり気楽にやっても

いいかな。きっと徐々にビジネスはうま

くいくようになると思う。もし成功しな

くても、それはそれでいいと思うの。もっ

と頑張らないといけないってことを学べ

るから。でも、今のところ、こういうタ

イプのお店はかなり珍しいわ。」

　上記のように A は将来の夢を一生懸命に

語ってくれた。しかし、お金の話をすると

きなど、ときおり目線が下を向き、寂しそ

うに話していた。

　A は、シェルターを出た後も、筆者と一

緒に勉強していたときのプリントを使って、

日本語の勉強をしていた。時間があるとき

に、一緒に学んだことを復習しているよう

だ。日本語の学習本をプレゼントしたとこ

ろ、食い入るように集中し、日本語を音読

し始め、笑顔が増えた。日本語を勉強して

いる間だけでも、日常のストレスや困難を

忘れられて笑顔が増えることを願う。

　夜になり、近所のお祭りに一緒に行った。

お寺に行き、お祈りとおみくじを済ませ、

願い事をしながら一緒にランタンを飛ばし

た。Aがボソッと「バーン・ワンに戻りたい。

バーン・ワンでは友達との問題もあったけ

ど、幸せだった」とつぶやいた。

　A が人身取引被害者になった背景は、暴

力によって強制的に性的搾取をされ、自由

が全くないパターンである。シェルター職

員へのインタビュー結果によると、近年タ

イではこのようなパターンは以前に比べて

減少しているが、未だ存在するということ

を忘れてはならないだろう。A は、シェル

ター内の職業訓練ではマッサージを学び、

シェルター併設のお店で働くことが許され

るほど技術は高かったが、シェルターを出

た後の実際の職業には結びつかなかったこ

とが調査結果により判明した。現実には飲

食店でアルバイトを行っているが長時間労

働で低賃金のため、シェルターを出た後、

貧困に苦しんでいた。また、幼いころに両

親は離婚しており、両親から経済面や精神

面でのサポートなく育っている。そのこと

も関係しているのか、彼氏との関係に不当

性を感じることが多々あるようだが、精神

的には彼氏に依存しているように見えた。

シェルター内で経験したような頼れる大人

がいて、安心して生活できる環境があるこ

とがいかに大切かということが、A のバー

ン・ワンに戻りたいという発言から示唆さ

れる。

● サバイバー B（15 歳【2019 年 10 月時点】・

女性）

(1) シェルターに来るまでの背景

　Bの両親は、幼いころに離婚し、母は蒸発、

しばらく父親に育てられた。しかし、父親

は 11 歳の時に肝臓の病気で亡くなった。そ

の後、子どものいないおじ夫妻が養子とし

て引き取ってくれ、それ以降本当の娘のよ

うに愛情を注いでもらっている。しかし、

愛情を感じる一方で、自分には自由が少な

く厳しく育てられたと感じている。バーン・

ワンに来るまでは成績も優秀で、学力的に

県で 1 番有名な中学校に入学し、毎日通学

していた。ところが、学校が夏休みに入っ

てから交友関係が広がり、たくさんの友人

と夜まで遊び、外泊するようになった。夜

遊びグループにいた 1 つ上の歳の女に騙さ

れて、ホテルの部屋に連れて行かれた。部

屋でしばらく 1 人で待つように女に言われ

た 5 分後、覆面警察が部屋に来て保護され
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た。

(2) シェルターでの様子

　シャイで優しい性格で、大勢で戯れると

いうよりは、一人か仲の良い数人で過ごす

ことが多かった。初期入所室でのアクティ

ビティのときは、俯いたり、寝たりするこ

とが多く、なかなか集中はできなかった。

職業訓練は、料理について学んでいた。与

えられた課題に対して、きちんとこなすこ

とができていた。

(3) シェルターを出たその後

　B がシェルターを出てから約 2 ヶ月後、B

に会った。ショッピングモールで 16 時に待

ち合わせをしていたが、1 時間 30 分遅れで

来た。家を出る際に、急に母親に部屋の片

づけをしろと言われて遅くなったという。B

はシェルターを出たあとは、家族と共に暮

らしている。バイクを運転したり、オシャ

レな格好をしたりする様子から、生活は安

定しているように見えた。

　その日が B の誕生日だったので、事前に

準備していたピアスをプレゼントした。喜

んでいたが、ショッピングモールを歩きな

がら「あれいいな」と 280 バーツの指輪が

ほしいとねだってきた。ショッピングモー

ル散策後は、ナイトマーケットに行った。

普段の生活を聞くと、友達とショッピング

モールを散策してからナイトマーケットで

遊んだり、少し遠出したり、ということを

繰り返しているようだ。

　B は、育ての両親から愛情をたくさん受

け育ったパターンである。現在もその両親

のもとで暮らし、頼れる人が近くにいると

いうこともあるためか、とても落ち着いて

見えた。金銭感覚に関しては、他のサバイ

バーと比べて、物をねだったり、よく遊び

に行ったりしている様子が伺え、計画的に

将来を考えている様子は見られなかった。

しかし、筆者が Bに出会ったのは、Bがシェ

ルターを出てからわずか 2 か月後である。

この時期としては、久しぶりに家族や友達

と過ごすことができ、ケータイやバイクな

ど自由に使える物や時間が急にたくさんで

きたので、現段階では楽しむことに没頭し

ていた、ともいえるであろう。

● サバイバー C（17 歳【2020 年 1 月時点】・

女性）

(1) シェルターに来た経緯

　C は 14 歳の時に妊娠、15 歳で出産した。

妊娠したことをきっかけに中学校を中退。

その後は、ゴーソーノー（กศน.）に通い、

中学校卒業資格取得を目指している。中退

後は、病院に了解を得た上で、歳が規定を

満たしていなかったが看護助手の仕事に従

事し、月に 7,000 バーツ（当時約 24,500 円）

を稼いでいた。しかし、C を含め、誰も子

どもの世話をする時間がなく、家庭では口

論が続いていた。また、看護助手の仕事を

する際、小学校卒業資格までしかない C は

タイ文字が上手に読めないことがあり、仕

事の妨げになっていた。その後、子どもの

面倒を見る時間の不足と、学力的な問題を

理由に、看護助手の仕事を辞め、夜にカラ

オケバーで客にお酒を提供しながら、売春

も行うようになった。そして、警察に保護

をされ、バーン・ワンに来た。

(2) シェルターでの様子

　シェルターに来た当初は、終始子どもに

会いたいと泣いていたが、仲の良い友達と

共にシェルターに来たこともあって、徐々

に回復していった。初期入所室での英語や

日本語の授業の際は、勉強が苦手だと言っ

て、なかなか取り組むことができなかった。

母語であるタイ語は話すことはできるが、

書くことになると、しばしばスペルミスが

ある。一方、お好み焼き作りやおりがみな

ど勉強以外のアクティビティでは、手先の

器用さを活かし、とても楽しそうに活動に
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取り組んでいた。職業訓練は、裁縫や刺繍

を学び、マイペースに丁寧に作業をする姿

が見られた。筆者が、C が作った作品を日

本人会バザーで売り、客からのメッセージ

を冊子にして渡したとき、C はとても喜ん

でおり、シェルターを出たあとも冊子を大

切にする様子が見られた。

(3) シェルターを出たその後

　C がシェルターを出てから約 3 か月後、C

に会いに行った。これまでのサバイバーと

は違い、前日、当日に何度も予定確認の連

絡が届き、集合時間よりも前に集合場所に

到着し、筆者を探してくれた。一日のスケ

ジュールを作成し、バイクでいろいろな場

所へ移動する Cはとても計画的だった。

　C は自宅を案内してくれた。シェルター

を出て以降、子どもの父親の家族の家で暮

らしているという。家は 2 階建ての一軒家

で、テレビやソファー、扇風機やタンスな

どもあり、親戚のサポートを受けながら、

生活していた。

　今後について、ゴーソーノー（กศน.）
に引き続きあと 1 年通い、無事に卒業して

中学校卒業資格を取りたいという。学校に

通うことで文字がきちんと読めるようにな

り、中学校卒業資格が得られれば、再び看

護助手の仕事をさせてもらえるようになる

という。とりあえず来月から、以前働いて

いた病院で今度は清掃担当として働くこと

が決まったという。月収は 7,300 バーツ程

度。子どもは 2 歳になり、家事や子育てを

しっかりとこなし、経済的にも自立をしよ

うとする意思がある Cはたくましく見えた。

　C の親戚が中華系ということもあり、C は

毎晩 18 時～ 21 時くらいまで、地域の文化

センターや公園で中国の楽器を 30 人くらい

の仲間と共に練習している。練習を続けて

4 年目になるという。C は練習場にも案内し

てくれた。仲間と共に繰り返し演奏する C

はこれまで見たことがないほど集中し、一

生懸命な様子であった。

　C は妊娠をきっかけに中学校を中退して

いるが、出産後もノンフォーマル教育の学

校で働きながら中学校卒業資格を目指し、

母親の勤めも果たそうとする様子から、経

済的にも精神的にも他のサバイバーと比べ

て自立している様子が伺えた。シェルター

内の職業訓練では、裁縫や刺繍を学んでい

たが、退所後に見つかった仕事は以前から

働いていた病院での仕事であり、A と同様

シェルター内での職業訓練の内容と実際に

している仕事の関連性は見られない。また、

C は定期的に地域の文化センターで仲間と

共に楽器を演奏するなど、家以外にも趣味

や居場所があることから、生活は決して裕

福ではないが、それでも日々充実して安

定しているように見えた。C の例から、ノ

ンフォーマル教育であっても中学校卒業資

格があることが就職に有利に働くこと、そ

して地域のコミュニテイーに属することは

シェルター退所後の社会復帰を促す大きな

要因の 1つであることが示唆される。

● サバイバー D（16 歳【2020 年 1 月時点】・

女性）

(1) シェルターでの様子

　物静かで、常に落ち着いて行動をしてい

た。初期入所室での掃除の時間や英語や日

本語の授業では、いつも真面目に取り組ん

でいた。職業訓練は、裁縫や刺繍を学んで

いた。刺繍を施したカバンをプレゼントし

てくれたこともあった。シェルターに来て

からの検査で HIV 陽性であることが判明し

た。

(2) シェルターを出たその後

　D がシェルターを出てから約 9 か月後、D

に会いに行った。待ち合わせ予定の30分後、

待ち合わせ場所の公園に D と D の姉とその

娘がやってきた。

　シェルターを出てからは、母、17 歳の姉、
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16 歳の D、11 歳の妹、2 歳の姉の娘の 5 人

で生活をしていた。一週間前に小さい借家

に引っ越したばかりだという。母はメイド

として働き、月に 8,000 バーツの給料で暮

らしている。D はこれまでは赤ちゃんの世

話をしていたが、昨日から鍋料理屋でアル

バイトを始めたという。17 時～ 23 時まで

働き、1 日 170 バーツを稼ぐ予定だ。以前

から痩せてはいたが、いっそう細くなった

ように見えた。1 日に昼と夜の 2 食で、HIV

の薬は引き続き飲んでいるという。

　今後について、現在は小学校 6 年生まで

の学歴なので、いつかゴーソーノー（กศน.）
に通いたい、そうすれば、より良い仕事が

手に入るはず、と語った。終始会話の中で、

今の家は借家で、本当の家ではない、恥ず

かしいと発言していた。

　D は、シェルター内の職業訓練では、裁

縫や刺繍を学んでいたが、実際に見つけた

仕事は飲食店のアルバイトと、A、C と同様

にシェルター内での職業訓練の内容と実際

にしている仕事の関連性は見られなかった。

また、インタビューを通して、小学校 6 年

生までの卒業資格しか持っていない状態で

は、なかなか仕事が見つからないという現

実が浮き彫りになった。母の給料と姉のア

ルバイト代を主として 5 人で生活をするこ

とは、大変厳しい経済状況であることが推

測される。しかし、面倒をみてくれる母親

や、支え合える姉妹が傍にいることで、困

難も何とか乗り越えようとする活力が生ま

れ、中学校卒業資格を目指したいと将来の

ことを前向きに考える動機となったように

見えた。

● サバイバー E（12 歳【2018 年 9 月時点】・

女性）

(1) シェルターに来るまでの背景

　E の両親は E が幼いころに離婚した。離

婚後、母親はスウェーデン人と再婚し、ス

ウェーデンで暮らしている。残された E は、

父親と 2 人でタイで生活している。しかし、

E の父親は薬物を常習する傾向にあり、定

職がない。父親は家で家畜の世話をしてい

るが、家族は貧困である。

(2) シェルターでの様子

　初期入所室に初めて来たときから、明る

くよく笑い、無邪気でまっすぐだった。英

語や日本語の授業や様々なアクティビティ

でも、いつも前向きに一生懸命に取り組ん

でいた。職業訓練は、裁縫や刺繍、料理を

学んでいた。裁縫が好きで、フクロウのキー

ホルダーを作り、シェルターの隣にあるお

店で売ったこともあった。

(3) シェルターを出たその後

　E がシェルターを出た後、筆者は、E が過

去に作ったフクロウのキーホルダーを日本

人会バザーで売り、客からのメッセージを

E に伝えた。E はとても喜び、また商品を作

りたいと相談してきた。そこで、シェルター

の職員と相談し、卒業生が作った商品もシェ

ルターの隣の店で取り扱ってもらえること

になった。しかし、E の家には手芸用品が

なく、近くのお店で見つけることも難しい

という。そこで、E がシェルターを出てか

ら 3か月後、Eに会いに自宅へ行った。

　14 歳になった E は、筆者の訪問の一ヶ月

くらい前にバイクで交通事故にあい、自力

では立てない状況だったが、手芸用品を受

け取るとその場で作り出した。とても嬉し

そうだった。E は引き続き父親と 2 人で暮

らしており、父親の仕事は家の外にいる 5

頭の牛の世話をしたり、田畑を耕したりす

ることだという。父親は家の周りの畑など

を一周案内してくれた。E の家のすぐ横に

は、親戚の家がいくつかあり、2 人暮らし

といえど、祖母や叔母などが頻繫に E に会

いに来ることができる環境だった。家には、

扇風機、蚊帳、王様の絵、布団などがあっ

た。シェルターにいたとき、E は『火垂る
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の墓』の節子ちゃんに髪型や顔、雰囲気が

似ていたので、筆者は E をホタルと呼んで

いた。それ以降、E はずっと火垂るの墓を

見たいと言っており、その日の夜、ついに

一緒にケータイで火垂るの墓を見た。悲し

いけれど大好きな映画になったと、E は涙

ぐみながら話してくれた。

　その日の夜は父親の厚意で泊めてもらう

ことになった。夜ご飯は、E と E の父親抜

きで、筆者はなぜか初めて会う隣に住む親

戚たちと食べた。そのときの筆者と親戚の

会話が以下の通りである。

親戚「あそこの家に泊まるのかい？やめ

ときな。電気も水もない家だ。うち

に泊まっていきな。シャワーがある。」

筆者「水はお父さんがわざわざ汲みに行っ

てくれたので大丈夫です。電気はあ

りましたよ？」

親戚「うちから勝手に引いてるんだろう。

電気代も払ってるんだかどうか…」

　このやりとりが何度も続いた。日本人で

ある筆者のことを心配して言ってくれたの

だとは思うが、筆者の今回の訪問の目的は

あくまで E と会話を通して、E の現在の状

況や生活状況を知ることである旨を伝え、

了承してもらった。親戚の中にもある格差

を目の当たりにし、隣に住んでいる親戚か

ら常にそんな風に思われて育った E の気持

ちを考えると辛くなった。

　筆者が E の家を出るとき、父親に「これ

からの調査や旅行も、安全にがんばってく

ださい」と言われ、プラクルアンというタ

イのお守り（小さなお坊さんが入っている

もの）と、奴隷解放で有名なタイの王様（ラー

マ 5 世）のメダルを頂いた。その気持ちに

涙が出るほど嬉しかった。

　E は、父親は身近にいるものの、薬物を

よく使う傾向にあり、シェルター退所後も

家庭環境が不安定なパターンである。また、

祖母を含めた近所に住む親せきも E のこと

を気にしてくれている様子ではあったが、

「まともに働かない父親とその娘」のような

レッテルを貼られ肩身狭く暮らしている様

子が親戚との会話からも示唆されることか

ら、信頼できる大人、困ったときに安心し

て相談し頼ることができる大人が身近にい

ないことが明らかになった。

　E は、シェルター内の職業訓練では裁縫

や刺繍を学んでおり、退所後も筆者が裁縫

用具を持っていくと、作品を嬉しそうに作

り出し、また売りたいという意気込み満々

ではあったが、実際に完成品をバーン・ワ

ンに送って収入を得るというところには至

らなかった。シェルター職員も気にして、

筆者とともに電話をかけるなどフォロー

アップもしたが、モチベーションの継続は

できなかったようだ。A と同様、安心して

生活できる環境や頼れる大人が身近にいな

いため、シェルターでの経験を懐かしむ様

子が多く見られる一方、将来への取り組み

を真面目に前向きに考え続けるためには、

精神的安定が必要だということが示唆され

る。
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● サバイバー F（16 歳【2019 年 9 月時点】・

女性）

(1) シェルターに来るまでの背景

　F の両親は、F が 6 歳か 7 歳の頃に離婚し

た。離婚後、母親は上の兄弟 2 人を連れ、F

には「いい子でいてね。迎えに来るからね。」

と言って、3 人で韓国に出稼ぎへ行った。

母親は韓国に行ってからも F に頻繁に連絡

をした。その後、父親は再婚し、F は父親

と義母と 3 人で生活をした。F は、父親と

義母は欲しいものは何でも買ってくれ、両

方から愛されていると感じていた。父親が

再婚した後も、母親は毎月 30,000 バーツ（当

時約 10 万円）を仕送りしており、そのおか

げもあって、F は周りの家に比べて、比較

的新しく、大きな家に住んでいた。

(2) シェルターでの様子

　15 歳の時に、初めてバーン・ワンに来た。

初期入所室にいたころは、口数は少なめで、

最初は眠たそうにアクティビティに参加す

る日も多かったが、少しずつ笑顔が見られ

た。毎朝の掃除を丁寧に黙々とこなすこと

ができたので、筆者とタイ人スタッフから

賞状を渡した。初めてもらった賞状だった

ようで、F はとても喜んだ。父親が面会に

来た際も、F はその話を父にし、賞状をき

れいな状態で保存できるように家に持って

帰ってもらった、と嬉しそうに話してくれ

た。

　職業訓練は、裁縫や刺繍を学んでいた。

しかし、職業訓練に移動してから少しずつ

様子が変化し、ある日、シェルター内にい

た他の被害者 (G) と 2 人でシェルターから

脱走した。その後、シェルター職員が懸命

に探したが見つからなかった。しばらくし

て、売春しているホテルの場所を突き止め

た F の父親が警察に通報し、F と G は再び

保護をされる。父親の強い希望で F は 16 歳

の時に、バーン・ワンに戻ってきた。

(3) 脱走中を振り返って

　友達とつるみ、自分を見失ったのがいけ

なかったと反省する F。シェルターを脱走

してから、G の知り合いのブローカーに連

絡し、売春を始めた。インターネット上に

露出の高い写真や動画を載せ、客とブロー

カーがやり取りをし、ブローカーの指示で、

ホテルに行った。値段はブローカーと客の

間の取引で決まったが、1 回 2,000 バーツ

で体を売り、内 800 バーツがブローカーに、

1,200 バーツが本人のものになった。しか

しほぼ毎日覚醒剤（1 回 1,500 バーツ）を

使用していたため、体を売って手にしたお

金も覚醒剤代や服代で消えていったという。

F によると、売春をしているほとんどの人

は麻薬や覚醒剤に手を出すという。薬の作

用で、寝なくても、食事をしなくてもずっ

と働けるようになるからだ。疲れている日

や働きたくない日もあり、ブローカーに言っ

て断ろうとしたが、客が来たらすぐに部屋

に行かなければならず、ブローカーに「ダ

メだ、行け」と言われ、悪態をつかれ怒ら

れた。多い時は 1 日 5 人も相手しなければ

ならない日もあった。

　ある日、麻薬をやっていた客とトラブル

になり、命の危険を感じた F はブローカー

との連絡を絶ち、家族のいる自宅に戻った。

その 2 日後、G も逃げ出し、F に接触。しば

らくして、2 人は再び新たなホテルで売春

を始めた。その後、F の父親が必死に居場

所を突き止め、警察に通報し保護された。

(4) 2 度目のシェルターでの様子

　シェルターに戻ってきた F は、掃除で賞

状をもらったときのあの F とは、まるで別

人のようだった。感情の起伏が激しく、急

に叫びだして物や人を攻撃したり、ずっと

気だるそうにして寝ていたりした。目は虚

ろなことが多く、以前のように何かに集中

したり、一生懸命に取り組んだりすること

ができなくなっていた。しかし、それでも
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シェルターで過ごし、精神科にも通ううち

に、少しずつではあるが回復し、筆者とも

以前のように話ができるようになった。F

は 1 度目にシェルターに来たときからずっ

と、シェルターを出たら筆者を地元の祭り

に案内することを楽しみにしてくれており、

そういった部分は前と変わらなかった。ま

た、F は脱走中の自分を反省し、自分のこ

とを大切に思ってくれる家族の存在に感謝

をする姿が度々見られた。一方、頼れる家

族や親せきのいない G は、保護された後、

お抱え客を見つけ、一晩 5,000 バーツをも

らい、そのお金で全てのことを自分で賄っ

ているという。

(5) シェルターを出たその後

　F がシェルターを出てから約 2 か月後、F

からお祭りが近づいているから会いたいと

筆者のもとに連絡が来た。しかし、シェル

ター職員から、F は最近また家に戻らない

日が続いていると聞いたので、F がきちん

と家に帰らないのであれば面会はできない

旨を伝えた。すると、家に帰ると約束する

と返事が来たので、F に会いに行くことに

した。

　待ち合わせ場所には、F の家族が 3 人そ

ろって待ってくれており、そのままレスト

ランに行き、その後ナイトマーケットへ行っ

た。食事中、義母と仲良さそうに話してい

た F の姿が印象的であった。F の家は自宅

兼美容室（客は 1 人ずつ）になっており、F

もお小遣い稼ぎと経験のため、たまに義母

を手伝っているという。比較的新しい家で、

テレビは 2 台あり、エアコンや扇風機、冷

蔵庫、机や椅子など、生活に必要なものは

そろっている様子だった。

　その日の夜、義母と 2 人で数時間話しを

した。F はシェルターを出たあとも、自由

に使えるお金ほしさに、売春をしているこ

とがあるという。美容室を手伝ったアルバ

イト代を義母は F に渡しているようだが、F

は売春を止めることができずにいたようだ。

その都度、父親と義母で F に話をしている

のだが、なかなか理解をしてもらえないと

いう。両親ともに精神的に辛くなることが

多く、どのように子育てをしたらよいのか

悩んでいた。ある日、F が父親と同じ年の

地元の男性を客にしたことを知ったとき、

父親はショックで食事も食べられず、恥ず

かしくて外出もできず、しばらく寝込んで

いたという。お小遣いを増やしてみたり、

厳しく接してみたり、いろいろ試したが上

手くいかない。最近では、18 歳になったら

パタヤの売春宿に連れて行くから、少なく

とも未成年のうちはしないでくれ、と話し

ているという。タイでは日本同様、成人で

あっても売春は非合法だが存在するのが実

態だ。搾取され、命の危険にさらされる可

能性があったり、働き手の健康面での安全

性などが考慮されないアンダーグラウンド

の環境や条件で働くよりは、しっかりした

店舗で安全に働いてほしいということなの

だろうか。いずれにしても、本心では他の

選択肢が良いと思っているようだが、F の

希望を全否定することなく、悩みに悩んだ

結果の提案なのだろうと感じた。

　F は比較的経済に余裕があり、父親と義

母が一生懸命に育ててくれているが、本当

の母親が近くにいない寂しさからなのか、

両親に反発し社会復帰ができずにいる。体

を売るという行為に関しては、ときに命の

危険を感じるような経験をし、もう懲り懲

りだと言っていても繰り返してしまってい

る。また、F のケースから、覚醒剤の常習

は人の性格を大きく変え、もとの生活に戻

ることがいかに困難かということがよく分

かる。

７．まとめ

　ここでは、6. で述べたサバイバーの背景

や生活環境、シェルターを出たその後につ
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いて分析していく。サバイバーAからFには、

一つ大きな共通点がある。それは、シェル

ター内の職業訓練がシェルターを出た後の

実際の職業に結びついていないという点で

ある。よって、シェルターを出た後も、生

活状況は改善されておらず、引き続き貧困

に悩んでいるケースが多い。また、ようや

く見つかった仕事も、低賃金で長時間労働

であることが多い。一方、サバイバー C は、

以前の勤め先から中学校卒業資格取得を勧

められ、資格さえあれば再び雇うことがで

きると言われているという。仕事を探す術

として、学歴がなくとも知り合いの紹介の

ようにコミュニテイーに助けてもらえる例

も一般的に存在するが、インタビューをし

たサバイバー全員が互助組織の中におらず、

個人で社会や組織と向き合っていた。これ

らのことから、サバイバーらがシェルター

を出たあとに個人で社会や組織に向き合う

ためにも、自分のスキル証明としての学歴

や資格というものがより重要であるといえ

る。

　また、サバイバーの生い立ちに目を向け

ると、今回調査したサバイバー全員が、幼

いころに両親が離婚しており、片親に育て

られるか、親が再婚しているか、あるいは

祖父母などの親戚に育てられるかという経

験をしている点も共通している。中には、

サバイバー B の義両親のように、本当の親

のように愛情を注いでくれるパターンもあ

るが、特に思春期の多感な時期には、親が

いないことに対する寂しさや、自己肯定感

の低さに繋がっているのかもしれない。

　また、社会復帰や将来のことを前向きに

考えようとするためには、信頼して相談で

きる大人や頼れる大人が身近にいることが

大きな要素であることも、今回の調査で明

らかになった。サバイバー D は、自分の傍

で常に面倒をみてくれ、困難なときでも互

いに支え合える家族の存在が、人への信頼

感や自己肯定感を育み、辛い時も前向きに

目標を立てようとする精神に繋がっている

ように観察した。また、サバイバー C には

家庭以外にも属するコミュニテイーがあり、

生き生きと生活する様子から、地域のコミュ

ニテイーに属することはシェルター退所後

の社会復帰を促す大きな要因の 1 つである

ことが示唆される。周りからのサポートが

あり、安心して生活できて初めて、困難を

乗り越えようとする活力が生まれるのかも

しれない。

　結論として、タイにおける人身取引対策

は、政策的には努力が認められ世界的な評

価が格上げされたが、サバイバーらのその

後の貧困状態や、自ら選択して売春をし、

再び被害者となる者の存在が見受けられる

ことから、長期的な面での被害者の支援や、

草の根レベルでできる対策としては未だ不

十分と言わざるをえない。また、長期的な

被害者支援を行うにあたり、シェルター内

にいるときからの職業訓練や教育の機会の

見直し、改善も必要であると考えられる。

今回の調査では、復学し、就職をして安定

した生活をしている者は調査できなかった。

今後の課題として、安定した生活をしてい

るサバイバーがなぜ成功したのか、被害者

に戻ってしまったサバイバーはなぜ戻った

のかを調査することにする。
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The Pitfalls of the Protection Policy of Traffi cking in Persons in 
Thailand:

Survivors’ Lives After Traffi cking

Hitomi SATO
Graduate School of Hiroshima University

Tatsuya KUSAKABE
Center for the Study of International Cooperation in Education, Hiroshima University

This study investigates how survivors of Traffi cking in Persons in Northeast 
Thailand live their lives after they leave a government shelter, and reveals the 
thoughts of the survivors and their families. Thailand is one of the leading ASEAN 
countries in combating trafficking in persons, having been upgraded to Tier 2 
out of four in the 2022 Traffi cking in Persons Report. There are nine shelters for 
victims of Human Traffi cking run by the Thai government. The shelters provide 
lots of activities such as emotional stability programs and vocational training. 
Through the experience, a lot of victims have successfully recovered physically 
and mentally. However, some literature pointed out that those supports were 
focused on short-term reintegration of survivors and not enough to prevent them 
from continuing to be vulnerable or becoming traffi cking victims again after they 
left the shelters. While there is much research on policy recommendations, legal 
protections, and support provided by shelters and NGOs, little research tracks 
survivors after they leave shelters.

The author worked at a government shelter in Nakhon Ratchasima Province 
from 2018 to 2020. As a case study of the shelter's support for victims, the author 
conducted participant observation and interviews for about two years at the shelter. 
As for what happened to the survivors afterward, the author visited six survivors 
in their hometowns from 2019 to 2020 and conducted follow-up semi-structured 
interviews and participant observation. The survivors in this study were all Thai 
females who were sexually exploited in the Northeast region, and aged 14-17 at 
the time of the follow-up interviews.

The study found that although the survivors received vocational training 
while in the shelter, what they learned was not directly connected to actual jobs. 
In addition, the jobs they fi nally found were often low wages and required long 
hours of work. Therefore, even after they left the shelter, their living conditions 
did not improve much, and many of them continued to suffer from poverty. The 
results also revealed that it is important for them to have a place where they belong 
besides home to reintegrate into society. Moreover, it found that having adults 
close by whom the survivors could trust and rely on for advice was a major factor 
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in their attempts to reintegrate and think positively about their future.
The study concludes that countermeasures against human trafficking in 

Thailand are still not enough in terms of long-term support for survivors since lots 
of survivors struggle with poverty and some of them even choose to prostitute 
themselves and become victims again. The results suggest that it is necessary to 
review and improve the vocational training and educational opportunities in the 
shelter to support survivors’ reintegration.
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ジョグジャカルタの文化資源に関する研究
─政治素養をはぐくむ場としてのカフェ・屋台・たばこ─

大庭フランシス光瑠
（広島大学大学院）

日下部　達　哉
（広島大学）

１．はじめに

　本研究は、インドネシア都市部住民が生

活の中でいかに政治素養の教育や涵養をお

こない、民意の醸成へとつながっていくの

か、現地のカフェや屋台などで展開される

「ノンクロン ( 現地語で非意図的なおしゃ

べり )」、とりわけ「政治に関わるノンクロ

ン」に焦点を当て、その実態を明らかにす

る。調査・分析を通じて、ノンクロンが議

論の場として住民間で政治素養を相互に形

成しあうプロセスを、地域の「政治文化資源」

の一部として検討することを目的とする。

　本研究が対象とするインドネシアは、ス

ハルト独裁体制期 ( ～ 1998) においては、

カフェであっても政治談議は取り締まりの

対象であったところ、スハルト政権崩壊以

後、今日では、人々がカフェや屋台を始め

あらゆる公共の場で、今日見たニュースの

話題で持ちきりの政治談議が活発に行われ

ている。本研究はこれを単におしゃべりの

意味だけで捉えず、「政治素養をはぐくむ場」

として捉えることが可能とし、人々に文化

資本を与える地域資源の「総体」としての「文

化資源」に着想を得て、政治文化資源の一

部としてのノンクロンについて考察を行う

ものである。ノンクロンを含め政治文化資

源に着目することで、スハルト政権期に集

会が禁止されて以降、見落とされてきた住

民同士による非意図的な政治素養の涵養が

可視化される。政治のオンライン化やデジ

タル化がすすむ昨今だからこそ、物理的な

場で非意図的に獲得される素養・教養につ

いて検証しなおす必要がある。というのも、

現在も選挙広報のオンライン化や SNS の発

達によるデジタル空間での政治意見交換は、

インドネシア当局による厳しい監視が敷か

れており、むしろノンクロンを通じて展開さ

れる「本音」、「内緒」のおしゃべりにこそ

政治素養を教育する効果に富んでいるはず

である。スハルト政権崩壊から 25 年近くが

経過し、民主化、そして次の世代へ変化を

続けるインドネシアにおいて若者の政治素

養涵養の実態を明らかにする。

　本研究ノートは、2022 年８月 28 日から

2022 年９月８日までの間にインドネシア

の地方都市ジョグジャカルタ特別州ジョグ

ジャカルタ市で行った文化資源探訪調査の

考察である。ジョグジャカルタはインドネ

シアが国家として成立する以前のマタラム

王国時代から続くジャワ伝統文化継承の地

として、象徴として国策による文化保存、

教育都市化計画が進められた地域である。

調査期間中、ジョグジャカルタ内の複数の

博物館美術館、史跡、地元市場、外資系

ショッピングセンター、地元の屋台、カフェ、

教育機関などを訪れた。ジョグジャカルタ

の住民は古くから続く文化が根付く自分自

身の地域に対して誇りを持っており、また

他地域の人々にとってもジョグジャカルタ

は文化都市・学園都市として憧れを持たれ

ており、国内外から多数の観光客や大学進
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学等に起因する流入者がいる。ジョグジャ

カルタは国家による文化的統一を目指す政

治意図に対して住民の受容的民意形成が特

徴的だとも言うことができ、市内に複数存

在する国立の歴史博物館はインドネシアの

独立時にジョグジャカルタが果たした役割

( 代理首都 ) についての展示から始まり、

王国の文化は「インドネシアの文化」とし

て継承されたものとしての紹介に留まるが、

ジョグジャカルタの住民にとってはジョグ

ジャカルタ市がある前にインドネシア国家

があるとして、国家による王国文化のイン

ドネシア文化としての象徴化も住民から受

容されているようだ。また近年ジョグジャ

カルタでは商業地区マリオボロの再開発を

機に、従来数多くあったコーヒー粉・砂糖・

ミルクの 3in1 インスタントコーヒーにお湯

を注ぐだけの屋台カフェではなく、インド

ネシアのみならず世界中の生産地から豆を

取り寄せ、焙煎方法やドリップ方法、内装、

電源、Wi-Fi にこだわった「カフェ」にお

金と時間を費やすことがステータスとなっ

ている。そのため、本研究では、住民の政

治素養涵養に資する非意図的な議論の現場

として、従来の「屋台」、現代的な「カフェ」、

そして道端などの生活空間における「たば

こ」の場に着目して調査を行う。

２．研究の背景

2.1　現代インドネシアにおける政治素養教

育・涵養の課題

　インドネシアの住民が日常生活から得て

いる政治素養について考察するために、現

代インドネシアにおける政治素養を獲得す

るプロセス、民意を醸成するプロセスの課

題を示す。インドネシアでは 1998 年のス

ハルト政権崩壊後に権威主義的中央集権体

制が緩和、民主化・地方分権化に進展がみ

られた、とされている（松井、2003）。たし

かに地方自治体が持つ財源自主性は飛躍的

に向上し、国家政府から知事が各地方に派

遣されていた独裁政権期と異なり、地方知

事の直接選挙が始まったことを踏まえると、

制度上の地方分権や民主化つまり地方公共

団体としての地方自治は向上したといえる。

しかし未だ地方政党結党は禁止されており、

各全国政党の支部が地方に配置される「政

党」政治が展開されるため、地方議会自体

も政党支部同士の政治と化しており、下か

らの民意が届くような構造にはなっていな

い。つまり「国家－地方関係」はトップダウ

ンの統治システムを維持し続けている。従

来のインドネシア地方政治研究では、分権

化や財源自主性を前提に、地方自治が進ん

でいると論じられてきた（同上）が、インド

ネシア地方自治は上記背景によって、民意

による政治決定や政治参加が、未だ希薄な

状態といえ、民主化により拾われるはずの

住民の政治的な声そのものや政策への反映

のありかたは見えにくいことが指摘できる。

　「住民がいかに政治素養を獲得、形成して

いるのか」という研究は、Parinduri(2019)

が、学校教育内の政治教育を研究している

が、インドネシア住民が「投票に向かう」

ために学校教育が果たす役割については論

じられており、学校教育と住民の参政の姿

勢の優位相関から、学校教育内の政治教育

が住民の選挙行動を促進していることはわ

かっている。しかしながら、住民が選挙で

「だれを選ぶか」という選挙関心と学校教育

の間には相関関係が見出せず、つまり学校

教育のみでは民意醸成の方向性の決定付け

が完了しているわけではないことがわかる。

ここから定型的で国家統一を図るべく敷い

た学校教育システムの外にある、住民の日

常生活文化がもたらす民意醸成プロセスに

改めて焦点を当てなおす必要がある。

2.2　住民の日常生活文化がもたらす民意醸

成に対する影響の理論枠組み

　日常生活による政治素養涵養、民意の醸
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成への着目により、民主化したインドネシ

ア政治の住民の声を描き出すために、住民

の日常生活文化がもたらす民意醸成に対す

る影響の理論枠組みについて考察する。独

裁政権に対する政治的抵抗の理論家として

有名なジーン・シャープは『独裁政権から

民主主義へ』の中で、非暴力行動 198 の方

法をまとめているが、そのなかで住民の日

常生活の中の非意図的な行動が独裁体制に

対抗しうる政治的抵抗力として醸成の可能

性があることを強調している（シャープ、

1993）。特に、シャープは会話による民主的

な抵抗の意志の伝播を取り上げ、いわゆる

「井戸端会議」で政治的な意志が住民と住民

の間で広がっていくことを示唆している。

シャープによって作り上げられた理論枠組

みは、民主化を市民が目指して起こる独裁

体制の崩壊を対象に論じたものだが、独裁

体制崩壊以後に民主化を目指す国家の市民

たちの政治素養涵養にもこの理論枠組みは

適用可能で、日常の中の非意図的な行動が

政治素養を人々の間で伝播していく可能性

があり、本研究では 1998 年のスハルト独裁

政権崩壊以降、民主化が進んだとされ、そ

れまでは 5 人以上集まって会話することす

ら許されなかったインドネシア住民の日常

生活の中で、現在はノンクロンを通じて政

治素養涵養が行われていることを検討する。

また知識を持つことに留まらず、感情とし

て、行動として政治的な意志が伝播してい

くことを示している点が、民主化したイン

ドネシアの政治素養の涵養についても同様

に考察するべき点である。

2.3　日常生活における議論の場が人々にも

たらす教育的な意義

　日常生活における会話の場、議論の場が

政治的な意志の伝播に影響していることを

踏まえて、日常生活における議論の場が持

つ教育的な意義についてまとめる。まず、

日常生活の中で、教育的な意義をもつ、特

に政治素養の涵養を意図的に付与する活動、

換言するならば「議論の場づくり」につい

て考察する。住民の日常生活の中に教育的

な意義を意図的に付与した議論の場を機会

提供から考察したものとして Sovann（2016）

によるカンボジアにおけるジェンダーカ

フェプロジェクトについての考察が挙げら

れる。ジェンダー格差に起因する暴力の存

在が、カンボジアでそれまで認知されなが

らも具体的な対策がなされず、住民の関心

を引くに至らなかった。ジェンダーカフェ

として住民の日常に議論の機会を提供する

と、ジェンダー格差・暴力への住民の理解

とエンパワメントが促進されたことが示さ

れている。このように、住民に対する機会

の意図的な提供によってジェンダー格差と

いった政治課題・社会課題に対する理解が

促進されるといった、政治素養を涵養する

効果についてはすでに論じられている。

　さらに、Sullivan (2010) や ODonell ら

(2021) の図書館におけるラーニングコモン

ズの研究から、住民の日常生活の中に議論

の場を空間提供の観点から行う研究もすで

に進んでいることがわかる。ラーニングコ

モンズは元来、アカデミア内で細分化され

てしまう学習・研究を総合化・多視覚化す

ることを目的に、図書館内で資料を持ち込

んで学習者同士で議論をすることができる

スペースのことであり、学習者による自発

的な学習や情報の共有、そして「議論の場

作り」を空間の提供により活性化させてい

ると論じられている。一方で近年はデジタ

ル化やオンライン化の影響を受けて、ラー

ニングコモンズを図書館内に設置するにと

どまらず、また目的や利用方法も多様化し

ており、特に通信環境やデジタルオーディ

オ設備、電源設備を完備した、対面・オン

ライン両者のハイブリッド会議室の様相を

なすラーニングコモンズが増えていること

が論じられている。ラーニングコモンズと

して空間を提供することによって学習者同
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士の相互の交流から生まれる学びがあるこ

とから、議論の場作りを空間提供の観点か

ら意図的に行うことの教育的意義はすでに

世界で検証されている。

　日常生活の中で意図的な「議論の場づく

り」について考察する研究は機会提供・空

間提供の観点から様々に行われている一方

で、日常生活の中で、非意図的な議論の場

が存在していること、そしてその議論の場

の教育的意義・効果を追求する研究は、な

されていないに等しい。インドネシアの首

都ジャカルタにおける思春期の少年少女た

ちの“hang out”の習慣・文化について、

都市工学の観点から場所に着目して論じた

Atmodiwirjo(2008) の研究は、ジャカルタ

の若者がどのような場所で社会化するスキ

ルを得ているのか研究したものである。そ

れによれば、若者は放課後、「家庭」、「学校」、

商業施設・娯楽施設・飲食店といった社交

の場として設計された「planned place」、そ

して第 4の環境ともいうべき道端・階段下・

バス停といった「unplanned place」で友人

や家族とおしゃべりをしながら過ごし、社

会化のスキルを養っている、とされている。

この研究では、日常生活の中に意図が介在

しない場である「unplanned place」の存在

を論じた点が、日常生活における議論の場

の意義・役割について示唆に富んでいると

言えるが、一方で「社会化する」ことの具

体的内容や意義についての検証が不十分で

あり、非意図的な議論の場が住民に与える

教育的意義・素養涵養の効果に関してさら

なる観察と検証が必要である。

　日常生活における議論の場を、インドネ

シア、特にジャワの文化である「ノンクロ

ン」から芸術家たちを研究対象に論じた研

究 (Dahl,2016) では、制作と制作の合間に

おこなう、コーヒーやたばこを片手に語り

合う「ノンプロダクティブ」な時間こそが

芸術活動にとっても、芸術家同士の連携の

維持にとっても効果を発揮していると論じ

ている。調査対象となったジョグジャカル

タの芸術家コミュニティに所属する芸術家

の中には「ノンクロンは私にとって、学校と

呼んでも過言ではない」(同上 )と語る者も

いて、ノンクロンの中で行われる同業者との

会話の中に、技術的なあるいはテーマに対

する示唆が多分に紛れ込んでいるとし、ノ

ンクロンのような日常生活内に存在する会

話の時間が、議論の場として上下のあるい

は横のつながりを創出し、互いに教育しあ

う関係性を作り出すことを示唆している。こ

の Dahl の論説を踏まえて、日常生活の会話

の場であるノンクロンの中で、政治に関する

情報の拡散、意見の交換、政治的な思考力

の教育がおこなわれている「議論の場」と

しての実態の調査を通じ、非意識的な日常

生活の現場で住民が自ら政治素養を涵養し

ていることを仮説づけることは可能である。

2.4　住民に政治素養涵養の機会を提供する

文化資源

　非意識的な日常生活の議論の場が教育的

意義を持つとき、そのような場と地域の関

係性はいかなるものとなるだろうか。佐藤

(2018) は、ある地域・社会に暮らす住民に

対して教養、ひいては文化資本を与える「モ

ノ」、「コト」の総体を文化資源として役割

を見出し、地域には住民の習慣や社会の変

遷を分析するための、あるいは住民が持つ

文化資本の方向性を分析するための史料・

資料が資源として未開発のままである、と

している。文化資源の考え方は元来、博物

館学を支える文化経営学の発想から生まれ

たもので、史料・資料に対しての価値づけを、

住民に与える文化資本的影響から行うもの

である。文化資源の一種として佐藤は柳田

國男が分析した「酒の場」についても取り

上げており、明治ごろまで酒の場が公の儀

式・祭典の一環であり、酒の場が持つ統治

上の役割や権力維持上の役割の強さがあっ

たが、明治以降、酒は広く庶民も家庭など
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の私空間で楽しむようになり、その私的な

酒の場のなかで見えない伝達が発生してお

り、このような酒の場の役割の変遷も史料

として、そして酒の場そのものも資料とし

て、住民に教養を授ける文化資源であると

規定している。

　このような「酒の場」が持つ文化資源と

しての役割から、「会話の場」であるノンク

ロンに対しても文化資源としての意義を見

出すことができ、分析の対象とする。ノン

クロンは元もとスラングとして、仕事を「さ

ぼって」道端で油を売っていること、「だべ

る」ことを指していたが、現在はジャワの文

化として友人や仲間などと連れ立って、コー

ヒーなどの飲み物やたばこを楽しみながら、

「おしゃべり」を楽しむ時間、として意味変

容が起こっている。そしてこの会話の中で、

上述の Dahl(2016) が述べたように、意見交

換や教育がおこなわれていることから、ノン

クロンは住民に教養を与える文化資源とし

て意義深いといえる。本研究では特に、住

民に対して政治素養を涵養する文化資源と

して、日常生活における非意図的な議論の

場としてのノンクロンを「政治文化資源」の

一部であると規定し、調査することとする。

2.5　問題の所在

　これまで述べてきたように、インドネシ

アは 1998 年のスハルト独裁政権の崩壊以降

民主化が進んだとされているが、制度とし

ての進展は論じられても、その民主化を牽

引する住民の意志の涵養のあり方は論じら

れてこなかった。また、住民の日常生活の

中で、機会提供や空間提供に牽引される意

図的な「議論の場作り」については検証が

進んでおり、政治的意志の醸成や住民同士

で互恵的な学びを行う教育的効果について

論じられてきたが、生活の中で非意図的に

発生する「議論の場」がもつ教育的効果や

民意の醸成、そのプロセスとしての政治素

養の涵養や伝達について論じたものは少な

い。換言すれば、「提供された」空間や機会

ではなく、「そこにある」空間や機会が持つ

素養獲得可能性に関して論じた研究は少な

い。つまり、住民が日常の生活の場面で実

際に民意を醸成する過程を、議論の場とし

てのノンクロンの文化資源的位置づけを検

証する必要がある。それはまさに我々が眼

前に展開されながらも看過してきた屋台で

あり、カフェであり、たばこであり、街角

でのおしゃべりである。

３．研究の目的

　上記の背景から、本研究では住民が日常生

活のなかから得られる非意図的な議論の場と

しての政治文化資源が持つ、住民同士の政

治素養獲得・民意醸成に対する意義・効果

を明らかにするため、以下二点を目的とする。

　(1) インドネシア地方都市ジョグジャカ

ルタにおける政治文化資源としての非意図

的な議論の場（ノンクロン）が、いかに住

民の政治素養涵養に影響をもたらしている

のか、場の教育効果・機能について現地調

査を行い解明する。

　(2)（1）で明らかになった政治文化資源

としてのノンクロンと政治素養涵養の効果

から、住民同士による非意図的な議論の場

を支える環境要因を取り上げ、そのような

住民を取り巻く環境を改めて政治文化資源

としてのありかたの仮説を生成する。

　本研究は上記の通り、住民の非意図的な

議論の場を「政治文化資源」として位置づけ、

住民の政治素養を涵養するものとして、観

察・調査を行い、議論の場であるノンクロ

ンの教育的効果を検証することを第一の目

的とし、議論の場が発生する環境要因を考

察することを通じて、今後の文化資源研究

に対して仮説を提示することを第二の目的

としている。本研究を通じて、議論の場の

様態が明らかになり、住民同士による意見

交換の実態や教育のあり方が描き出される。



表 1　参与観察を行ったノンクロンの概要（筆者作成）

ノンクロン 日付

場所

話題概要 参加人数

参加者属性概要

ノンクロン環境

ノンクロン① 8月 28 日

駅付近のカ

フェ A

文化・宗教の

ありかた

3 人 (A-1、A-2、

A-3)

・韓国・台湾で流行した飲み物(タピオカ

やチーズティーなど)をメインの商品と

している

・店員は英語でのコミュニケーションが可

能である

・駅付近にあるため、ジョグジャカルタ内

外の人が訪れる

・店内ではラジオを流しており、音楽や

ニュースが流れている

ノンクロン② 9月 2日

商業施設内

カフェ B

コロナ対策と

観光への影響

現 政 権 の パ

フォーマンス

LGBTQ

2 人 （ B - 1 、

B-2）

学 生 (B - 1、

B-2、学校種不

明 )

・電源、Wi-Fi、空調完備

・再開発された商業施設徒歩圏

・外国人観光客(オーストラリアなど)が多

数来店している

・世界中から仕入れたコーヒー豆をそれぞ

れ異なる方法で焙煎し、抽出する

ノンクロン③ 9月 3日

屋台 C

道路交通法規

制

食料品の高騰

経済格差

３ 人 (C - 1、

C-2、C-3)

学 生 (C-1、 学

校種不明 )、事

務 職 (C-2、C-1

の母親 )、屋台

C店主 (C-3)

・テレビがあり、常にニュースを流し続け

ている

・ストリートパフォーマーがバイオリンを

鳴らしながら屋台と屋台を行き来してい

る

・地元の市場から徒歩圏であり、午前中の

買い物を済ませた人が朝食・休憩を取り

に訪れる

ノンクロン④ 9月 5日

D 大学入り

口付近路肩

原油の高騰と

インドネシア

経済

3 人 (D-1、D-2、

D-3)

大 学 生 (D-1)、

G o j e k ド ラ

イ バ ー (D-2、

D-3)

・大学の入り口付近の路肩で、バイクタク

シーアプリGojekドライバーのたまり場

・大学生は空いているドライバーに乗せて

もらい、帰路につくか、あるいはその路

肩でアプリを操作し、付近を走行中のド

ライバーを呼ぶ

・日陰になっており、15分以上その路肩に

留まるドライバーもいる

　観察に際し、会話の中での話題を記録し、話題の変遷を通じて住民の政治的課題への知識・関心を調査

した。各ノンクロンはおおよそ 30 分前後で、ノンクロン内における使用言語は主にインドネシア語、筆者

は参与して質問する際、インドネシア語と英語の両方を使用した。
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描写を通じて、議論が発生する条件として

の環境要因も検討することができ、政治文

化資源であるノンクロンを支える文化資源

が存在することを仮説付けられる。

４．研究の方法

　本研究では、上記の研究目的を達成する

ため、フィールド調査を採用、ジョグジャ

カルタ特別州ジョグジャカルタ市の住民を

対象に、政治素養涵養の現場とそれを生み

出す環境を調査し、それらを政治文化資源

として位置付ける。調査期間は 2022 年８月

28 日から 2022 年 9 月８日にかけて実施し、

４件のノンクロンの参与観察を行った ( 表

１)。

５．結果

ノンクロン① (2022 年８月 28 日 )

　ノンクロン①は、駅付近のカフェ A で行

われた会話である。このカフェでは店内で



図 1　カフェ内装の様子 (筆者撮影 )
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ラジオをかけており、音楽の合間にニュー

スが流れる。このカフェで目玉商品として

取り扱われているのはチーズティーやタピ

オカドリンクなど、韓国や台湾で先んじて

ブレイクした商品を「トレンドを追ってい

る店」として取り扱っている。その一方で、

売られているフードの多くはオランダ占領

時代に輸入されて以降現地で味の現地化を

されながら親しまれているチーズパンなど

であり、海外のトレンドを追いながらも、

現地の味を残した場所であり、若者のみな

らない客層が利用していた。インドネシア

語のラジオがかかる店内でニュースの合間

に流行の音楽がかかる。A-1 はインドネシ

アのカフェ、インドネシアのラジオなのに、

売っているものは韓国ではやったドリンク、

流れている曲は K-pop で変だ、と話しはじ

めた。A-1はそのままインドネシア政府が自

国文化を大切にする政策を打ち出さないか

ら若者がどんどん自国文化ではなく他国の

文化を好きになってしまう、と続けた。A-1

は実際、上述のチーズパンをたのみ、タピ

オカではなくカフェオレを注文するなど、

インドネシア文化を尊重したい意志がある

ことがうかがえた。A-1 は K-pop の歌手た

ちは肌の露出が多いことにも触れ、あまり

よくないと語っていた。A-2 と A-3 はタピ

オカを飲みながら A-1 の話を聞いていた。

ノンクロン② (2022 年９月２日 )

　ノンクロン②は、商業施設内カフェ B に

て学生同士で行われた会話である。カフェ

B は SNS による PR も盛んであり、また再開

発された商業地区の中にあり、ジョグジャ

カルタ内外のみならず、国外からの観光客

も多く訪れるカフェである。このカフェは

いわゆる現代的で高級志向 ( １杯 20,000 ル

ピア前後、屋台で飲むコーヒーのおよそ 4

倍 ) なカフェで、観光名所であるだけでな

く、ジョグジャカルタ住民にとって、この

カフェで時間とお金を費やすことは一種の

ステータスとなっている (B-1)。B-1 はカ

フェや近辺の商業施設、観光地に外国人観

光客が多数訪れるようになったことに触れ

ながら、緩和されつつあるインドネシアの

コロナパンデミック水際対策について、ロッ

クダウンは長く実施し、学校の閉鎖も長引

いたし、いまでもマスクの着用やワクチン

接種証明の形態が義務付けられていて、国

際水準よりも厳格な体制だったのに、海外

からの観光客はほかの国が往来を始めた途

端に解禁してアンバランスだと話した。さ

らにスマートフォンでネットニュースや

SNS で情報を探しながら、外国人観光客受

け入れ拡大の方針を立てた現大統領が近日

中にほかの国の首脳と会合している様子か

ら、大統領が国民に対しても、対外的にも

パフォーマンス重視で、実態が伴っていな

いとした。B-2 はそれをききながら、近年

観光客の減少により再開発された商業地区

の店の売れ行きが悪くなっていることを話

しながら、訪れる人が増えて、お土産を購

入する人が増えないとジョグジャカルタも

インドネシアも立ちいかなくなっていくと

話し、感染者が増えたら対策を強化し、落

ち着いたら弱める、を繰り返すしかないと

話していた。B-1 はそういった対策の強化、

緩和の繰り返しの必要性はわかっているが、

現大統領は世論へのパフォーマンス、対外

的な他国へのパフォーマンスでころころと

態度を変えすぎているとし、一度は国際的

な流れに乗ろうとして LGBTQ 等性的マイノ

リティに対して融和的な政策を打ち出した



図 2　屋台内に設置されているテレビ
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が、言論が過激な集団の反発を受けて撤回

したことをやり玉に挙げた。B-2 はそれを

聞きながら、LGBTQ はイスラームの価値観

から考えたら受け入れがたいし、ほかの国

が寛容だからと言ってインドネシアもそれ

に倣う必要はないと話した。

ノンクロン③ (2022 年９月３日 )

　ノンクロン③は地元市場の近辺にある屋

台 C で観察したノンクロンだ。この屋台 C

にはテレビが設置されていて、ニュース番

組をずっと放映している。付近の屋台には

似たような光景が広がっていて、どの屋台

でもテレビでニュースを見ることができる。

市場に近いこともあって、屋台 C を含め付

近の屋台は朝の買い出しや品卸しをおえた

人々の朝食や、休憩としてにぎわっていた。

親子で買い出しに来た C-1、C-2 は店主 C-3

とバイクタクシーアプリ Gojek のドライ

バーの運転が荒く、事故の危険性もあるし、

渋滞の原因にもなっているから、法規制し

てほしいねと話しながら料理を待っていた。

市場での買い物があまり芳しくなかったよ

うで、食料品の値上がり、特に鶏卵の価格

がひと月で 2 倍になったことに憤慨してい

た。C-1 が、母親である C-2 に価格高騰の

原因を尋ねると、C-2 はガソリン価格のつ

り上げに原因があるとしていて、その時ちょ

うど流れたインドネシア政府による原油補

助金の段階的打ち切りのニュースを見なが

ら、コロナ禍の経済支援策としての燃料補

助金の打ち切りによるガソリンの値上がり、

ウクライナ戦争や中東情勢不安が続くこと

による輸入原油の値上がりがガソリンの値

段をさらに上げていて、それによる輸送費

の増大が鶏卵の価格高騰につながったと説

明していた。店主 C-3 はその会話に混ざり

ながら、同じ値段で商品を出すには原材料

の質を下げなければならないと話していた。

　そんな折、バイオリンとギターのデュオ

の物乞いと思しきストリートパフォーマー

が屋台を回ってきて、投げ銭を要求して

いた。C-2 は投げ銭を渡し、ストリートパ

フォーマーがほかの屋台へと移っていたあ

とで、近頃経済的な差がまた大きくなって

きたと話し、知人は高級車を買っているの

に、こうやって投げ銭しか稼げないストリー

トパフォーマーがいて、インドネシア人の

中で差があってかわいそうだとはなしてい

た。それにたいして、C-3 はお金持ちの外

国人が増えることが嫌だと話していた。

ノンクロン④ (2022 年９月５日 )

　ノンクロン④は D 大学入り口付近で大学

生 D-1 とバイクタクシーアプリ Gojek のド

ライバー D-2 と D-3 がタバコを片手におこ

なわれた会話である。D-2 と D-3 はガソリ

ンの値上げに言及し、コロナ禍の大規模な

移動が制限された中、Gojek ドライバーが

果たした人流・物流に果たした役割は大き

いのに、また苦しい思いをしなければなら

ないことに不満を漏らしていた
１）。D-1 は

補助金の打ち切りで Gojek の値段が上がる

のはつらいし、物流全体が値上げを行うか

ら、インドネシアの経済成長も止まるので

はないかと話した。ドライバーたちは渋滞

や環境破壊といった負の側面も過剰な交通

社会が収まれば収まるかもしれないけど、

自分たちは職を失うし、困ったもんだと頭
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を抱えた。ドライバーたちは大学を卒業し

たものの、いい職にありつけず、ドライバー

はいい給料がもらえたし、アプリを使った

最先端の仕事で安定すると思っていたのに、

と不安の声を漏らした。

６．考察

　本研究の目的に照らし合わせながら、ノ

ンクロンの調査結果を考察する。

　(1) インドネシア地方都市ジョグジャカ

ルタにおける政治文化資源としての非意図

的な議論の場（ノンクロン）が、いかに住

民の政治素養涵養に影響をもたらしている

のか、場の教育効果・機能について現地調

査を行い解明する。

　ノンクロンの参与観察を通じて、政治文

化資源としての非意図的な議論の場が住民

にもたらす教育効果・機能について、以下

の 3 種類の類型に分類される政治素養の涵

養に効果を持つことが示唆された。

政治知識 ( 認識 )：自分や地域、国家を取

り巻く政治課題に対する基本的な知識を、

資料・情報に基づいて十分に理解し、会

話の話題にできる。

顕著な例：ノンクロン② B-1、B-2、ノンク

ロン③ C-2

政治行動：自分や地域、国家を取り巻く政

治課題に対する自分なりの行動の軸 ( 商

品選択、募金、投票、デモなど ) を持ち、

その行動の軸を他者に発信することがで

きる。

顕著な例：ノンクロン① A-1、ノンクロン

③ C-2（、ノンクロン観察対象者だった

わけではないが、デモに参加した Gojek

ドライバーたちもノンクロン④ D-2,3 の

ようにドライバー同士の議論による行動

に移す意志の涵養があったと類推できる）

政治感情：自分や地域、国家を取り巻く政

治課題に対する強い関心を持ち、自身を

取り巻く日常に関連付けながら積極的に

自分の考えを話そうとする。

顕著な例：ノンクロン① A-1、ノンクロン

② B-2、ノンクロン③ C-3、ノンクロン④

D-2、D-3

　日常生活における議論の場とは、住民た

ちが互いに政治知識 ( 認識 )・政治行動・

政治感情を交換・複合化しながら、ボトム

アップの方向性で政治素養を涵養している

現場であると考えられる。ノンクロン②や

③で顕著なように日常生活における非意図

的な議論の場は、ある住民が持っている政

治課題に対する自分が置かれている状況に

よって吐露される感情のみならず、知識 (認

識 ) が提示され伝達される現場でもある。

また行動の軸を示し発信することも行われ

ていて、この伝播が広がった先にある形が

デモのような直接行動や選挙行動などに作

用していくと考えられる。これらの政治知

識、政治行動、政治感情は個々別々に存在

するのではなく、深くむすびついて伝播・

涵養され、住民の間で共有・交換されるこ

とが期待される。したがって、インドネシ

ア地方都市ジョグジャカルタにおける政治

文化資源としての非意図的な議論の場であ

るノンクロンは、住民たちにとって、政治

知識 ( 認識 )、政治行動、政治感情の共有、

交換、教育がおこなわれる現場であり、住

民たちが個人個人で持っているそれらの政

治素養を多角化・複合化させたり、実際の

行動につなげたりすることに資するもので

あると考えられる。

　(2) 政治文化資源としてのノンクロンと

政治素養涵養の効果から、住民同士による

非意図的な議論の場を支える環境要因を取

り上げ、そのような住民を取り巻く環境を

改めて政治文化資源としてのありかたの仮

説を生成する。

　今回のノンクロン調査から非意図的な議

論の場を支える環境要因についていくつか
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特徴があることが示される。まず

一つは「情報収集可能性」であ

る。ノンクロン①のラジオ、ノン

クロン②の Wi-Fi、ノンクロン③

のテレビニュースのように、情報

収集が容易な地点において、住

民の議論の場は活性化する。次

に「会話可能性」である。ノンク

ロンが発生していなかった場所と

して、国立博物館、国立図書館が

挙げられ、資料・史料に富んでい

るが、静謐、厳格で会話をしにく

く、住民同士による政治素養涵養

の場とはなりえないことがわかっ

た。また国立美術館や国立博物館

では写真を撮ってインスタグラム

等の SNS にアップする若者が多く

みられ、それらへ訪れることはステータス

を誇示する道具とはなりえるが、やはり議

論は行われていなかったため、また実際に

投稿された投稿を追跡してもオンライン上

での議論が公開で行われた様子はないため、

住民同士による政治素養の教育・共有を支

える環境要因として会話をすることが許さ

れる場所であることが特徴づけられる。反

対に会話が可能な場所であれば、ノンクロ

ン④のような路肩でもタバコを片手に政治

素養の共有は可能なのである。最後に「滞

在可能性」が挙げられる。カフェのように

コーヒー一杯で一時間近く時間を費やせる

場所 ( ノンクロン② )、顔見知りの常連で

おしゃべりしながら朝食、食後のインスタ

ントコーヒー、デザートまで楽しめる屋台

( ノンクロン③ )、暑いインドネシアの気候

下で日陰に入り比較的涼しく過ごせる場所

( ノンクロン④ )、など物理的・心理的に長

く滞在できる場所で住民の非意図的な議論

は活性化すると考えられる。つまり、住民

同士による非意図的な議論の場を支える環

境要因として、情報収集可能性、会話可能性、

滞在可能性が挙げられ、これらが重なる「場」

は住民の非意図的な議論の場を活性化させ

る政治文化資源として位置づけできる。

　上述 (1)、(2) の考察を複合すると、情報

収集可能性、会話可能性、滞在可能性のそ

れぞれが高く、それらが重なった地点で住

民の非意図的な議論の場は活性化され、そ

の議論の場は政治知識 ( 認識 )、政治素養、

政治行動によって構成される政治素養を住

民同士で涵養する政治文化資源としての場

として位置づけられる (図３)。

７．今後の展望

　本研究は政治文化資源としての非意図的

な議論の場の教育的意義・効果の検証と、

そこから見出される、政治文化資源として

位置づけされる「場」について仮説を生成

した。本研究から見出された議論の場の生

成環境である「情報収集可能性」、「会話可

能性」、「滞在可能性」と醸成される政治素

養である「政治知識 (認識 )」、「政治感情」、

「政治行動」の間の関連性を調査する必要性

があると考えられる。今後はこの仮説に基
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づき地点を選定し、今回の調査では行うこ

とのできなかった定点定時的観察・参与を

行い、住民の政治素養涵養についてより深

く実態を把握し、文化資源としてもちうる

教育への示唆、政治への貢献を分析する。

換言すれば、住民が非意図的に議論する場

の生成環境について考察を深めることで、

先述した「空間提供による議論の場作り」、

「機会提供による議論の場作り」に対しても

文化資源を活用した場作りとして、あるい

は「政治文化資源開発としての議論の場作

り」として、改めて示唆を与えることが可

能である。また、政治文化資源を通じて涵

養された政治素養が住民の実際の政治行動

にどれほど影響するのか、2024 年に実施さ

れるインドネシア大統領選挙に焦点を当て

ながら調査を継続したいと考えている。し

たがって今後おこなわれる研究では、政治

文化資源としての「情報収集可能性」、「会

話可能性」、「滞在可能性」を持つ場に焦点

を当て、「政治知識(認識)」、「政治感情」、「政

治行動」のそれぞれへの影響を実際の政治

イシューを取り上げて詳細に検証しながら、

意図的な議論の場作りとの間を往還する研

究を実践する必要がある (図４)。

脚注

１）2022 年９月当時、Gojek アプリの CEO がイン

ドネシア教育担当大臣として雇用されていて、

コロナパンデミックの影響によるロックダウ

ン下で学校と家庭の間の教材・宿題の受け渡

しを Gojek ドライバーたちが請け負っていた。

その他、公共交通機関等もマヒしたため、人々

がいわゆる「三密」を避けて利用できる移動手

段として Gojek は役割を果たし、その役割の促

進のためにも、政府はドライバーたちに補助金

を支払っていたが、2022 年 9 月でその補助金

が打ち切られ、ガソリンの値上がりも併せて収

入が目減りしたドライバーが多くいた。ドライ

バーたちは値上げを余儀なくされ、それにたい

して利用者、主に車やバイクを持たない大学生

が、反発した。ドライバーたちと利用者、両者

ともにガソリン補助金や Gojek 補助金打ち切り

に対する抗議デモを起こした (ジョグジャカル

タでは 2022 年９月８日にデモが起こった )。
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The Study of the Cultural Resources in Jogjakarta, Indonesia
-Café, Food-stands, and Smoking as Unplanned Places for 

Political Socialization-

Francis Hikaru OBA
Graduate School of Hiroshima University

Tatsuya KUSAKABE
Center for the Study of International Cooperation in Education, Hiroshima University

This research explores the role and possibility of Cultural Resources on 
Urban citizens’ political socialization in Indonesia.

In Indonesia, it is said that after the fall of the Suharto regime in 1998, 
the authoritarian centralized system was corrupted, and democratization and 
decentralization progressed. However, local councils are not structured so that the 
will of the people from the bottom can reach the top. In other words, “state-local 
relations” continue to maintain a top-down governance system, and it is diffi cult to 
see the political voice and policy refl ection of the people. Therefore, it is necessary 
to look at how public opinion at the local grassroots level is cultivated and 
educated. This research will provide a background description of the formation of 
public opinion in each locality, which has not been clearly depicted in the past.

This research focuses on “political chat,” which takes place in “Nongkrong 
(out-purposed conversation)” such as cafes, food stands, and smoking places in 
Indonesia. It illustrates how public opinion is formed through the education and 
cultivation of political socialization in the region. In this study, Nongkrong is 
not only considered as a chatting place, but also as a “place to cultivate political 
sophistication”, so this study conducted an observational study of Nongkrong 
conversations in Yogyakarta. Sato (2018) assigns the concept of “cultural 
resources” as providing cultural capital to the residents. Inspired by this concept, 
this study defined “Politi-Cultural resources” as places where people exchange 
opinions, learn from their elders, and sublimate their “secretly held public opinion” 
into Citizens’ Will. Through Nongkrong observation, it is clearly valued as “Politi-
Cultural Resources” what people talk and where people talk.

As a result, it is confirmed that Nongkrong is a “place” for education 
and cultivation outside of school, where the residents can acquire political 
socialization in close relationships with each other from the viewpoints of “Political 
Knowledge”, “Political Action”, and “Political Feeling”. Regarding such a “place,” 
this research shows that “chattability”, “stability”, and “information accessibility” 
are factors that enhance Nongkrong to cultivate political sophistication, and those 
places are valued as “Politi-Cultural Resources” as well as Nongkrong itself.

Keywords: Cultural Resources, Political Sophistication, Nongkrong, Place 
Planning
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第７回国際成人教育会議と成人識字分野の国際協力

三　宅　隆　史
（シャンティ国際ボランティア会／立教大学）

小荒井　理　恵
（教育協力 NGO ネットワーク）

１．はじめに

　ほぼ 12 年に一度、ユネスコの主催により

開かれてきた第７回目となる国際成人教育

会議（CONFINTEA VII）（以下、第 7回会議）

がモロッコのマラケシュで 2022 年 6 月 15

日から 17 日に開かれた。本発表では、第 7

回会議の概要と会議で行われたスキルと識

字に関する議論を紹介する。また成果文書

である「マラケシュ行動枠組み」i の内容と

日本の国際教育協力への示唆を示す。

２．会議の概要

１）会合の参加者

　第 7 回会議には、142 カ国のユネスコ

加盟国からオンラインでの参加者を含め

1,000 名以上が参加した。このうち 59 名は

教育大臣あるいは副大臣であった。日本政

府からは文部科省の筆頭局である総合教育

政策局の社会教育振興総括官と生涯学習推

進課長補佐がオンラインで参加され、ユネ

スコパリ本部常駐代表部の参事官が対面で

参加された。新型コロナウィルス感染症の

感染予防対策の一環で、対面での参加者は

１か国につき３名までに制限されたため、

オンライン参加者を含めて、ユネスコ国内

委員会（日本の場合文科省）を通じて参加

登録申請を行う必要があった。そこで、日

本代表団には、上述のユネスコ代表部参

事官に加えて、NGO 側からの働きかけによ

り、開発教育協会（DEAR）副代表理事・日

本社会教育学会常任理事の近藤牧子氏、教

育協力ＮＧＯネットワーク（JNNE）事務局

長兼開発教育協会（DEAR）理事の三宅隆史、

JNNE 事務局次長の小荒井理恵が日本代表団

に加わり、対面で参加した。なお各国代表

団に市民社会組織の代表が入ることは、ユ

ネスコの会議では慣例となっており、今回

もアイルランド、ドイツが同様であった。

このほか DEAR の 2 名のスタッフがオブザー

バー参加した。日本の市民社会からの参加

者の旅費は地球環境基金から支援された。

　会合の前日に成人教育・学習（以下、

ALE）の市民社会組織のグローバル連合体で

ある国際成人教育協議会（ICAE）は市民社

会フォーラムを開催し、本会合の成果文書

に影響を与えるための宣言を採択した。

２）本会合の内容

　本会合は、開会と閉会以外は、全体会と

分科会で構成された。全体会は、第 5 次成

人教育グローバル報告書（GRALE 5）の発

表、会議に先立って開かれた市民社会、民

間企業、ユースの各フォーラムの報告、ユ

ネスコが組織し国際教育委員会が 昨年発表

した“Reimagining our futures together: 

a new social contract for education”（以

下、“Reimagining our futures together”）

の発表の後、本会合の主要テーマである識

字、職業スキル、デジタル化、気候変動に

ついて専門家による発表と議論が行われた。

当初予定されていた主要議題は、識字、職

業スキル、シティズンシップの 3 つであっ
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たが、地域準備会合での主要意見を反映し、

シティズンシップは喫緊の課題である気候

変動に統合され、デジタル化についてのセッ

ションが追加された。GRALE 5 のセッショ

ンでは、公共支出に占める ALE の支出に関

して、22 カ国が 4％以上を配分している一

方、28 カ国は 0.4％以下しか配分しておら

ず、40 カ国はデータがないと回答したこと

が報告された。

　テーマ別の分科会は４回開かれ、計 20 の

セッションが平行して行われた。上述の 4

テーマに加えて、成人教育の財政、政策、

ガバナンス、コミュニティ学習センター、

図書館、保健とウェルビーング、高等教育

など、成人教育の各地での好実践や課題が

報告され、議論が行われた。

　会議全体を通じて、“Reimagining our 

futures together”が影響を与え、以下

の 3 点が基調とされた会合であった。第一

に、生涯学習、成人教育は権利であり、公

共財である、ゆえに第一義的には政府がそ

の提供に責任を負っており、非識字成人

が 7 億人も存在するという不名誉な事態が

まず解決されなければならない。また教育

への権利は他のすべての権利を保障するも

の（enabler）である。第二に、ICT の発達

に伴うデジタル化は、教育過程の非人間化

（depersonalization）ならびに教育内容の

画一化をもたらしている。新型コロナ感染

症と共に生きる時代において、対話を基礎

とする対面での学習過程とカリキュラムの

多様化・文脈化が促進されるべきである。

第三に、ALE は、贅沢品ではなく、人々の

生存に不可欠であり、人々をエンパワーし、

社会を改革するものである。

　会議の成果文書である「マラケシュ行動

枠組み」については、地域準備会合での提

案を反映したゼロドラフトが開会時に配布

された。起草委員会には世界の 5 地域から

各１か国が選出され（アジア太平洋地域代

表は韓国）、本会議の事務局を務めているユ

ネスコ生涯学習研究所（UIL）所長が起草委

員会の委員長を務めた。ICAE 事務局長は起

草委員会にオブザーバーとして参加した。

アジア太平洋地域の ALE 市民社会組織連合

体であるアジア南太平洋基礎・成人教育協

議会 (ASPBAE) の事務局長も ICAE 事務局長

の代理として実質的に委員会に参加した。

日本を含む 30 の参加国から修正案が提出さ

れた。また全体会および分科会からの提案

が起草委員会に報告された。起草委員会は

これらの修正意見や提案を反映した最終案

を最終日の閉会式で提案し、満場一致で採

択された。「マラケシュ行動枠組み」は、今

後 12 年間の成人教育の指針とされ、参加国

は同文書に記載された様々な目標を達成す

ることが期待されている。

３．スキルについての議論

　第 7 回会議の主要テーマであるスキル

についての主な議論は以下の 3 点であっ

た。第一に会議は、成人教育の主要な学習

領域は、①識字と基礎スキル、②継続教

育と職業スキル、③教養（liberal）・民

衆 (popular)・地域 (community) 教育とシ

ティズンシップスキルであることを明示し

た 2015 年成人学習教育勧告を確認した（成

果文書パラ 8）。すなわち成人教育によって

習得されるべきスキルは識字・基礎スキル、

職業スキル、シティズンシップスキルの 3

つである。これは、識字を識字者、非識字

者というように二項対立的にとられるので

はなく、多様な学習レベルを伴う連続体と

してとらえるべきであるという認識と類似

している。識字・基礎スキルという基盤の

上に、職業スキルとシティズンシップスキ

ルが習得されるという連続体としてスキル

をとらえるべきという考えである。

　第二に、コロナ禍、デジタル化、気候変

動といった社会の変化に対応した、成人の

スキルの再研修（reskilling）とスキルアッ
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プ（upskilling）が必要である（パラ 5）。

また、従来の「教育から仕事へ」という直

線的な移行の妥当性は失われ、仕事の性質

に応じた妥当で、柔軟で、公正な成人教育

機会の提供が必要とされているとしている

（パラ 19）。GRALE 5 は、「急激な技術革新と

社会の変化は、再研修とスキルアップが日

常化することを意味し、21 世紀の究極のス

キルは、学習する能力かもしれない」とま

で述べている ii。好事例として日本の大学・

大学院・短期大学・高等専門学校における

プログラムの受講を通じた社会人の職業に

必要な能力の向上を図る機会の拡大を目的

とした「職業実践力育成プログラム」が紹

介されている（GRALE 5: 107）。

　第三に、成果文書ではシティズンシッ

プスキルは Transversal skills（横断的

スキル）と同義で使われている。横断的

スキルは、基礎スキルと職業スキルの間に

位置する両者の架け橋であるとともに、す

べての SDGs 達成の前提条件である（パラ

40）。GRALE5 は、Citizenship skills のコ

ンピタンシーとして適応力、創造性、学習

能力、自己反省をあげている。これらのス

キルは、現在の企業が求める人材の資質

でもあり、Citizenship skills の醸成は、

Employability を高めると述べている。横

断的スキルならびに「狭義の」シティズン

シップスキルは、と世界保健機関（WHO）

が提唱した Life Skills や 2012 年の EFA 

Global Monitoring Report（ユネスコ）が

提唱した Transferable Skills（汎用性の

あるスキル）と同概念であると考えられる。

４．識字についての議論

　識字については主に会議 2 日目の全体会

において「識字－生涯学習の基礎」と題し

たセッションが行われ、ASPBAE 事務局長が

モデレーターを務め、エジプト、カナダ、

ネパール、ブルキナファソ政府代表および

ユネスコ統計研究所 (UIS) 所長が登壇した。

識字は生涯学習の基礎であり、SDG4.6 の特

定のターゲットであるが、7 億 7,300 万人

以上の若者・成人（3 分の 2 が女性）が基

礎的な識字・計算スキルを満たしていない。

識字の重要性についての全般的な合意や識

字の課題があるにもかかわらず、識字のた

めの財政、政策関心は低いままである。

　本セッションでは、このような背景の下、

若者・成人識字の進展と課題を議論し、次

の 10 年間に識字促進のための必要な行動

領域を特定することを目的として、①拡大

された識字の概念の実施、②識字政策・ガ

バナンスの改善、③識字促進のための財政

課題、④連続性としての多様な識字レベル

の直接評価の必要性等の識字についてのリ

サーチ・エビデンスとデータの強化につい

て議論がなされた。財政については国内財

源をどのように識字により配分するかがエ

ジプト、ネパール、ブルキナファソ政府代

表から強調された。識字データについては、

入手方法は自己申告ではなく直接評価が重

要であるが、直接評価を行っている国を地

域別にみると、アジア・太平洋地域は 63カ

国中 22カ国（35%）、アフリカは 54カ国中 4

カ国（7%）、ラテンアメリカは 32カ国中 7カ

国（22%）、北米・欧州は46カ国中31カ国(67%)

とギャップがある。政策策定、識字支援と

人々の権利の保障、投資へのより良い指針

を得るためには、これらのギャップを埋め

る重要性が UIS 所長より指摘された iii。

　マラケシュ行動枠組みドラフトへの本

セッションからの貢献として、以下の事項

が提言された。①識字政策の実施と SDG4.6

ターゲットを達成するための努力を倍にす

る強固なコミットメント、②様々な文脈に

おける学習者の生活を示すデータと情報に

よる効果的な政策とプログラム、③より持

続的な識字への財政支援の必要性。特に国

内財源の活用と、政府開発援助（ODA）に関

する既存の公約を満たすことを通じた SDG4



表 1　成果文書と日本の ODA および NGO による国際教育協力への示唆

パラグ
ラフ

成果文書の内容 日本の国際教育協力への示唆

6,40 　ALE はすべての SDG 目標達成のための
鍵である。

　SDGs に貢献するすべての国際協力事業
に ALE の要素を取り入れる。

8 　成人教育の学習領域は、識字と基礎ス
キル、継続教育と職業スキル、シティズ
ンシップ教育の 3点であることを再確認。

　これらを若者・成人教育分野の協力事
業の 3つの重点領域とする。

25 　柔軟な学習ルートの創設、以前の
学 習 (prior learning) の 認 知、 ノ
ンフォーマル、インフォーマル学習
の 確 認 (validation) な ら び に 認 定
（accreditation）の重要性。特に障害者
などの不利な立場にある少数派集団や先
住民族のコミュニティを含めた人々すべ
てを含める。

　特に不利な立場にある人々に考慮した
多様な学習機会の提供、学校外での学習
（家庭や職場等も含む）の認定と評価、公
教育との同等性等の制度の確立の支援が
必要である。
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の識字ターゲットの達成と技術研修の統合

のため財政ギャップを埋めること、④質の

高い識字教育および教師とトレイナーを含

めた成人識字分野の職業的な開発のための

政策実施へのより強固なコミットメント、

⑤学習者の声を聴くことへのより強固なコ

ミットメント、である。

５．成果文書と日本の国際教育協力へ

の示唆

　第 7 回会議の最終日に、成果文書「マ

ラケシュ行動枠組み」が採択された。成

果文書は 2015 年の「成人教育および学

習に関する勧告」、SDGs、今回発表された

GRALE 5、国際教育委員会が昨年発表した

“Reimagining our futures together”を踏

まえて作成されている。成果文書のタイト

ルは“Marrakech Framework for Action - 

Harnessing the transformational power 

of Adult Learning and Education”で、48

のパラグラフからなる。前文、原則と優先

領域、変革的な ALE（成人学習・教育）の

ための行動についての勧告、実施とモニタ

リングのための国際協力の 4 節で構成され

ている。

　ゼロドラフトからの大きな修正点は 3 点

ある。一つめは、成果文書名に「ALE の変

革力を強化する」という副題が添えられ、

参加国のコミットメントがうかがえる。二

つめは、ゼロドラフトでは Annex（付属文

書）にあった「原則と優先領域」が本文に

移動したことである。本文は参加国が同意

する必要があるのに対して、Annex はその

必要がないため、この節が本文に移動した

ことは大きな改善であった。三つめは、ゼ

ロドラフトには ALE の公共支出および政府

開発援助についての数値目標は全く言及さ

れていなかったのであるが、最終文書では、

教育予算については国内総生産（GDP）の少

なくとも 4 ～ 6％そして / あるいは公共支

出の少なくとも 15 ～ 20％を確保すること、

ODA については国民総生産（GNP）の 0.7％

を目標とすることが明記された。

　今後 12 年間有効な ALE の規範文書である

この成果文書は、日本の国際教育協力（ODA

と NGO の両者による）に与える示唆を表 1

にとりまとめる。

　日本では 2023 年に開発協力大綱が改訂さ

れるのに伴い、現在の日本の国際教育協力

政策である「平和と成長のための学びの戦

略」が改訂予定であるが、若者・成人の識



27 　対面様式による ALE の重要性。グロー
バルシティズンシップ教育、ESD、健康・
ウェルビーイングのための教育、社会情
動的スキル、Transversal スキル（横断
的スキル）、批判的思考、デジタルスキル
などの学習領域をカリキュラム、学習教
材に統合。

　識字を含む若者・成人の教育カリキュ
ラム、学習教材にシティズンシップスキ
ルの統合が必要であるが、特に紛争に影
響を受けている脆弱な国において、適切
な識字能力の獲得とともに平和・共生等
を含む多様な学習の確保の必要性。教育
は平和に貢献する側面と、場合によって
は暴力を助長する恐れもある教育の二面
性を考慮する必要がある。

29 　ALE へ の 公 的 支 出 と resource 
mobilization を増加し、既存の予算配分
の後退を防ぐことをコミットする。ALE
への公的支出を増やすために GDP の少な
くとも 4-6％および・または公的支出の
少なくとも 15-20％を教育に配分すると
いう規定の国際目標の達成を決意する。

　Local Education Groups など国レベル
での教育省とドナーとの間の政策対話、
予算策定プロセスにおいて、ALE 予算の
拡充を働きかける。

30 　教育のためのグローバル・パートナー
シップ（GPE）、教育を後回しにはできな
い基金（ECW）はその戦略、優先度、財政
支援の対象に ALE を含め、パートナー国
へ支援することを求める。GNP の 0.7％
の ODA への配分を含む ODA に関する既存
のコミットメントを満たすことを通じ
て、SDG4 の識字目標の達成および skills 
training の統合に必要な資金の不足を埋
めることをコミットする。

　日本の教育分野 ODA、特に成人識字分
野の増額が必要。現在の実績は若者・成
人の基礎生活技能（識字に相当）は教育
分野 ODA の 0.13%、職業訓練は同 6.5% 
(2015-20 年平均実績）iv である。例えば
JICA によるパキスタンで実施中のノン
フォーマル教育支援のほか、ユネスコを
通じたアフガニスタンにおける識字・基
礎技術研修があるが、今後他国へも拡大
していく必要がある。
　日本の NGO については、JNNE 加盟 NGO
を対象にした調査（複数回答可）によると、
2015 年の時点で実施中の 58 の教育協力
事業のうち、初等・中等教育分野は 72％
であったのに対し、スキル分野が 50％、
識字分野は 19％にすぎず、識字分野支援
を強化する必要がある v。
　GPE や ECW 等の多国間機関による援助
および二国間援助を若者・成人の識字お
よび skills training の統合において拡
大していくには、途上国政府と援助機関
等で構成される Local Education Group
での優先化や要請が必要なため、日本の
NGO や援助機関による途上国レベルでの
アドボカシー、政策協議への参加が必要
である。

34 　識字：ALE の基礎としての学習および
コンピテンシー・レベルの連続性を再確
認。SDG4.6 のターゲット（若者・成人の
識字）達成にむけた努力強化にコミット。

　多様なレベルの識字能力の直接評価、
エビデンスに基づいた基礎識字・継続教
育の政策強化、提供等を支援する必要が
ある。

第７回国際成人教育会議と成人識字の国際協力

－ 95 －

字や職業スキルの学習支援について新戦略

の優先分野の一つに明記し、上記の ALE に

ついての国際教育協力への示唆を考慮に入

れ、同分野での日本の国際協力を質・量と

もに拡充することが期待される。また、日

本の NGO も若者・成人の識字、職業職スキ
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ル分野の支援を拡充するとともに、対象国

の教育省ならびに日本政府にこの分野の拡

充を働きかける必要がある。さらに、全て

の SDGs 達成のために不可欠であると本会合

が述べたシティズンシップスキルの醸成の

ための ALE が普及すること求められている。

注

i 原 文 の 英 語 版 は UIL の サ イ ト https://

www.uil.unesco.org/sites/default/

files/medias/fichiers/2022/06/FINAL%20

MarrakechFrameworkForActionEN.pdf

　 日 本 語 版 の 仮 訳 は 文 科 省 の サ イ ト　

https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/

gnlc/1367840_00001.htm にある。

ii WHO はライフスキルを「日常生活に生じるさま

ざまな問題や要求に対して、より建設的かつ効

果的に対処するために必要な能力」と定義し、

意思決定、問題解決、創造的思考、批判的思考、

効果的コミュニケーション、対人関係、自己認

識、共感性、情緒対処、ストレス対処をあげて

いる。

iii 本セッションの議論詳細は、DEAR の ALE プロ

ジェクトが運営する「成人学習・教育ナレッ

ジサイト」掲載の小荒井報告「CONFINTEA VII

参加報告：識字について」https://ale-dear.

net/project/proposal/622/ をご覧いただきた

い。

iv 出所：OECD/DAC CRS データベース

v 教 育 協 力 NGO ネ ッ ト ワ ー ク（2017）「 日

本の教育協力 NGO による SDG4 への貢献」

http://jnne.org/old/doc/contribution_of_

japanese_ngos_to_sdg4_ver2.pdf
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The Seventh International Conference on Adult Education and 
International Cooperation in Adult Literacy

Takafumi MIYAKE
Shanti Volunteer Association/Rikkyo University

Rie KOARAI
Japan NGO Network for Education

UNESCO’s International Conference on Adult Education has been held 
once in almost twelve years since 1949 to promote adult education. The Seventh 
International Conference on Adult Education was held on 15-17 June 2022 in 
Marrakech, Morocco, with participants of 142 Member States including Japan, 
Civil Society Organisations (CSOs) and other relevant partners, and adopted the 
Marrakech Framework for Action (MFA). In this report, the two authors who 
participated in the Seventh Conference as part of the Japanese delegation reports 
a summary and processes of the Conference, main issues adopted in MFA such as 
fi nance, accreditation and validation, quality of youth and adult education, support 
for marginalized groups and so on. In addition, the issues of skills, citizenship 
education for youth and adults which was the main theme of the Global Report 
on Adult Learning and Education released by UNESCO at the Conference, and 
literacy discussed at the Conference are introduced. In conclusion, the authors 
examine how MFA should be translated into action in Japan’s international 
cooperation in youth and adult education especially in literacy and make 
recommendations such as more financing through the Official Development 
Assistance (ODA) and prioritizing youth and adult literacy and vocational 
education in Japan’s international educational cooperation policy which is planned 
to be revised this year.
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教育開発国際協力研究センター運営委員会

「国際教育協力論集」刊行規程

（目的及び名称）
第１　広島大学教育開発国際協力研究センター（以下「センター」という。）における、国

際教育協力に関する研究及び事業の成果を国内外の学界、援助実施機関等に広く公表
し、国際協力事業の推進に資することを目的として、「国際教育協力論集」（Journal of 
International Cooperation in Education）（以下、「論集」という）を刊行する。

（編集委員会）
第２　１　「論集」の編集は、編集委員会が行う。

２　編集委員会は、次に掲げる委員、15 人程度で組織する。
（１）センター教員　４人　（２）学内研究員 若干人　（３）客員研究員　若干人
（４）上記（１）から（３）の職にあった者　若干人
（５）その他センター長が必要と認めた者　若干人

３　編集委員は、センター長が委嘱する。
４　編集委員長は、委員の互選により、センター長が委嘱する。
５　編集委員長の任期は２年とし、再任は妨げない。

（「論集」掲載論文等の種類）
第３　１「論集」に掲載する論文等の分類は、以下のとおりとする。

（１）総説　（２）研究論文　（３）研究ノート　（４）調査報告
２　投稿原稿の分類は、投稿者の申請を基に編集委員会が決定する。

（投稿資格）
第４　１　「論集」の投稿資格者は次のいずれかに該当する者とする。

（１）センター運営委員会委員　（２）センター所属教員、研究員　（３）客員研究員
（４）学内研究員　（５）上記（１）から（３）の職にあった者　
（６）その他編集委員会が認めた者

２　第３第１項第２号の投稿については、第１項第１号から５号の者の推薦があった場
合に認める。

（連名での投稿）
第５　第４に定める投稿有資格者は、他の投稿有資格者との連名で投稿することができる。

（投稿件数）
第６　第３第１項第２号については、原則として一人１篇とする。ただし、連名での投稿を含

む場合は２篇までとする。

（査　読）
第７　全ての投稿に関しては、査読の上、採否を決定する。その方法については、編集委員会

において定める。
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（著作権）
第８　１．「論集」に掲載された論文等のすべての著作権（著作権法第２７条及び第２８条の

権利を含む）は、センターに帰属する。
２．著作者自身が自分の論文の全部または一部を複製、翻訳、翻案などの形で二次的著
作物として利用する場合、センターの許諾を必要としない。

３．第三者から、論文の複製、転載などに関する許諾の要請があり、著作者の合意を得
た場合は、当該著作物の利用をセンターは許諾することがある。

４．著作者は，その著作物を原作あるいは，「論集」に掲載された型のまま電子的方式
で複製した上で，電子上にて公衆に提供することに許諾したものとする。

（刊行回数）
第９　「論集」の刊行は原則年２回とし、うち１回を日本語によるもの、他の 1 回を英語によ

るものとする。

（インターネット上での論文等の公開）

（配付先）
第 10　配布先は、国内外の大学・研究機関、国際協力関係機関等とし、編集委員会において定

める。

（体　裁）
第 11　「論集」の体裁は、Ｂ５版とする。

（その他）
第 12　執筆要領等その他の必要事項については、編集委員会において定める。
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「国際教育協力論集」執筆要領

広島大学教育開発国際協力研究センター

「国際教育協力論集」編集委員会

（1） 論文等の内容は、国際教育協力に関するものとする。

（2） 論文等は、未発表のものに限る。ただし、学会等での口頭発表はこの限りではない。

（3） 使用言語は、原則として年二回刊行のうち、1号は日本語、もう 1号は英語とする。

（4） 執筆方法は、原則としてワープロ原稿とし、ハードコピー（A4 版 2 部）及びテキストファ

イルのディスク（使用機種・ソフトを明記）を提出する。「研究論文」の場合は、ハードコピー

をさらに 2部（計 4部）提出する。

（5） 和文原稿は、A4 版横書き（本文縦 40 行×横 40 字、10.5 ポイント）とし、13 枚以内（表題、

筆者名・所属、図表、参考文献を含む）を原則とする。原稿は全て、英文タイトル及び英

文要旨（300 語程度）を別に添付する。英文原稿は、英文執筆要領を参照のこと。

（6） 全ての原稿は、執筆者名・所属機関名を記入せず、①論文題目（和文及び英文）、②所属

機関名（日本語及び英語表記）、③執筆者名（日本語及び英語表記）、④連絡先（住所、電

話、FAX、電子メール）、⑤推薦者名（ただし、「センター関係者」以外の場合）を別紙に

明記するものとする。

（7） 必要に応じ、外国人名、地名に原語を用いてよいが、叙述中の外国語にはなるべく訳語を

つける。

（8） 図表、注記及び参考文献の書き方などは、次のとおりとする。

① 図表については、出典を明記する。図表は原則として写真製版するので、完全な原図

を作成する。

② 本文における文献引用は、以下のとおりとする。日本語文献は日本語表示それ以外の

言語による文献は、アルファベット表示とする。複数の参考文献がある場合は、セミ

コロンで結ぶ。

 　　「・・・である」（White 1999; Jordan 2000）と言われている。

 　　・・・と考えられている（Sasaki, Watanabe & Sato 2001）。 

 　　・・・（Sasaki 1999, p.123）。 

 　　・・・（佐々木、渡辺、山本 2000; 田中 2004）。 

 　　・・・村田（2001）によれば、 

 　　・・・村田（2001a）によれば、（2001 年に出版された著者による引用文献が 2

冊以上ある場合、2001a、2001b と表記する。）

③ 本文における注の付け方は、（・・・である (1)。）とする。

④ 注記、参考文献は、論文末に一括掲載する。

⑤ 参考文献の書き方については、以下のとおりとする（英語文献は、英文執筆要領を参

照のこと）。

単行本（編者あり）：著者、発行年、「題目」、編者名、『書名』、出版社、頁．
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（例）黒田一雄（2001）「教育投資における優先順位の決定と世界銀行」江原裕美編

　　　『開発と教育―国際協力と子どもたちの未来』新評論、257-269 頁．

雑誌論文：著者、発行年、「題名」、『雑誌名』、巻、号、頁．

（例）大津和子（2001)「タンザニア基礎教育補完センター（COBET）の現状と課題」

　　　『国際教育協力論集』4巻 2号、55-69 頁．

（留意点）　単行本、雑誌、論文ともに句点「、」は、ページ番号の前のみに使用する。

同じ著者のものは、下線をひく（半角で 5 回アンダーバーをひく）_____　また、同じ

年の出版のものは、（2000a）（2000b）のように表記する。数字はすべて英数半角文字で

表記を統一する。

学会発表等：発表者（年）「発表題目」第 X回 X学会　（場所、日にち）発表

（例）平野真己（2008）「アフリカ経済成長をどうみるか」第 45 回　日本アフリカ学会（龍

谷大学、5月 24-25 日）発表

URL：（オンラインの表記は下記のようにする）

World Bank Education Lending [http://go.worldbank.org/4H9D7XN5E0] (accessed on 

August 1, 2008).

（9） 原稿は完全原稿とし、著者校正は初校のみとする。校正の際は字句の訂正にとどめ、加筆

及び変更は認めない。

（10） 別刷の著者贈呈部数は 30 部とする。これを越える部数が必要な場合は、個人負担とする。

投稿手続・日程

（1） 投稿の際には、「研究論文」、「研究ノート」、「調査報告」の別を明記する。全ての投稿原

稿について、査読の上、採否を決定する。

（2） 投稿希望者は、次の投稿申し込みあるいは原稿締め切り日までに、広島大学教育開発国際

協力研究センター「国際教育協力論集」編集委員会に申し込む。

　　　　「研究論文」・「研究ノート」・「調査報告」

　　　　　　　投稿申込締切：毎年 3月 31 日（必着）

　　　　　　　原 稿 締 切：毎年 5月 31 日（必着）

編集事務局（投稿・問合せ先）

　　〒 739-8529　東広島市鏡山 1－ 5－ 1

 　　広島大学 教育開発国際協力研究センター

 　　国際教育協力論集編集委員会

　　TEL: 082-424-6959, FAX: 082-424-6958

　　e-mail: cice@hiroshima-u.ac.jp
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CICE Journal of International Cooperation in Education
Style and rules for contributors

1. Journal of International Cooperation in Education is an international refereed journal published 
in English in April and in Japanese in October of every year. The journal welcomes articles from 
authorized contributors (see “2”) on any aspect of international cooperation in education.

2. Qualifi cation of contributors is given to the members of the Center for the Study of International 
Cooperation in Education at Hiroshima University who are currently or were formerly associated 
with CICE (including CICE staff members, members of the managing committee, research fellows, 
and visiting research fellows). Contributions for articles may be invited by the CICE Editor-in-
Chief. Otherwise submissions from anyone who is interested in CICE activities may be accepted if 
accompanied by introduction of a CICE staff or associate member.

3. Manuscripts should be original, clearly and precisely presented in English or Japanese (see styles 
and rules for contributors in Japanese). Authors should submit four hard copies of their manuscript 
plus an electronic fi le of the manuscript (preferably in a PC compatible disk). Text should be prepared 
using Microsoft Word software.

4. Each submission should be no longer than 7000 words (14 printed pages) in total, including title, 
author(s) information, tables, figures and references. Each article should be accompanied by an 
abstract of approximately 150 words typed on a separate sheet.

5. Preparation of Manuscript:
A. Cover sheet should contain title, full name, institution, address, phone and fax numbers, and 

e-mail address.

B. Text should be typewritten on one side of A4 size papers with 30 mm margins all around. Each 
typewritten page should have 42 lines, approximately 500 words with 10.5 point character.

C. References cited in the text should be arranged alphabetically according to the name(s) 
of author(s). Text reference should be made by the author’s names followed by the year of 
publication [e.g. Sifuna (2001), or (Sifuna 2001)]. When papers have three or more authors, 
please give only the name of the fi rst author followed by et al. [e.g. Kawagoe et al. (1998) or 
(Kawagoe et al. 1998)] throughout the text.
In addition,
Reference cited in the text should be listed as follows;
<EXAMPLE>

Textbooks are one of the most important learning materials for study (Sasaki 1999; Watanabe 
2000) [more than 2 references]

.......(Sasaki, Watanabe & Sato 2001) [written by more than 3 authors]

.......(Sasaki 1999, p.123)

.......According to Sasaki (1999), it is considered.....

.......According to Sasaki (1999a) and Uemura (2002), it is considered.....
(1) Book:

Last name of author + fi rst name initial. (year), Title (Italic), location of the publisher, 
name of the publisher.

Lloyd, P.C. (1966). The New Elites of Tropical Africa. London: Oxford University 
Press.
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(2) Book chapter:
Last name of author(s), + first name initial(s). (year). “Chapter Title”, In (Eds.), Book 
Title, (p.), location of the publisher, name of the publisher.

Lloyd, P.C. & White, A. (1996). “Aid, International Co-operation and Globalization: 
Trends in the Field of Education.” In K. King & L. Buchert (Eds.), Changing 
International Aid to Education: Global Patterns and National Contexts (p.60-67). 
Paris: UNESCO.

(3) Journal article:
Last name of author + fi rst name initial. (year). “Title of the article.” Name of the Journal, 
volume (no.), p.21-38.
(Example)

Sifuna, D. (2001). “African Education in the Twenty-First Century: the Challenge for 
Change.” Journal of International Cooperation in Education, 4(1), p.21-38.

(4) On-line material:
World Bank Education Lending [http://go.worldbank.org/4H9D7XN5E0] (accessed on 
August 1, 2008).
Note.

Same author can be indicated as_____. Please use (2001a), (2001b), in case there are 
more than 2 references from the same author in the same year.

D. Tables should be self-explanatory and each presented on a separate page outside the main text. A 
short title should be provided with any additional information contained in footnotes with a lucid 
legend to explain the meaning of the content.

E. Figures are referred to for all drawings, diagrams, graphs and photographs. These should be of 
the highest quality and suitable for direct reproduction. Each figure should be presented on a 
separate page.

F. Place of insertion of tables and/or fi gures in the text should be indicated on the right-hand margin 
of the sheet.

6. Whether or not the manuscript is accepted and the timing of publication is decided by the Editorial 
Committee. The positions and scale of fi gures and tables in published pages may be changed from 
the author’s designation.

7. Galley proof will be sent to the corresponding author if there is suffi cient time to do so. The authors 
are responsible for reading the first galley proof. No change of the content of the manuscript is 
permitted on the galley proof without the consent of the Editor-in-Chief.

8. Offprints. Authors will receive free of charge 30 offprints. Additional copies can be obtained at 
author’s cost.

9. Copyright. The articles published in the Journal of International Cooperation in Education are 
subject to copyright. All rights are reserved by the Center for the Study of International Cooperation 
in Education (CICE), Hiroshima University. Authors may, of course, use the article elsewhere after 
permission is obtained from CICE.

10. Submit all manuscripts to Editor-in-Chief, Center for the Study of International Cooperation in 
Education (CICE), Hiroshima University, 1-5-1 Kagamiyama, Higashi-Hiroshima 739-8529 JAPAN. 
For any questions regarding this style and rules, please e-mail: cice@hiroshima-u.ac.jp.
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　今号は研究ノート 6本、調査報告 1本が提出され、計 7本の論文が掲載されることとなった。まず、

寄稿者の皆様に御礼を申し上げたい。研究論文の提出が近年少なくなってきたことは、比較教育学

をはじめ、国際教育開発論における研究のグローバル化が影響していると考えられる。本誌英語版

がオープンアクセス化したことは、分野では画期的な動きであったことは間違いないが、日本とし

ての動きは緩慢であったと言わざるを得ないだろう。日本のこうしたモダリティの変化にあたり、

和文紀要としても改革を必要としている。そのため、誰のために、また誰に届けられるべき論文な

のか、を再検討し、分野への変革をもたらす学術誌になっていかなければならないだろう。またあ

るいは役割を終えたと判断すれば、発刊を終了することも躊躇なく判断しなければならないだろう。

（日下部達哉）

『国際教育協力論集』編集委員会

委員長：吉田　和浩　広島大学教育開発国際協力研究センター

委　員：石田　洋子（広島大学）
堀田　泰司（広島大学）
大塲　麻代（帝京大学）
小澤　大成（鳴門教育大学）
川口　　純（筑波大学）
日下部達哉（広島大学）
小塚　英治（国際協力機構）
澤村　信英（大阪大学）
正楽　　藍（神戸大学）
丸山　英樹（上智大学）

本誌の編集方針・規格の審議、原稿の審査などは上記編集員会が行います。

なお、「研究論文」については査読を行い、その掲載の可否を決定しています。

編 集 後 記
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